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［―-一議案第33号 ＿ II 

茅ヶ崎市市税条例の一部を改正する条例について

1 提案の理由

地方税法の改正に伴い、長寿命化に資する大規模な改修を行ったマンションに係る固

定資産税を減額するため課税標準となるべき価格に乗じる割合を定めるとともに、排出

ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の少ない三輪以上の軽自動車の税率を軽減する

種別割の特例措置を延長するため提案する。

2 根拠法規

地方税法（昭和 25年法律第 22 6号）第 3条第 1項

3 条例の概要

(1)新築された日から 20年以上を経過したマンションのうち、マンションの管理の適

正化の推進に関する法律（平成 12年法律第 14 9号）の規定による助言若しくは指

導を受けた管理組合の管理者等に係るマンション又は管理計画認定マンションで一定

のものであって、令和 5年4月 1日から令和 7年 3月31日までの間にマンションの

建物の外壁について行う修繕又は模様替を含む一定の大規模な工事が行われたものに

係る区分所有に係る家屋に係る当該工事が完了した年の翌年度分の固定資産税の課税

標準となるべき価格に乗じる割合は、 3分の 1とすることとした。（附則第3条関係）

(2) 地方税法附則第 15条の 9の3第 1項の規定により固定資産税の減額を受けようと

する者は、特定マンションに係る工事が完了した日から 3月以内に、市長に対し申告

書を提出しなければならないこと等とした。（附則第4条関係）

(3)令和元年 10月 1日から令和 3年 12月31日までの間に取得した自家用の三輪以

上の軽自動車であって乗用のものに係る環境性能割の非課税措置及び税率の特例措置

を廃止することとした。（旧附則第 19条、附則第 19条の 4関係）

(4)排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の少ない三輪以上の軽自動車の税率を

軽減する種別割の特例措置を延長し、令和 5年度から令和 7年度までの間に初回車両

番号指定を受けた一定の三輪以上の軽自動車について、当該初回車両番号指定の翌年

度分の税率を軽減すること等とした。（附則第20条関係）

(5) 規定を整備することとした。（第 74条、第 76条の 3関係）

(6)所要の規定を整備することとした。（附則第 17条から附則第 19条の 3まで、附則

第21条関係）

(7) この条例は、令和 5年4月 1日から施行することとし、所要の経過措置を設けるこ

ととした。
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茅ヶ崎市市税条例の一部を改正する条例新旧対照表

改 正 後 改 正 前

（たばこ税の申告納付の手続）

第74条 前条の規定によってたばこ税を申告納

付すべき者（以下この節において「申告納税者

」という。）は、毎月末日までに、前月の初日

から末日までの間における売渡し等に係る製造

たばこの品目ごとの課税標準たる本数の合計数

（以下この節において「課税標準数量」という

。）及び当該課税標準数量に対するたばこ税額

、第72条第1項の規定により免除を受けよう

とする場合にあっては同項の適用を受けようと

する製造たばこに係るたばこ税額並びに次条第

1項の規定により控除を受けようとする場合に

あっては、同項の適用を受けようとするたばこ

税額その他必要な事項を記載した施行規則第3

4号の 2様式による申告書を市長に提出し、及

びその申告に係る税金を施行規則第34号の 2

の5様式又は第34号の2の5の2様式による

納付書によって納付しなければならない。この

場合において、当該申告書には、第72条第3

項に規定する書類及び次条第1項の返還に係る

製造たばこの品目ごとの数量についての明細を

記載した施行規則第16号の5様式による書類

を添付しなければならない。

2 

i 略
4 

5 前項の修正申告書に係る税金を納付する場合

には、当該税金に係る第1項又は第2項の納期

限（納期限の延長があったときは、その延長さ

れた納期限。第76条の 3第2項において同じ

。）の翌日から納付の日までの期間の日数に応

じ、当該税額に年14. 6バーセント（修正申

告書を提出した日までの期間又はその日の翌日

から 1月を経過する日までの期間については、

年 7. 3バーセント）の割合を乗じて計算した

金額に相当する延滞金額を加算して、施行規則

第 34号の 2の5様式又は第34号の 2の5の

2様式による納付書によって納付しなければな

らない。

（たばこ税に係る不足税額等の納付手続）

第76条の 3 たばこ税の納税義務者は、法第4

8 1条、第483条又は第484条の規定に基

づく納付の告知を受けた場合には、当該不足税

額又は過少申告加算金額、不申告加算金額若し

くは重加算金額を、当該通知書の指定する期限

までに、施行規則第34号の 2の5様式又は第

（たばこ税の申告納付の手続）

第74条 前条の規定によってたばこ税を申告納

付すべき者（以下この節において「申告納税者

」という。）は、毎月末日までに、前月の初日

から末日までの間における売渡し等に係る製造

たばこの品目ごとの課税標準たる本数の合計数

（以下この節において「課税標準数量」という

。）及び当該課税標準数量に対するたばこ税額

、第72条第1項の規定により免除を受けよう

とする場合にあっては同項の適用を受けようと

する製造たばこに係るたばこ税額並びに次条第

1項の規定により控除を受けようとする場合に

あっては、同項の適用を受けようとするたばこ

税額その他必要な事項を記載した施行規則第3

4号の 2様式による申告書を市長に提出し、及

びその申告に係る税金を施行規則第34号の 2

の5様式 による

納付書によって納付しなければならない。この

場合において、当該申告書には、第72条第3

項に規定する書類及び次条第 1項の返還に係る

製造たばこの品目ごとの数量についての明細を

記載した施行規則第16号の 5様式による書類

を添付しなければならない。

2 

i 略
4 

5 前項の修正申告書に係る税金を納付する場合

には、当該税金に係る第1項又は第2項の納期

限（納期限の延長があったときは、その延長さ

れた納期限。第76条の 3第 2項において同じ

。）の翌日から納付の日までの期間の日数に応

じ、当該税額に年14. 6パーセント（修正申

告書を提出した日までの期間又はその日の翌日

から 1月を経過する日までの期間については、

年7. 3パーセント）の割合を乗じて計算した

金額に相当する延滞金額を加算して、施行規則

第34号の2の5様式

による納付書によって納付しなければな

らない。

（たばこ税に係る不足税額等の納付手続）

第76条の3 たばこ税の納税義務者は、法第4

8 1条、第483条又は第484条の規定に基

づく納付の告知を受けた場合には、当該不足税

額又は過少申告加算金額、不申告加算金額若し

くは重加算金額を、当該通知書の指定する期限

までに、施行規則第34号の2の5様式
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34号の 2の5の2様式による納付書によって

納付しなければならない。

2 略

附則

（法附則第15条第2項第1号等の条例で定め

る割合）

第3条略

2 略

3 法附則第15条第25項第1号イに規定する

設備について同号に規定する条例で定める割合

は、 3分の 2とする。

4 法附則第15条第25項第1号口に規定する

設備について同号に規定する条例で定める割合

は、 3分の 2とする。

5 法附則第15条第25項第1号ハに規定する

設備について同号に規定する条例で定める割合

は、 3分の 2とする。

6 法附則第15条第25項第1号二に規定する

設備について同号に規定する条例で定める割合

は、 3分の 2とする。

7・法附則第15条第25項第2号イに規定する

設備について同号に規定する条例で定める割合

は、 4分の 3とする。

8 法附則第15条第25項第2号口に規定する

設備について同号に規定する条例で定める割合

は、 4分の 3とする。

9 法附則第 15条第25項第2号ハに規定する

設備について同号に規定する条例で定める割合

は、 4分の 3とする。

1 0 法附則第15条第25項第3号イに規定す

る設備について同号に規定する条例で定める割

合は、 2分の 1とする。

1 1 法附則第15条第25項第3号口に規定す

る設備について同号に規定する条例で定める割

合は、 2分の 1とする。

1 2 法附則第15条第25項第3号ハに規定す

る設備について同号に規定する条例で定める割

合は、 2分の 1とする。

1 3 法附則第15条第32項に規定する条例で

定める割合は、 3分の 1とする。

1 4 法附則第15条第33項に規定する条例で
定める割合は、 3分の 2とする。

1 5 法附則第15条第42項に規定する条例で

定める割合は、 3分の 1とする。

1 6 法附則第15条第43項に規定する条例で

定める割合は、 4分の 3とする。

1 7 略
旦法附則第15条の 9の3第 1項に規定する

条例で定める割合は、 3分の 1とする。

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定

による納付書によって

納付しなければならない。

2 略

附則

（法附則第15条第2項第1号等の条例で定め

る割合）

第3条略
2 略

3 法附則第15条第26項第1号イに規定する

設備について同号に規定する条例で定める割合

は、 3分の 2とする。

4 法附則第15条第26項第1号口に規定する

設備について同号に規定する条例で定める割合

は、 3分の 2とする。

5 法附則第15条第26項第1号ハに規定する

設備について同号に規定する条例で定める割合

は、 3分の 2とする。

6 法附則第15条第26項第1号二に規定する

設備について同号に規定する条例で定める割合

は、 3分の 2とする。

7 法附則第15条第26項第2号イに規定する

設備について同号に規定する条例で定める割合

は、 4分の3とする。

8 法附則第15条第26項第2号口に規定する

設備について同号に規定する条例で定める割合

は、 4分の 3とする。

9 法附則第15条第26項第2号ハに規定する

設備について同号に規定する条例で定める割合

は、 4分の 3とする。 • 

1 0 法附則第 15条第26項第3号イに規定す

る設備について同号に規定する条例で定める割

合は、 2分の 1とする。

1 1 法附則第 15条第26項第3号口に規定す

る設備について同号に規定する条例で定める割

合は、 2分の 1とする。

1 2 法附則第 15条第26項第3号ハに規定す

る設備について同号に規定する条例で定める割

合は、 2分の 1とする。

1 3 法附則第15条第33項に規定する条例で

定める割合は、 3分の 1とする。

1 4 法附則第15条第34項に規定する条例で

定める割合は、 3分の 2とする。

1 5 法附則第 15条第43項に規定する条例で

定める割合は、 3分の 1とする。

1 6 法附則第 15条第44項に規定する条例で

定める割合は、 4分の 3とする。

1 7 略

旦法附則第64条に規定する条例で定める割

合は、 0とする。

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定
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の適用を受けようとする者がすべき申告） の適用を受けようとする者がすべき申告）

第4条略 第4条略

2 I 2 

｝ 略｝略

9..  I 9 
上旦法附則第15条の 9の3第1項に規定する

特定マンションに係る区分所有に係る家屋につ

いて、同項の規定の適用を受けようとする者は

、当該特定マンションに係る同項に規定するエ

事が完了した日から 3月以内に、次に掲げる事

項を記載した申告書に施行規則附則第7条第1

6項各号に掲げる書類を添付し文市長に提出し

なければならない。

旦し納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人

番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を

有しない者にあっては、住所及び氏名又は名

皇
盟家屋の所在、家屋番号、種類、床面積

皇家屋の建築年月日及び登記年月日

皇当該工事が完了した年月日

皇当該工事が完了した日から 3月を経過した

後に申告書を提出する場合には、 3月以内に

提出することができなかった理由

1 1 法附則第15条の 10第1項の耐震基準適|1 0 法附則第 15条の 10第1項の耐震基準適

合家屋について、同項の規定の適用を受けよう

とする者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震

改修が完了した日から 3月以内に、次に掲げる

事項を記載した申告書に施行規則附則第7条第

1 7項に規定する補助に係る補助金確定通知書

の写し、建築物の耐震改修の促進に関する法律

（平成7年法律第 12 3号）第7条又は附則第

3条第 1項の規定による報告の写し及び当該耐

震改修後の家屋が令附則第12条第19項に規

定する基準を満たすことを証する書類を添付し

て市長に提出しなければならない。

(1) 

｝略

(4) 

(5)施行規則附則第7条第17項に規定する補

助の算定の基礎となった当該耐震基準適合家

屋に係る耐震改修に要した費用

(6)略

合家屋について、同項の規定の適用を受けよう

とする者は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震

改修が完了した日から 3月以内に、次に掲げる

事項を記載した申告書に施行規則附則第7条第

1 3項に規定する補助に係る補助金確定通知書

の写し、建築物の耐震改修の促進に関する法律

（平成7年法律第12 3号）第7条又は附則第

3条第 1項の規定による報告の写し及び当該耐

震改修後の家屋が令附則第 12条第19項に規

定する基準を満たすことを証する書類を添付し

て市長に提出しなければならない。

(1) 

｝略

(4) 

(5)施行規則附則第 7条第 13項に規定する補

助の算定の基礎となった当該耐震基準適合家

屋に係る耐震改修に要した費用

(6)略

第17条及び第 18条則壁

（軽自動車税の環境性能割の非課税）

第 19条法第45 1条第1項第1号（同条第4

項又は第5項において準用する場合を含む。）

に掲げる三輪以上の軽自動車（自家用のものに

限る。以下この条において同じ。）に対しては

、当該三輪以上の軽自動車の取得が令和元年1

0月 1日から令和3年 12月31一日までの間（
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（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例）

第17条略

2 略

3 神奈川県知事は、当分の間、第1項の規定に

より賦課徴収を行う軽自動車税の環境性能割に

つき、その納付すべき額について不足額がある

ことを附則第19条の 2の規定により読み替え

られた第58条の6第 1項の納期限（納期限の

延長があったときは、その延長された納期限）

後において知った場合において、当該事実が生

じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請をし

た者が偽りその他不正の手段（当該申請をした

者に当該申請に必要な情報を直接又は間接に提

供した者の偽りその他不正の手段を含む。）に

より国土交通大臣の認定等を受けたことを事由

として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定

等を取り消したことによるものであるときは、

当該申請をした者又はその一般承継人を当該不

足額に係る三輪以上の軽自動車について法附則

第29条の 11の規定によりその例によること

とされた法第16 1条第1項に規定する申告書

を提出すべき当該三輪以上の軽自動車の取得者

とみなして、軽自動車税の環境性能割に関する

規定を適用する。

4 略

（軽自動車税の環境性能割の課税免除の特例）

第 18条略

（軽自動車税の環境性能割の減免の特例）

第 19条略

（軽自動車税の環境性能割の申告納付の特例）

第19条の2 略

（軽自動車税の環境性能割に係る徴収取扱費の

交付）

第 19条の3 略

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例）

第19条の4 略

2 略

（軽自動車税の種別割の税率の特例）

第20条 法附則第30条第1項に規定する三輪

以上の軽自動車に対する当該軽自動車が最初の

附則第19条の 7第3項において「特定期間」

という。）に行われたときに限り、第58条第

1項の規定にかかわらず、軽自動車税の環境性

能割を課さない。

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例）

第19条の2 略

2 略

3 神奈川県知事は、当分の間、第1項の規定に

より賦課徴収を行う軽自動車税の環境性能割に

つき、その納付すべき額について不足額がある

ことを附則第19条の 5の規定により読み替え

られた第58条の6第 1項の納期限（納期限の

延長があったときは、その延長された納期限）

後において知った場合において、当該事実が生

じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請をし

た者が偽りその他不正の手段（当該申請をした

者に当該申請に必要な情報を直接又は間接に提

供した者の偽りその他不正の手段を含む。）に

より国土交通大臣の認定等を受けたことを事由

として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定

等を取り消したことによるものであるときは、

当該申請をした者又はその一般承継人を当該不

足額に係る三輪以上の軽自動車について法附則

第29条の 11の規定によりその例によること

とされた法第16 1条第1項に規定する申告書

を提出すべき当該三輪以上の軽自動車の取得者

とみなして、軽自動車税の環境性能割に関する

規定を適用する。

4 略

（軽自動車税の環境性能割の課税免除の特例）

第19条の3 略

（軽自動車税の環境性能割の減免の特例）

第19条の4 略

（軽自動車税の環境性能割の申告納付の特例）

第 19条の5 略

（軽自動車税の環境性能割に係る徴収取扱費の

交付）

第 19条の6 略

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例）

第 19条の7 略

2 略

旦 自家用の三輪以上の軽自動車であって乗用の

ものに対する第58条の4 （第2号に係る部分

に限る。）及び前項の規定の適用については、

当該軽自動車の取得が特定期間に行われたとき

に限り、これらの規定中「 100分の 2」とあ

るのは、 「10 0分の 1」とする。

（軽自動車税の種別割の税率の特例）

第20条法附則第30条第 1項に規定する三輪

以上の軽自動車に対する当該軽自動車が最初の



-10-

--0123456789

法第444条第3項に規定する車両番号の指定

（次項から第4項までにおいて「初回車両番号

指定」という。）を受けた月から起算して 14 

年を経過した月の属する年度以後の年度分の軽

自動車税の種別割に係る第60条の規定の適用

については、当分の間、次の表の左欄に掲げる

同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

I略 111略

2 法附則第30条第2項第 1号及び第2号に掲

げる三輪以上の軽自動車に対する第60条の規

定の適用については、当該軽自動車が令和4年

4月 1日から令和8年 3月31日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には、当該初回車

両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分

の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に

掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は

、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

I略

法第444条第3項に規定する車両番号の指定

（次項から第8項までにおいて「初回車両番号

指定」という。）を受けた月から起算して 14 

年を経過した月の属する年度以後の年度分の軽

自動車税の種別割に係る第60条の規定の適用

については、当分の間、次の表の左欄に掲げる

同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

2 法附則第30条第2項第 1号及び第2号に掲

げる三輪以上の軽自動車に対する第60条の規

定の適用については、当該軽自動車が令和 2年

4月1日から令和 3年3月31日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には令和3月こ度分

の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に

掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は

、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

111略

立法附則第30条第3項第 1号及び第2号に掲

げる法第446条第 1項第3号に規定するガソ

リン軽自動車（以下この条において「ガソリン

軽自動車」という。）のうち三輪以上のものに

対する第60条の規定の適用については、当該

ガソリン軽自動車が令和 2年4月 1日から令和

3年3月31日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には令和 3年度分の軽自動車税の種

別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とするQ_

略一

．
 

土法附則第30条第4項第 1号及び第2号に掲

げるガソリン軽自動車のうち三輪以上のもの（

前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対

する第60条の規定の適用については、当該ガ

ソリン軽自動車が令和 2年4月 1日から令和3

年3月31日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和 3年度分の軽自動車税の種別

割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句とする。

略＿

~
~
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5
 

6
 

立法附則第30条第3項の規定の適用を受ける I7 

三輪以上の法第446条第 1項第3号に規定す

るガソリン軽自動車（以下この項及び次項にお

いて「ガソリン軽自動車」という。） （営業用

の乗用のものに限る。）に対する第60条の規

定の適用については

、当該ガ

ソリン軽自動車が令和4年4月 1日から令和8

年 3月31日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には、当該初回車両番号指定を受けた

Hの属する年度の翌年度分の軽自動車税の種別

割に限り、同条第2号ア（イ）中「3, 9 0 0円

」とあるのは「2, 0 0 0円」と、同号ア（ウ）

a中「6, 9 0 0円」とあるのは「3, 5 0 0 

旦とする。

土法附則第30条第4項の規定の適用を受ける 18 

三輪以上のガソリン軽自動車（前項の規定の適

用を受けるものを除き、営業用の乗用のものに

限る。）に対する第60条の規定の適用につい

ては

、当該ガソリン軽自動車

が令和4年4月 1日から令和7年 3月31日ま

法附則第30条第2項第 1号及び第2号に掲

げる三輪以上の軽自動車のうち、自家用の乗用

のものに対する第60条の規定の適用について

は、当該軽自動車が令和3年4月 1日から令和

4年3月31日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には令和4年度分の軽自動車税の種

別割に限り、当該軽自動車が令和4年4月 1日

から令和5年 3月 31日までの間に初回車両番

号指定を受けた場合には令和5年度分の軽自動

車税の種別割に限り、第2項の表の左欄に掲げ

る同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

法附則第30条第2項第 1号及び第2号に掲

げる三輪以上の軽自動車（自家用の乗用のもの

を除く。）に対する第60条の規定の適用につ

いては、当該軽自動車が令和3年4月 1日から

令和4年 3月31日までの間に初回車両番号指

定を受けた場合には令和4年度分の軽自動車税

の種別割に限り、当該軽自動車が令和4年4月

1日から令和 5年 3月 31日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には令和 5年度分の軽

自動車税の種別割に限り、第2項の表の左欄に

掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は

、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

法附則第30条第7項の規定の適用を受ける

三輸以上のガソリン軽自動車

（営業用

の乗用のものに限る。）に対する第60条の規

定の適用については、当該ガソリン軽自動車が

令和3年4月 1日から令和4年 3月31日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令和

4年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガ

ソリン軽自動車が令和4年4月 1日から令和 5

年 3月 31日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和5年度分

の軽自動車税の種別

割に限り、第3項の表の左欄に掲げる同条の規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表

の右欄に掲げる字句

とする。

法附則第30条第8項の規定の適用を受ける

三輪以上のガソリン軽自動車（前項の規定の適

用を受けるものを除き、営業用の乗用のものに

限る。）に対する第60条の規定の適用につい

ては、当該ガソリン軽自動車が令和3年4月 1

日から令和4年 3月31日までの間に初回車両

番号指定を受けた場合には令和4年度分の軽自

動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車

が令和4年4月 1日から令和5年 3月 31日ま
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二の間に初回車両番号指定を受けた場合には-

当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度

の翌年度分の軽自動車税の種別割に限り、回条

第2号ア（イ）中「3, 9 0 0円」とあるのは「

3, 0 0 0円Jと、同号ア（ウ） a中「6, 9 0 

0円」とあるのは「5, 2 0 0円」とする。

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例）

第21条 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴

収に関し、三輪以上の軽自動車が前条第2項か

ら第4項までの規定の適用を受ける三輸以上の

軽自動車に該当するかどうかの判断をするとき

は、国士交通大臣の認定等（法附則第30条の

2第 1項に規定する国土交通大臣の認定等をい

う。次項において同じ。）に基づき当該判断を

するものとする。

2 略

3 略

二の間に初回車両番号指定を受けた場合には全

和5年度分

の軽自動車税の種別割に限り、璽土

項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句 とする。

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例）

第21条 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴

収に関し、三輪以上の軽自動車が前条第2項か

ら第8項までの規定の適用を受ける三輪以上の

軽自動車に該当するかどうかの判断をするとき

は、国士交通大臣の認定等（法附則第30条の

2第1項に規定する国士交通大臣の認定等をい

う。次項において同じ。）に基づき当該判断を

するものとする。

2 略

3 略



-13-

--0123456789

茅ヶ崎市市税条例の一部を改正する条例参照条文

0地方税法

（地方税の賦課徴収に関する規定の形式）

第三条 地方団体は、その地方税の税目、課税客体、課税標準、税率その他賦課徴収について定をす

るには、当該地方団体の条例によらなければならない。

2 地方団体の長は、前項の条例の実施のための手続その他その施行について必要な事項を規則で定

めることができる。
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243 令和 5年 3月31日金曜日 官~ 報← （号外特第 25号）

第34号の 2の5の2様式記載要領
1 この納付書は、市町村たばこ税に係る地方団体の徴収金を申告納付の方法に
より納付する場合に使用すること。
2 各片は、 1辺をのり付けその他の方法により接続するものとすること。
3 各片に共通する事項（あらかじめ印刷されている事項を除く。）は、複写に
より記載するものとすること。
4 ※印の欄は、記載しないこと。
備考 eL-QRは、第三片に記載されている「eL-QR」の上部に印字すること。



-
1
5
-

-
-
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

N
寸

N

（曲
'
s
N
抵
迦
汝
曲
＇
）

蔀

徊

m
轡―俎

ロユ

市区町村コード

I I I I I 
盟 市町村たばこ税領収済通知書R@
市町村

ロ 座 奮 号 I 加 入 者

I 

所在地及び氏名又は名称

e頃号： eL-QR 

年度 1 ※処埋事項 l 事業者コード

I I I I I I I I I I I I I I I I I I I I I I I I 1 1 1 
申 告 期 間 I申 告 区 分

年 月分（から 年 月分まで） I悶 修 更 塁正 正
百十 億千百 十万千 百十円

税 額 01 I ！ I I I l II 9 . I 9 

延 滞 金 02 
I 
l ．I 9I ; ， i , I I ! I ’I l 

過少申告加算金 03 I I I I i I I I l 
不申告加算金 04 I I I I I 
重加算金 05 I I I I I 
督促手数料 06 

I I I I I II . I 

＾ 口

計 額 07 
I I I I I i I 

！ I ！ ! 
納期限 年 月 日 領

指定金嘉融 収

機（取りま関とめ
日

取りまとめ局 付

印

上記のとおり通知します。（市町村保管）

（
第
三
片
）

z
"
H
C
母

S
品
中

三
所在地及び氏名又は名称

税

延

重

合

納期

分
決
定
円＋
 

区
更
正
．
＇
ー
・
｀
ー
，
＇
ー
．
I
I
・

百

告
修
正
千万

9

自
と
コ
ー
•
9
,
1
ー
'
|
|
．
i
・
1
|
＇
1
ー
，
1
，
1
ー
，

十

lヽ
:

百

間
で
＇
ー
'
i
|
_
|
．
,
i
,
:
1
.
，
ー
領
収

ま
千

項

分

i

'

|

i

i

'

．

ー

1
•. 
,
．
ー
ー
ー
ー
ー
．
i
＇
|
|
|
、
日

月
億

事

＋
 

理
期
五
ー
ー
・
1
.
，
1
ー
・
1
・
9
1
・
9
9
,
1
ー
＇
ー
．
i
・
'
|
'
・

処※
 

らヽ力（
 
分

告
し

月

．．
 号
度

澤

年．
 

日

申
一
年

加

滞

計

算

額

金

過少申告加算金

不申告加算金

金

督促手数料

額

01 

02 

03 

04 

05 

06 

07 

年

市町村たばこ税納付書R

号

一

旦

円一

加一

日

付

印

入＿ 翌

但悲謹緊胃犀
されているため
この箇所は使用し
ないこと。

事業者コード

」

-

」

~
 

（
第
二
片
）三 市町村たばこ税領収証書R

号

＿
 

加一 入一 者一

所在地及び氏名又は名称

年度

税

延

申
一
年

滞

額

金

過少申告加算金

不申告加算金

重

分
決
定
円＋
 

区
更
正
ー
，
＇
ー
1
|
|
|

．．
． 
I

.

1

.

i

l

i

・

百

告
修
正
千万

申申告．，．＇ー・99
.. ，

.

，

 

．．
 
1
1
1
ー
！
ー
・
・
'
|
'
・

＋
 

領

ヽ

ノ

百`

 

間
て
1
ー
ー
・
ー
•
9
.
,

．．
 ,
.
i

—

.
;
,
1
ー
・
・

ま
千

項
分
ー
，
＇
ー
ー
・
9
:
l
l
.
l
|
：
|
|
|
|

.

.
 'ー
．
＇
ー
・
ヨ

月

億

事

月

＋
 

痙

期

百

年

処※
 

ら―ヽカ

告
（分月

•• 
号eUi 

加

納期

算 金

督促手数料

額

01 

02 

03 

04 

05 

06 

07 

第三片の当該箇所
にeL-QRが印字
されているため、
この箇所は使用し
ないこと。

事業者コード

（
第
一
片
）

第
三
十
四
号
の
二
の
五
の
二
様
式
（
用
紙
縦
百
七
十
八
ミ
リ
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ー
ト
ル
横
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五
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リ
メ
ー
ト
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）
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第
三
十
八
条
関
係

-
l
-

限

計

ー
ー
一
月

合 計

限］ 年

上記のとおり領収しました。（納税者保管）

◎この納付書は、 3枚1組の複写式とな
っていますので、切り離さずに提出し
てください。

収

日

付

印

上記のとおり納付します。（金融機関又は郵便局保管）
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令和 5年 3月31日 金曜日 官 報 （号外特第25号） 210 

（
地
方
揮
発
油
譲
与
税
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
二
条
地
方
揮
発
油
譲
与
税
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
一
年
総
理
府
令
第
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
五
項
の
表
第
一
項
の
項
中
「
得
た
率
」
の
下
に
「
（
次
項
に
お
い
て
「
特
例
率
」
と
い
う
。
）
」
を
加
え
、
同

表
第
二
項
の
項
中
「
、
平
成
二
十
七
年
九
月
一
―
―
十
日
に
お
い
て
住
民
基
本
台
帳
法
に
基
づ
き
住
民
基
本
台
帳
に
記
載

さ
れ
て
い
る
者
の
数
を
平
成
二
十
二
年
九
月
三
十
日
に
お
い
て
同
法
に
基
づ
き
住
民
基
本
台
帳
に
記
載
さ
れ
て
い
る

者
の
数
で
除
し
て
得
た
率
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特
例
率
」
と
い
う
。
）
」
を
「
特
例
率
」
に
、
「
当
該
市
町
村
の

常
住
人
口
」
を
「
常
住
人
口
」
に
、
「
平
成
―
―
十
二
年
の
国
勢
調
査
の
結
果
に
よ
る
当
該
市
町
村
の
人
口
の
確
定
数
に

特
例
率
を
乗
じ
て
得
た
人
口
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
特
定
特
例
人
口
と
い
う
。
）
」
を
「
特
例
人
口
」
に
、
「
か
ら
特

定
特
例
人
口
」
を
「
か
ら
特
例
人
口
」
に
改
め
る
。

（
自
動
車
重
量
譲
与
税
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
三
条
自
動
車
重
量
譲
与
税
法
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
六
年
自
治
省
令
第
十
一
＿
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る。
附
則
第
五
項
の
表
第
六
項
の
項
中
「
得
た
率
」
の
下
に
「
（
次
項
に
お
い
て
「
特
例
率
」
と
い
う
。
）
」
を
加
え
、
同

表
第
七
項
の
項
中
「
、
平
成
―
―
十
七
年
九
月
一
二
十
日
に
お
い
て
住
民
基
本
台
帳
法
に
基
づ
き
住
民
基
本
台
娠
に
記
載

さ
れ
て
い
る
者
の
数
を
平
成
―
―
十
二
年
九
月
三
十
日
に
お
い
て
同
法
に
基
づ
き
住
民
基
本
台
帳
に
記
載
さ
れ
て
い
る

者
の
数
で
除
し
て
得
た
率
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特
例
率
」
と
い
う
。
）
」
を
「
特
例
率
」
に
、
「
当
該
市
町
村
の

常
住
人
口
」
を
「
常
住
人
ロ
一
に
、
「
平
成
二
十
二
年
の
国
勢
調
査
の
結
果
に
よ
る
当
該
市
町
村
の
人
口
の
確
定
数
に

特
例
率
を
乗
じ
て
得
た
人
口
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
特
定
特
例
人
口
と
い
う
。
）
」
を
「
特
例
人
口
」
に
、
「
か
ら
特

定
特
例
人
口
」
を
「
か
ら
特
例
人
口
」
に
改
め
る
。

（
森
林
環
境
税
及
び
森
林
環
境
譲
与
税
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
四
条
森
林
環
境
税
及
び
森
林
環
境
譲
与
税
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
三
十
一
年
総
務
省
令
第
四
十
号
）
の

一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
の
二
を
第
一
条
の
三
と
し
、
第
一
条
を
第
一
条
の
二
と
し
、
同
条
の
前
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
政
令
第
一
条
第
一
号
及
び
第
二
号
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
世
帯
等
）

第
一
条
森
林
環
境
税
及
び
森
林
環
境
譲
与
税
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
令
和
四
年
政
令
第
三
百
号
。
次
項
に
お
い

て
「
政
令
」
と
い
う
。
）
第
一
条
第
一
号
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
世
帯
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該

当
す
る
世
帯
と
す
る
。

一
夫
、
妻
及
び
二
人
の
子
か
ら
な
る
世
帯
で
あ
る
こ
と
。

二
借
家
に
居
住
す
る
世
帯
で
あ
る
こ
と
。

―
―
―
収
入
の
な
い
世
帯
で
あ
る
こ
と
。

2

政
令
第
一
条
第
一
号
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
率
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
生
活
保
護
法
（
昭
和
二
十

五
年
法
律
第
百
四
十
四
号
）
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
保
護
の
基
準
に
お
け
る
地

域
の
級
地
区
分
（
前
年
の
十
二
月
一
―
-
+
―
日
に
お
け
る
地
域
の
級
地
区
分
と
す
る
。
）
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め

る
率
と
す
る
。

―
一
級
地
一

•
O

二

二

級

地

0
・
九

―
―
―
三
級
地
0
•
八

第
四
条
中
「
第
一
条
の
二
」
を
「
第
一
条
の
一
―
-
」
に
改
め
る
。

附
則
第
三
条
中
「
第
一
条
」
を
「
第
一
条
の
二
」
に
改
め
る
。

（
施
行
期
日
）

第
一
条
こ
の
省
令
は
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
各
旦

に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一
第
一
条
中
地
方
税
法
施
行
規
則
第
十
五
条
の
十
五
の
改
正
規
定
並
び
に
同
令
第
一
千
一
十
三
号
の
五
様
式
及
び
第
三

十
四
号
様
式
の
改
正
規
定
並
び
に
附
則
第
六
条
第
一
項
の
規
定
令
和
五
年
七
月
一
日

二
第
一
条
中
地
方
税
法
施
行
規
則
第
二
条
の
改
正
規
定
（
同
条
第
二
項
中
「
第
十
条
第
七
項
」
を
「
第
十
条
第
一
―

十
項
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
令
第
二
条
の
六
の
改
正
規
定
、
同
令
第
九
条
の
二
の
改
正
規
定
（
同
条
第

八
項
第
一
号
イ
に
係
る
部
分
、
同
項
第
二
号
中
「
第
四
条
の
三
」
を
「
第
四
条
の
五
」
に
改
め
る
部
分
、
同
条
第

九
項
、
第
十
一
項
第
一
号
イ
及
び
第
十
二
項
第
一
号
イ
に
係
る
部
分
、
同
条
第
十
三
項
第
一
号
イ
中
「
第
四
十
一

条
第
一
項
第
三
号
の
表
の
口
又
は
ハ
」
を
「
第
四
十
一
条
第
一
項
第
三
号
イ
の
表
の
図
又
は
③
」
に
改
め
る
部
分
、

同
条
第
十
六
項
第
一
号
イ
、
第
十
七
項
第
一
号
イ
、
第
十
八
項
及
び
第
一
＿
十
項
第
一
号
イ
に
係
る
部
分
、
同
条
第

―
二
十
四
項
の
表
第
八
項
第
一
一
号
の
項
中
「
第
四
条
の
三
」
を
「
第
四
条
の
五
」
に
改
め
る
部
分
並
び
に
同
条
第
一
―
―

十
七
項
の
表
第
八
項
第
二
号
の
項
中
「
第
四
条
の
三
」
を
「
第
四
条
の
五
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
令
第

九
条
の
四
の
改
正
規
定
（
同
条
第
一
項
第
一
号
イ
、
第
二
項
第
一
号
イ
及
び
第
三
項
第
一
号
イ
に
係
る
部
分
、
同

条
第
四
項
第
一
号
イ
中
「
第
四
十
一
条
第
一
項
第
一
二
号
の
表
の
口
又
は
ハ
]
を
云
第
四
十
一
条
第
一
項
第
三
号
イ

の
表
の
②
又
は
③
」
に
改
め
る
部
分
並
び
に
第
六
項
第
一
号
イ
、
第
七
項
第
一
号
イ
、
第
八
項
第
一
号
イ
、
第
十

四
項
第
一
号
イ
、
第
十
七
項
第
一
号
イ
及
び
第
十
八
項
第
一
号
イ
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
令
第
十
五
条
の
九

の
改
正
規
定
（
同
条
第
五
項
第
一
号
イ
に
係
る
部
分
、
同
項
第
―
一
号
中
「
第
四
条
の
三
」
を
「
第
四
条
の
五
」
に

改
め
る
部
分
、
同
条
第
六
項
及
び
第
八
項
第
一
号
イ
に
係
る
部
分
、
同
条
第
十
二
項
の
表
第
五
項
第
二
号
の
項
中

「
第
四
条
の
三
」
を
「
第
四
条
の
五
」
に
改
め
る
部
分
並
び
に
同
条
第
十
五
項
中
「
第
四
条
の
三
」
を
「
第
四
条

の
五
」
に
改
め
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
令
第
十
五
条
の
十
一
の
改
正
規
定
（
同
条
第
一
項
第
一
号
イ
、
第
二
項
第

一
号
イ
、
第
三
項
第
一
号
イ
及
び
第
四
項
第
一
号
イ
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）
、
同
令
第
二
十
五
条
及
び
第
二
十
七

条
の
改
正
規
定
並
び
に
同
令
附
則
第
二
十
条
の
改
正
規
定
並
び
に
同
令
第
一
号
の
三
様
式
、
第
一
―
号
様
式
、
第
三

号
様
式
、
同
様
式
別
表
、
第
四
号
様
式
、
第
十
八
号
様
式
記
載
要
領
2
並
び
に
第
十
九
号
様
式
及
び
同
様
式
記
載

要
領
1
の
改
正
規
定
並
び
に
第
四
条
の
規
定
並
び
に
次
条
第
二
項
及
び
附
則
第
七
条
の
規
定
令
和
六
年
一
月
一

日
三
第
一
条
中
地
方
税
法
施
行
規
則
第
二
条
の
二
か
ら
第
二
条
の
三
の
四
ま
で
及
び
第
十
五
条
の
改
正
規
定
並
び
に

同
令
第
十
五
条
の
六
の
四
を
同
令
第
十
五
条
の
六
の
五
と
し
、
同
令
第
十
五
条
の
六
の
三
を
同
令
第
十
五
条
の
六

の
四
と
し
、
同
令
第
十
五
条
の
六
の
一
一
を
同
令
第
十
五
条
の
六
の
三
と
し
、
同
令
第
十
五
条
の
六
の
次
に
一
条
を

加
え
る
改
正
規
定
令
和
七
年
一
月
一
日

四
第
一
条
中
地
方
税
法
施
行
規
則
附
則
第
四
条
の
七
第
十
二
項
の
改
正
規
定
並
び
に
同
令
第
十
六
号
の
十
三
様
式

の
備
考
の
表
及
び
第
十
六
号
の
一
二
十
の
二
様
式
の
改
正
規
定
日
本
国
の
自
衛
隊
と
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
国
防
軍
と

の
間
に
お
け
る
相
互
の
ア
ク
セ
ス
及
び
協
力
の
円
滑
化
に
関
す
る
日
本
国
と
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
と
の
間
の
協
定
の

効
力
発
生
の
日

五
第
一
条
中
地
方
税
法
施
行
規
則
第
十
六
条
の
―
-
+
―
＿
の
―
-
第
四
項
第
五
号
イ
の
改
正
規
定
宅
地
造
成
等
規
制

法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
四
年
法
律
第
五
十
五
号
）
の
施
行
の
日

六
第
一
条
中
地
方
税
法
施
行
規
則
附
則
第
六
条
に
七
項
を
加
え
る
改
正
規
定
（
同
条
第
八
十
八
項
か
ら
第
九
十
一

項
ま
で
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
地
域
公
共
交
通
の
活
性
化
及
び
再
生
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
（
令
和
五
年
法
律
第
号
）
附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の

H

七
第
一
条
中
地
方
税
法
施
行
規
則
第
二
十
四
条
の
四
十
の
改
正
規
定
（
同
条
の
見
出
し
を
改
め
る
部
分
、
同
条
第

三
項
中
「
特
定
地
方
税
関
係
通
知

U

を
「
特
定
地
方
税
関
係
通
知
等
こ
に
、
「
特
定
地
方
税
関
係
通
知
を
い
う
」

を
「
特
定
地
方
税
関
係
通
知
等
を
い
う
」
に
改
め
る
部
分
及
び
同
項
第
一
号
イ
中
「
特
定
地
方
税
関
係
通
知
」
を

「
特
定
地
方
税
関
係
通
知
等
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
）
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
四
年

法
律
第
四
号
）
附
則
第
一
条
第
八
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日

（
道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
二
条
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
地
方
税
法
施
行
規
則
（
以
下
「
新
規
則
」
と
い
う
。
）
第
一
条
の
十
六
第
四

項
の
規
定
は
、
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
（
以
下
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
以
後
に
地
方
税
法
施
行
規
則
第
一
条
の
十
六

第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
都
道
府
県
、
市
町
村
又
は
特
別
区
が
同
項
に
規
定
す
る
申
出
書
等
を

提
出
す
る
場
合
に
つ
い
て
適
用
す
る
。
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第
二
号
様
式
中

第
三
号
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

徊
湧
様
戸
鼠
包
—
—
牌
—
I
A
-

第
一
一
一
号
様
式
別
表
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

菌
』
号
様
式
別
表
ー
1面
瞬
園
戸
—
挿
入
｝

一丑
弓
芸
知
毀

「

第
四
号
様
式
中

巌
苺
妄
阿
茫 堂〗邪］ 渇即

を

ヒヱ ヱ

を

丑
弓
芸
邪
零

「「
巌
活
津
罪
堂

器
f
芯
翌
澤
毀

ヱ！ヱヱ
ヒ

丑
弓
4
土
邪
翌

巌
吾
津
阿
逹

器
芽
湖
涵
茫

に
改
め
る
。

に
改
め
る

集
計
第
ニ
ー
七
表
（
男
女
、
年
齢
（
五
歳
階
級
及
び
三
区
分
）
、
国
籍
総
数
か
日
本
人
別
人
口
、
平
均
年
齢
、
年
齢

中
位
数
及
び
人
口
構
成
比
[
年
齢
別
]
)
の
表
側
「
国
籍
総
数
か
日
本
人
」
が
「
国
籍
総
数
」
か
つ
表
側
「
男
女
」
が

「
総
数
」
の
う
ち
、
表
頭
が
「
総
数
」
の
欄
の
数
か
ら
表
頭
が
「
O
i
四
歳
」
、
「
五
S
九
歳
」
、
「
十
S
十
四
歳
」
及
び

「
十
五
S
十
九
歳
」
」
に
改
め
、
亘
平
成
―
―
十
二
年
国
勢
調
査
人
口
等
基
本
集
計
第
一
―
―
ー
ニ
表
」
の
下
に
「
（
年
齢
（
各
歳
）
、

男
女
別
人
口
、
年
齢
別
割
合
、
平
均
年
齢
及
び
年
齢
中
位
数
（
総
数
及
び
日
本
人
）
）
の
表
頭
「
総
数
（
年
齢
）
」
の
う

ち
総
数
の
欄
の
数
か
ら
「
（
再
掲
）
0
5
四
歳
」
、
「
（
再
掲
）
五
5
九
歳
」
、
「
（
再
掲
）
十
S
十
四
歳
」
及
び
「
（
再
掲
）
十

五
S
十
九
歳
」
」
を
、
「
同
条
第
二
号
中
」
の
下
に
「
「
令
和
二
年
十
月
一
日
現
在
」
と
あ
る
の
は
「
平
成
二
十
二
年
十
月

一
日
現
在
」
と
、
」
を
加
え
、
「
平
成
―
―
十
七
年
国
勢
調
査
従
業
地
・
通
学
地
に
よ
る
人
ロ
・
就
業
状
態
等
集
計
第
一
一
表

（
常
住
地
又
は
従
業
地
。
通
学
地
（
二
十
七
区
分
）
に
よ
る
年
齢
（
五
歳
階
級
）
、
男
女
別
人
口
、
就
業
者
数
及
び

通
学
者
数
）
」
を
「
令
和
二
年
国
勢
調
査
従
業
地
・
通
学
地
に
よ
る
人
ロ
・
就
業
状
態
等
集
計
第
一
—
―
表
（
男
女
、

年
齢
（
五
歳
階
級
）
、
常
住
地
又
は
従
業
地
・
通
学
地
別
人
口
及
び
昼
夜
間
人
口
比
率
）
の
表
頭
「
常
住
地
又
は
従

業
地
・
通
学
地
」
が
「
県
内
他
市
町
村
に
常
住
」
」
に
改
め
、
「
就
業
者
数
）
」
の
下
に
「
の
表
頭
「
従
業
地
・
通
学
地
に

よ
る
人
口
」
の
う
ち
言
う
ち
県
内
他
市
区
町
村
に
常
住
」
」
と
、
「
う
ち
表
側
「
男
女
」
が
「
総
数
」
か
つ
表
側
「
年
齢
」

が
「
総
数
」
」
と
あ
る
の
は
「
表
側
「
総
数
（
男
女
別
）
二
と
、
「
表
側
が
「
十
五
歳
未
満
j

及
び
「
十
五
S
十
九
歳
」
」

と
あ
る
の
は
「
「
十
五
歳
未
満
」
及
び
「
十
五
S
十
九
歳
」
」
と
、
「
表
頭
「
常
住
地
又
は
従
業
地
・
通
学
地
」
が
「
他
県

に
常
住
」
」
と
あ
る
の
は
「
「
う
ち
他
県
に
常
住
」
」
を
加
え
、
「
と
読
み
替
え
る
も
の
」
を
削
る
。

附
則
第
十
―
―
一
条
の
三
第
一
一
項
第
一
号
イ
中
「
第
十
三
条
の
三
第
九
項
第
一
号
イ
」
を
「
第
十
三
条
の
三
第
八
項
第

一
号
イ
」
に
改
め
、
同
号
口
中
「
の
認
定
し
た
」
を
「
が
認
定
し
た
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
イ
中
「
第
十
三
条
の

三
第
九
項
第
二
号
イ
」
を
「
第
十
―
―
一
条
の
三
第
八
項
第
二
号
イ
」
に
改
め
、
同
項
第
一
―
一
号
中
「
第
十
三
条
の
三
第
九

項
第
三
号
イ
」
を
「
第
十
―
―
一
条
の
三
第
八
項
第
三
号
イ
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
第
二
号
中
「
第
十
三
条
の
＿
―
-
第
十

一
項
第
二
号
」
を
「
第
十
三
条
の
三
第
十
項
第
二
号
」
に
改
め
、
同
条
第
七
項
第
一
号
中
「
第
十
―
―
一
条
の
三
第
十
―
―

項
第
一
号
」
を
「
第
十
三
条
の
三
第
十
一
項
第
一
号
」
に
改
め
、
同
条
第
八
項
中
「
第
十
三
条
の
一
＿
一
第
十
三
項
」
を

「
第
十
三
条
の
三
第
十
二
項
l

に
改
め
、
同
条
第
九
項
第
一
二
号
中
「
掲
げ
る
譲
渡
」
を
「
規
定
す
る
譲
渡
」
に
改
め

る。
附
則
第
十
五
条
第
二
項
及
び
第
十
六
条
第
二
項
中
「
第
十
一
条
の
三
第
六
項
各
号
」
を
「
第
十
一
条
の
三
第
七
項

各
号
」
に
改
め
る
。

附
則
第
二
十
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
中
「
第
十
七
項
第
一
号
」
を
「
第
十
八
項
第
一
号
」
に
改
め
、

同
条
第
四
項
中
「
第
十
七
項
第
八
号
」
を
「
第
十
八
項
第
八
号
」
に
、
「
第
十
一
条
第
二
項
第
三
号
二
」
を
「
第
十
一

条
第
二
項
第
三
号
口
」
に
改
め
、
同
条
第
五
項
中
「
附
則
第
十
八
条
の
六
第
五
項
第
一
号
又
は
第
二
十
一
項
第
一
号
」

を
「
附
則
第
十
八
条
の
六
第
六
項
第
一
号
又
は
第
二
十
三
項
第
一
号
l

に
改
め
る
。

第
一
号
の
三
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

圏
は
方

s-』
裸
ー
成
（
別
添
①
）
挿
入
｝

「一

第
五
号
の
十
五
様
式
の
次
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る
。

一
第
五
号
の
十
五
の
一
一
様
式
（
別
添
④
）
挿
入
一

ーー
1
1
1
1
ーー
1

ーー
1

1

1

1

ー

1
_
_
_
 |
_
|
 

第
十
二
号
の
二
様
式
の
次
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る
。

渾
tL-10173四
而
’
-
」
懸
戊
ー
1

園
添
⑱
ー
ー
漏
込

第
十
二
号
の
六
様
式
の
次
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る
。

薔
十
二
号
の
六
の
一
＿
様
式
（
別
添
⑥
）
挿
入
一

_

1

1

ー
ー
1
_
1
ー
ー
ー
1
1
1
ー
1

1

ー
1

ー
1

_

第
十
二
号
の
九
様
式
の
次
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る
。

I

_

l

 _

_

 1

ーー
1
1
1

ー
ー
ー
1
_
1

ー
1
ー
1
1

薔
十
二
号
の
九
の
二
様
式
（
別
添
⑦
）
挿
入
一

_

1

ー

1
1
1
ー

1

ー

1
1
1
1
1
1
ー
ー
ー
1

_

第
十
二
号
の
十
二
様
式
の
次
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る
。

— 

_
_
 |I
I
I
I
I
I
 _
_
_
 1

ーー
1

ー
1
1
1
1
ー
1
_
_
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畜
十
二
号
の
十
―
一
の
二
様
式
（
別
添
⑧
）
挿
入
―

I
I
I
I
I
I
I
I
I
I
I

ー
ー

1
1
1
9
1
1
1
1
1

ー

1

ー

1

—

第
十
二
号
の
十
五
様
式
の
次
に
次
の
一
様
式
を
加

xる。

蓄

廿

―

酎

屑

周

「

圏

叫

詞

鬱

）

I

_
ー

ロ

I

I

 

_
_
_
 1

ーー
1

1

l

_

|

1

ー

1

1

第
十
六
号
の
四
様
式
の
次
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る
。

ーー
1

ー
1
1
1
1
1
ー
1
_
1
ー
1
1
1
1
1
1
1
ー
1
ー
1

_

薄
汁
六
濁
四
愕
―
」
牒
ほ
ー
に
剖
隠
心
ー
挿
入
一

第
十
六
号
の
十
一
＿
一
様
式
の
備
考
の
表
中
ー
一

坪
翠
皿
―
]
塗
°
a
;
1
2
~
0
)

2
 0
)
 7
 ffi 
1
 JJ!ffi 2
 ~
(
:
:
:
j

蘊
-
f心
占
S

許
苺
翌
瀕
1
2
~
0
)2 0
)
 7
 ffi 
1
涵
瀕
2
叩
百
蕊
H”

が
西

S

匹

翠

舜

一

一

を

「

一

匹

翠

舜

三

」

に

改

め

る

。

第
十
六
号
の
三
十
の
二
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

ー
ー
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ーー
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ー
1
_
1
1
1
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l
l
_
_
_
_
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蓄
十
六
号
の
三
十
の
二
様
式
（
別
添
⑪
）
挿
ふ

_

1

1

1

ー
1
ー
1
|
1
ーー
1

1

1

|

_

_

_

 |
 

第
十
六
号
の
四
十
三
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。
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｛
第
十
六
号
の
四
十
三
様
式
（
別
添
⑫
）
挿
ふ

第
十
七
号
様
式
別
表
記
載
要
領
10
回

中

「

且

喜

喜

塁

（

喜

塁

雪

肩

喜

悶

喜

喜

廻

言
ぐ
｀
5
。（
r
/

）K
り
知
5
-
Y
4
バ
国
U
。
)
」
を
「
、
翌
醤
符
渓
論
（
可
藷
翌
1
冷
濾
1
4
J
J
H
蘊
滞
迅
が
書
―
l

茶

滞

想

累

ぐ
戸
冒
u
口
斗
9
さ

↑

嵐

鸞

喜

寮

囃

古

翌

塁

ぷ

豆

ぃ

喜

昌

墨

翌

喜

讐

攀

胃

琴

悶

昌

詈

誓

5

益

豆

喜

悶

塁

喜

言

旦

喜

詈

喜

2

装
2

胃

喜

悶

詈

―

奪

喜

鸞

喜

。

(

]

言

竺二
t
画
戸
）

X
｝
竺
弐
遷
喜
j

乖
室
雙
中
（
互
冷
演
1
0
恙
K
3
幽
浣
叫
が
盆
令
そ
写
＂
g
＿
j

雫
室
婢
牟
函
ぐ
ふ
。
（
＞
）
丙
紐
3

ぐ
Y
t

回

U
。
)
」
に
改
め
、
同
表
記
載
要
領
10
バ
中
員
江
盆
涅
苓
袖
要
翌
を
一
、
盆
BIJt,¥,
淡
遥
論
因
｝
吐
盆
室
苓
涅
講
室

埒
f

竺
に
改
め
る
。

第
十
八
号
様
式
記
載
要
領
2
中
「
丑
豆
芸
阿
堂
」
の
次
に
「
、
賑
苺
津
汀
毀
芹
竺
器
芽
涵
恙
毀
」
を
加
え
る
。

第
十
九
号
様
式
及
び
同
様
式
記
載
要
領
1

中
「
瀕
3
2
1
~
0
)
7
 0)13ffi 1
 :
r
f
!

」
を
「
瀕
4
4
~
0
)2,
 ffi321~0) 

7
 

s
1
3
瀕
1
益
淀

t
遺
翌
サ
涸
涵
茫

g
洪
迦
却
芽
涸
漆
翠
丘
茫
百
涯
叫
が
蒋
皿
瀕
1
0
冷
」
に
改
め
る
。

第
二
十
二
号
の
四
様
式
の
次
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る
。

畜
二
十
―
一
号
の
四
の
一
一
様
式
（
別
添
⑬
）
挿
ふ

第
三
十
三
号
の
四
様
式
記
載
要
領
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

直

汗

畠

信

四

遵

麿

漱

要

瀕

ー
1
ー
（
測
鷺
虚
ー
ー
譴
凶

第
三
十
三
号
の
四
の
二
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

圏
犀
に
喜
悶
雇
隅
—
ー
（
鷹
詈
’
ー
—
挿
凶

第
三
十
三
号
の
五
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

圏
出
'
〗
[
嘉
国
唱
：
I
I（
閻
雷
〗1
1閲
囚

第
三
十
四
号
様
式
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

I

l

 

_

_

 1

1

1

ー

1
ー

1

_

｛
第
三
十
四
号
様
式
（
別
添
⑰
）
挿
ふ

_
_
_
_
 
|
1
1
1

ー
ー
ー
ー

1
_
|
|
1
1
1
1

ー

'
~
~
.
!
i
‘

第
三
十
四
号
の
二
の
五
様
式
の
次
に
次
の
一
様
式
を
加
え
る

阿
刊
回
野
ー
仇
コ
び
ー
丘
空
「
様
却
ー
1
ー
（
別
ー
謳
⑱
「
I
ー
掴
ぶ

ーー

l
_

_

_

_

_

 1

1

1

ー

ー

ー

ー

ー

1
1
1

『

f

第
四
十
四
号
様
式
別
表
二
記
載
要
領
1
L

詞

S

3
2
~
0
)
4
」
を
加
え
る
。
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4
 ：
五
項
の
表
政
令
附
則
第
十
二
条
第
四
十
七
項
第
一
号
ハ
の
項
中
「
附
則
第
十
二
条
第
四
十
七
項

第
一
号
ハ
」
を
「
附
則
第
十
二
条
第
五
十
項
第
一
号
ハ
」
に
改
め
、
同
表
政
令
附
則
第
十
―
一
条
第
四
十
七
項
第
二
号

゜
2
 
ロ
の
項
中
「
附
則
第
十
二
条
第
四
十
七
項
第
二
号
口
」
を
「
附
則
第
十
二
条
第
五
十
項
第
二
号
口
」
に
改
め
、
同
表

政
令
附
則
第
十
二
条
第
四
十
七
項
第
二
号
ハ
の
項
中
「
附
則
第
十
二
条
第
四
十
七
項
第
二
号
ハ
」
を
「
附
則
第
十
二

条
第
五
十
項
第
二
号
ハ
]
に
改
め
、
同
表
政
令
附
則
第
十
二
条
第
四
十
八
項
第
一
号
八
の
項
中
「
附
則
第
十
二
条
第

一
四
十
八
項
第
一
号
ハ
を
「
附
則
第
十
二
条
第
五
十
一
項
第
一
号
ハ
」
に
改
め
、
同
表
政
令
附
則
第
十
二
条
第
四
十

巫
八
項
第
二
号
口
の
項
中
「
附
則
第
十
二
条
第
四
十
八
項
第
二
号
口
」
を
「
附
則
第
十
二
条
第
五
十
一
項
第
一
一
号
口
」

剛一峠い第疇喜鱈噂
□日
[
[
[
[
-
□
い
[
[
十
戸
汀
[
`
口
旦
ビ
―

項
と
し
、
第
十
三
項
を
第
十
七
項
と
し
、
第
十
二
項
の
次
に
次
の
四
項
を
加
え
る
。

5
 

13

政
令
附
則
第
十
二
条
第
四
十
八
項
第
二
号
イ
に
規
定
す
る
マ
ン
シ
ョ
ン
の
修
繕
に
関
す
る
長
期
の
計
画
で
総
務

2
 

省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
マ
ン
シ
ョ
ン
の
管
理
の
適
正
化
の
推
進
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
十
三
年
国
十
一

第

交
通
省
令
第
百
十
号
）
第
一
条
の
二
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
長
期
修
繕
計
画
と
す
る
。

特

14

政
令
附
則
第
十
二
条
第
四
十
八
項
第
二
号
口
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
部
分
は
、
前
項
に
規
定
す
る
長

外号（
期
修
繕
計
画
に
基
づ
き
算
定
さ
れ
た
修
繕
積
立
金
の
額
に
係
る
部
分
と
す
る
。

15

法
附
則
第
十
五
条
の
九
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
物
の
外
壁
に
つ
い
て
行
う
修
繕
又
は
模
様

替
を
含
む
大
規
模
な
工
事
で
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
国
土
交
通
大
臣
が
総
務
大
臣
と
協
議
し
て
定
め
る
エ

事
と
す
る
。

161
法
附
則
第
十
五
条
の
九
の
三
第
二
項
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
と
ず
刻

1
]

一
法
附
則
第
十
五
条
の
九
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
工
事
が
行
わ
れ
た
旨
を
証
す
る
国
土
交
通
大
臣
が
総
務
大

臣
と
協
議
し
て
定
め
る
書
類

ニ
政
令
附
則
第
十
二
条
第
四
十
八
項
第
一
号
イ
に
該
当
す
る
旨
を
証
す
る
国
土
交
通
大
臣
が
総
務
大
臣
と
協
議

し
て
定
め
る
書
類

―
―
―
政
令
附
則
第
十
二
条
第
四
十
八
項
第
一
号
口
に
該
当
す
る
旨
を
証
す
る
書
類

四
次
に
掲
げ
る
マ
ン
シ
ョ
ン
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
書
類

イ
マ
ン
シ
ョ
ン
の
管
理
の
適
正
化
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
二
年
法
律
第
百
四
十
九
号
）
第
五
条
の

二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
助
言
又
は
指
導
を
受
け
た
同
項
に
規
定
す
る
管
理
組
合
の
管
理
者
等
に
係
る
マ
ン

シ
ョ
ン
政
令
附
則
第
十
二
条
第
四
十
八
項
第
二
号
イ
に
定
め
る
要
件
に
該
当
す
る
旨
を
証
す
る
国
土
交
通

大
臣
が
総
務
大
臣
と
協
議
し
て
定
め
る
書
類

ロ
マ
ン
シ
ョ
ン
の
管
理
の
適
正
化
の
推
進
に
関
す
る
法
律
第
五
条
の
八
に
規
定
す
る
管
理
計
画
認
定
マ
ン

シ
ョ
ン
マ
ン
シ
ョ
ン
の
管
理
の
適
正
化
の
推
進
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
一
条
の
六
又
は
第
一
条
の
十

一
に
規
定
す
る
通
知
書
の
写
し
及
び
政
令
附
則
第
十
二
条
第
四
十
八
項
第
二
号
口
に
定
め
る
要
件
に
該
当
す

る
旨
を
証
す
る
国
土
交
通
大
臣
が
総
務
大
臣
と
協
議
し
て
定
め
る
書
類

五
前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
市
町
村
長
が
必
要
と
認
め
る
書
類

附
則
第
七
条
の
三
第
四
項
第
一
号
中
「
こ
の
項
か
ら
第
九
項
ま
で
」
を
「
こ
の
条
」
に
改
め
、
同
条
第
五
項
の
表

第
一
号
中
「
令
和
三
年
度
又
は
令
和
四
年
度
」
を
「
令
和
五
年
度
又
は
令
和
六
年
度
」
に
改
め
、
同
表
第
二
号
中
「
令

和
―
―
一
年
度
又
は
令
和
四
年
度
」
を
「
令
和
五
年
度
又
は
令
和
六
年
度
]
に
‘
「
中
苔
3

封
澤

X
江
今
苔
4

刊
薙
」
を
「
今

苔
5

将
海

X
群
命
苔
6

控
海
」
に
、
「

"sJjnロ
」
を
「
国
頴
口
」
に
改
め
、
同
表
第
三
号
中
「
中
苔
3

将
澤

X
}舛
令

苔
4
住
海
」
を
「
今
苔
5

令
涛

X
}
i
⇒苔
6

柱
涌
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
中
「
令
和
三
年
度
又
は
令
和
四
年
度
」

を
「
令
和
五
年
度
又
は
令
和
六
年
度
」
に
改
め
、
同
条
第
十
一
項
中
「
附
則
第
十
―
一
条
の
四
第
十
八
項
」
を
「
附
則

第
十
二
条
の
四
第
十
五
項
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
中
「
又
は
政
令
附
則
第
十
二
条
の
四
第
十
五
項
第
一
号
に
規
定

す
る
被
災
償
却
資
産
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
被
災
償
却
資
産
」
と
い
う
。
）
」
、
「
又
は
被
災
償
却
資
産
」
、
「
又
は
第

十
一
項
」
及
び
一
又
は
償
却
資
産
」
を
削
り
、
「
代
替
家
屋
等
」
を
「
代
替
家
屋
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
中
「
又
は

被
災
償
却
資
産
一
を
削
り
、
「
代
替
家
屋
等
」
を
「
代
替
家
屋
」
に
改
め
、
同
項
第
三
号
中
「
又
は
同
条
第
十
五
項
第

二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
者
l

、
「
又
は
第
十
一
項
」
、
「
政
令
附
則
第
十
二
条
の
四
第
十
一
項
第
一
一
号
か
ら
第
四

号
ま
で
又
は
同
条
第
十
五
項
第
三
号
若
し
く
は
第
四
号
に
掲
げ
る
者
に
あ
っ
て
は
」
及
び
「
、
同
条
第
十
五
項
第
二

号
に
掲
げ
る
者
に
あ
っ
て
は
被
災
償
却
資
産
に
係
る
売
買
契
約
書
」
を
削
る
。

令和 5年 3月31日 金曜日 官 報

附
則
第
七
条
の
四
第
四
項
第
一
号
中
「
こ
の
項
か
ら
第
九
項
ま
で
」
を
「
こ
の
条
」
に
改
め
、
同
条
第
五
項
の
表

第
一
号
中
「
令
和
三
年
度
又
は
令
和
四
年
度
」
を
「
令
和
五
年
度
又
は
令
和
六
年
度
」
に
改
め
、
同
表
第
二
号
中
「
令

和
三
年
度
又
は
令
和
四
年
度
」
を
「
令
和
五
年
度
又
は
令
和
六
年
度
」
に
、
「
今
洲
＝
3

控
澤

X
-吐
窃
古
4

住
涛
」
を
「
命

苔
5

将
澤

X
}
i翠
＝
6

打
溌
」
に
、
「
日

sJlu
ロ
」
を
「
画
珈
口
」
に
改
め
、
同
表
第
三
号
中
「
命
苔
3

弁
濁

X
江
今

苔
4

含
海
」
を
「
中
苔
5

含
海

X
}吐
菜
＝
6

告
海
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
中
「
令
和
三
年
度
又
は
令
和
四
年
度
」

を
「
令
和
五
年
度
又
は
令
和
六
年
度
」
に
改
め
、
同
条
に
次
の
二
項
を
加
え
る
。

10

政
令
附
則
第
十
二
条
の
五
第
十
三
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
、
同
項
中
被
災
家
屋
（
同
条
第
十
一
項
第
一
号

に
規
定
す
る
被
災
家
屋
を
い
う
。
次
項
第
一
号
及
び
第
二
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
区
分
所
有
に
係
る
家
屋
で
あ
る

も
の
又
は
同
条
第
十
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
区
分
所
有
に
係
る
特
例
適
用
家
屋
の
専
有
部
分
の
床
面
積
の
算
定
に

関
し
て
は
、
こ
れ
ら
の
家
屋
に
共
用
部
分
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
部
分
の
床
面
積
を
こ
れ
を
共
用
し
て
い
た
又

は
共
用
す
べ
き
各
区
分
所
有
者
の
専
有
部
分
の
床
面
積
の
割
合
に
よ
り
配
分
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
各
区
分
所
有
者

の
専
有
部
分
の
床
面
積
に
算
入
す
る
も
の
と
す
る
。

11

政
令
附
則
第
十
二
条
の
五
第
十
八
項
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
と
す
る
。

一
被
災
家
屋
又
は
政
令
附
則
第
十
―
一
条
の
五
第
十
五
項
第
一
号
に
規
定
す
る
被
災
償
却
資
産
（
以
下
こ
の
項
に

お
い
て
「
被
災
償
却
資
産
」
と
い
う
。
）
を
所
有
し
て
い
た
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
又
は
本
店
若
し
く
は

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
、
被
災
家
屋
又
は
被
災
償
却
資
産
に
代
わ
る
も
の
と
し
て
法
附
則
第
十
六
条
の
三
第

十
項
又
は
第
十
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
家
屋
又
は
償
却
資
産
（
以
下
こ
の
号
及
び
次
号
に
お

い
て
「
代
替
家
屋
等
」
と
い
う
。
）
の
所
有
者
の
氏
名
又
は
名
称
、
住
所
又
は
本
店
若
し
く
は
主
た
る
事
務
所
の

所
在
地
及
び
個
人
番
号
又
は
法
人
番
号
（
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用

等
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
十
五
項
に
規
定
す
る
法
人
番
号
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
（
個
人

番
号
又
は
法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
、
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
又
は
本
店
若
し
く
は
主
た
る
事

務
所
の
所
在
地
）
並
び
に
当
該
被
災
家
屋
又
は
被
災
償
却
資
産
及
び
当
該
代
替
家
屋
等
の
所
在
地
を
記
載
し
た

書
類
並
び
に
当
該
被
災
家
屋
又
は
被
災
償
却
資
産
が
平
成
一
二
十
年
七
月
豪
雨
に
よ
り
被
害
を
受
け
た
こ
と
に
つ

い
て
当
該
被
災
家
屋
又
は
被
災
償
却
資
産
の
所
在
地
の
市
町
村
長
が
証
す
る
書
類
そ
の
他
の
当
該
被
災
家
屋
又

は
被
災
償
却
資
産
が
平
成
―
―
―
十
年
七
月
豪
雨
に
よ
り
滅
失
し
、
又
は
損
壊
し
た
旨
を
証
す
る
書
類

―
―
被
災
家
屋
又
は
被
災
償
却
資
産
が
平
成
一
二
十
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
係
る
固
定
資
産
課
税
台
帳
に
登
録
さ

れ
て
い
た
旨
を
証
す
る
書
類
そ
の
他
の
被
災
家
屋
又
は
被
災
償
却
資
産
が
存
し
た
こ
と
を
証
す
る
書
類
及
び
代

替
家
屋
等
の
詳
細
を
明
ら
か
に
す
る
書
類

三
政
令
附
則
第
十
二
条
の
五
第
十
一
項
第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
者
又
は
同
条
第
十
五
項
第
二
号
か

ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
者
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
相
続
人
等
」
と
い
う
。
）
が
法
附
則
第
十
六
条
の
三
第

十
項
又
は
第
十
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
は
、
前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
政
令

附
則
第
十
二
条
の
五
第
十
一
項
第
一
＿
号
か
ら
第
四
号
ま
で
又
は
同
条
第
十
五
項
第
三
号
若
し
く
は
第
四
号
に
掲

げ
る
者
に
あ
っ
て
は
戸
籍
の
謄
本
又
は
法
人
に
係
る
登
記
事
項
証
明
書
、
同
項
第
一
―
号
に
掲
げ
る
者
に
あ
っ
て

は
被
災
債
却
資
産
に
係
る
売
買
契
約
書
そ
の
他
の
そ
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が
相
続
人
等
に
該
当
す
る

旨
を
証
す
る
書
類

附
則
第
七
条
の
四
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
政
令
附
則
第
十
二
条
の
六
第
四
項
第
一
号
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
面
積
等
）

第
七
条
の
五
政
令
附
則
第
十
―
一
条
の
六
第
四
項
第
一
号
イ
に
規
定
す
る
総
務
省
令
で
定
め
る
面
積
は
、
同
号
イ
に

規
定
す
る
従
前
所
有
者
等
（
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
「
従
前
所
有
者
等
」
と
い
う
。
）
が
令
和
二
年
七
月

二
日
に
お
い
て
共
有
持
分
を
有
し
て
い
た
法
附
則
第
十
六
条
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
被
災
住
宅
用
地
（
以
下
こ

の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
「
被
災
住
宅
用
地
」
と
い
う
。
）
の
全
部
又
は
一
部
に
係
る
当
該
共
有
持
分
の
割
合
に
応

ず
る
被
災
住
宅
用
地
の
面
積
の
う
ち
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
面
積
と

す
る
。
一
政
令
附
則
第
十
二
条
の
六
第
三
項
第
一
＿
一
号
か
ら
第
五
号
ま
で
の
規
定
に
よ
り
同
条
第
四
項
第
一
号
イ
に
規
定

す
る
相
続
人
等
（
次
号
及
び
次
項
に
お
い
て
「
相
続
人
等
」
と
い
う
。
）
が
従
前
所
有
者
等
か
ら
被
災
住
宅
用
地

の
一
部
又
は
被
災
住
宅
用
地
の
全
部
若
し
く
は
一
部
に
係
る
共
有
持
分
（
次
号
に
お
い
て
「
被
災
住
宅
用
地
の

一
部
等
」
と
い
う
。
）
を
取
得
し
た
場
合
そ
の
取
得
し
た
当
該
被
災
住
宅
用
地
の
一
部
の
面
積
又
は
そ
の
取
得

し
た
当
該
被
災
住
宅
用
地
の
全
部
若
し
く
は
一
部
に
係
る
共
有
持
分
の
割
合
に
応
ず
る
被
災
住
宅
用
地
の
面
積
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I

i

地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
五
年
法
律
第
一
号
）
及
び
地
方
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政

令
（
令
和
五
年
政
令
第
百
三
十
二
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
一
＿
百
二
十
六
号
）
、

地
方
揮
発
油
譲
与
税
法
（
昭
和
―
―
―
十
年
法
律
第
百
十
一
＿
一
号
）
、
自
動
車
重
量
譲
与
税
法
（
昭
和
四
十
六
年
法
律
第
九
十

号
）
、
地
方
税
法
施
行
令
（
昭
和
―
―
十
五
年
政
令
第
二
百
四
十
五
号
）
及
び
森
林
環
境
税
及
び
森
林
環
境
譲
与
税
に
関

す
る
法
律
施
行
令
（
令
和
四
年
政
令
第
三
百
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
地
方
税
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

総

務

大

臣

松

本

剛

明

i

:

・

-

令
和
五
年
三
月
三
十
一
日

地
方
税
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
地
方
税
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

は
＊
地
方
税
法
施
行
規
則

g
叩
和
二
十
九
年
総
理
厨
匹
令
第
一
＿
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
直
げ
渇
い
，
i
i
]

第
一
条
の
七
第
十
七
号
中
「
第
五
項
」
を
「
第
四
項
」
に
改
め
、
「
第
七
十
二
条
の
二
十
八
第
二
項
]
の
下
に
「
又

は
第
七
十
―
一
条
の
二
十
九
第
二
項
」
を
、
「
含
む
。
）
」
の
下
に
「
又
は
第
五
項
（
法
第
七
十
―
一
条
の
二
十
八
第
二
項
又

は
第
七
十
―
一
条
の
二
十
九
第
一
＿
項
若
し
く
は
第
六
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
」
を
加
え
る
。

第
一
条
の
十
六
第
一
項
中
「
第
三
項
及
び
第
四
項
並
び
に
」
を
「
以
下
こ
の
条
及
び
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中

「
提
出
し
た
都
道
府
県
等
」
の
下
に
「
及
び
法
第
三
十
七
条
の
―
一
第
六
項
及
び
第
三
百
十
四
条
の
七
第
六
項
の
規
定

に
よ
り
指
定
を
取
り
消
さ
れ
た
都
道
府
県
等
l

を
加
え
、
同
条
第
四
項
中
「
前
項
」
を
「
前
―
―
項
」
に
改
め
、
同
項

を
同
条
第
五
項
と
し
、
同
条
第
三
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

4

法
第
三
十
七
条
の
二
第
六
項
及
び
第
三
百
十
四
条
の
七
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
指
定
を
取
り
消
さ
れ
た
都
道
府

県
等
（
既
に
こ
の
項
の
規
定
に
よ
り
申
出
書
等
を
提
出
し
た
都
道
府
県
等
を
除
く
。
）
は
、
第
一
項
の
規
定
に
か
か

わ
ら
ず
、
当
該
取
消
し
の
日
か
ら
起
算
し
て
二
年
を
経
過
す
る
日
の
属
す
る
月
の
初
日
か
ら
末
日
ま
で
の
間
に
、

申
出
書
等
を
総
務
大
臣
に
（
市
町
村
又
は
特
別
区
に
あ
つ
て
は
、
都
道
府
県
知
事
を
経
由
し
て
総
務
大
臣
に
）
提

出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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8

平
成
―
―
十
五
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
問
に
新
た
に
取
得
さ
れ
た
旧
法
附
則
第
十
五
条
第
十
八
条
七
年
新
法
の
規
定
中
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
関
す
る
部
分
は
、
四
号
施
行
日
以
後
に
取
得
さ
れ
た

第
二
十
七
項
に
規
定
す
る
鉄
道
施
設
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
三
輪
以
上
の
軽
自
動
車
に
対
し
て
課
す
べ
き
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
適
用
し
、
四
号
施
行
日
前
に
取

9

平
成
―
―
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
受
け
た
旧
法
附
則
第
十
五
条
第
一
二
十
三
項
得
さ
れ
た
三
輪
以
上
の
軽
自
動
車
に
対
し
て
課
す
る
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に

に
規
定
す
る
政
府
の
補
助
に
係
る
同
項
に
規
定
す
る
特
定
事
業
所
内
保
育
施
設
の
用
に
供
す
る
固
定
資
産
に
対
し
て
よ
る
。

課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

2

四
号
施
行
日
以
後
に
お
け
る
前
条
第
四
項
及
び
第
五
項
の
規
定
の
道
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
四
項
中
「
地
方
税

10

令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
取
得
（
共
有
持
分
の
取
得
を
含
む
。
）
又
は
改
良
法
第
四
百
四
十
六
条
第
四
項
]
と
あ
る
の
は
「
附
則
第
一
条
第
四
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
地
方
税
法
（
次

が
行
わ
れ
た

18法
附
則
第
十
六
条
の
二
第
十
一
項
に
規
定
す
る
償
却
資
産
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
項
に
お
い
て
「
七
年
新
法
j

と
い
う
。
）
第
四
百
四
十
六
条
第
四
項
l

と
、
「
新
法
第
四
百
四
十
六
条
第
一
項
」
と
あ
る

は

、

な

お

従

前

の

例

に

よ

る

。

の

は

「

同

条

第

一

項

」

と

、

同

条

第

五

項

中

「

地

方

税

法

第

四

百

五

十

一

条

第

六

項

」

と

あ

る

の

は

「

七

年

新

法

第

11

施
行
日
か
ら
附
則
第
一
条
第
九
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
の
前
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
新
法
附
則
第
十
七
条
四
百
五
十
一
条
第
六
項
」
と
、
「
新
法
第
四
百
五
十
一
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
同
条
第
一
項
」
と
す
る
。

の
二
第
五
項
の
表
附
則
第
十
五
条
第
九
項
、
第
十
六
項
、
第
十
九
項
、
第
一
―
-
+
―
項
か
ら
第
一
二
十
五
項
ま
で
、
第
三
（
市
町
村
た
ば
こ
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

十
八
項
、
第
三
十
九
項
、
第
四
十
三
項
及
び
第
四
十
六
項
、
第
十
五
条
の
二
第
二
項
並
び
に
第
十
五
条
の
三
の
項
及
第
十
九
条
新
法
第
四
百
八
十
三
条
第
二
項
か
ら
第
八
項
ま
で
及
び
第
四
百
八
十
四
条
第
三
項
の
規
定
は
、
一
号
施
行

び
新
法
附
則
第
十
七
条
の
二
第
六
項
の
表
附
則
第
十
五
条
第
九
項
、
第
十
六
項
、
第
十
九
項
、
第
三
十
一
項
か
ら
第
日
以
後
に
地
方
税
法
第
四
百
八
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
申
告
書
の
提
出
期
限
が
到
来
す
る
市
町
村
た
ば
こ
税
に
つ

―
―
―
十
五
項
ま
で
、
第
三
十
八
項
、
第
一
―
―
十
九
項
、
第
四
十
三
項
及
び
第
四
十
六
項
、
第
十
五
条
の
二
第
一
一
項
並
び
に
い
て
適
用
し
、
一
号
施
行
日
前
に
当
該
提
出
期
限
が
到
来
し
た
市
町
村
た
ば
こ
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に

第
十
五
条
の
三
の
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
中
「
、
第
四
十
＿
―
-
項
及
び
第
四
十
六
項
」
と
あ
よ
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
一
号
施
行
日
前
に
当
該
提
出
期
限
が
到
来
し
た
市
町
村
た
ば
こ
税
に
係
る
旧
法
第
四

る

の

は

、

「

及

び

第

四

十

一

二

項

」

と

す

る

。

百

八

十

三

条

の

不

申

告

加

算

金

（

同

条

第

五

項

の

規

定

の

適

用

が

あ

る

も

の

を

除

く

。

）

又

は

旧

法

第

四

百

八

十

四

条

（
軽
自
動
車
税
に
関
す
る
経
過
措
置
「

第
十
七
条
別
段
の
定
め
が
あ
る
も
の
を
誓
、
新
法
の
規
定
中
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
関
す
る
部
分
は
、
施
一
規
定
す
る
特
定
不
申
告
加
算
金
等
と
み
な
す
。

行
日
以
後
に
取
得
さ
れ
た
一
二
輪
以
上
の
軽
自
動
車
に
対
し
て
課
す
べ
き
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
適
用
（
鉱
産
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

し
、
施
行
日
前
に
取
得
さ
れ
た
三
輪
以
上
の
軽
自
動
車
に
対
し
て
課
す
る
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
は
、
第
二
十
条
新
法
第
五
百
―
―
―
十
六
条
第
二
項
か
ら
第
八
項
ま
で
及
び
第
五
百
三
十
七
条
第
三
項
の
規
定
は
、
一
号
施
行

ー
日
以
後
に
申
告
書
の
提
出
期
限
が
到
来
す
る
鉱
産
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
一
号
施
行
日
前
に
当
該
提
出
期
限
が
到
来

2

新
法
第
阻
白
四
十
五
条
第
一
二
項
の
規
定
中
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
関
す
る
部
分
は
、
七
号
施
行
日
以
後
に
＂
し
た
鉱
産
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
一
号
施
行
日
前
に
当
該
提
出
期
限
が

取
得
さ
れ
た
三
輪
以
上
の
軽
自
動
車
に
対
し
て
課
す
べ
き
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
適
用
し
、
同
項
の
到
来
し
た
鉱
産
税
に
係
る
旧
法
第
五
百
―
―
―
十
六
条
の
不
申
告
加
算
金
（
同
条
第
五
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
も
の
を

規
定
中
軽
自
動
車
税
の
種
別
割
に
関
す
る
部
分
は
、
七
号
施
行
日
の
属
す
る
年
度
の
翌
年
度
（
七
号
施
行

H
が
四
月
除
く
。
）
又
は
旧
法
第
五
百
―
―
―
十
七
条
の
重
加
算
金
（
同
条
第
二
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
は
、
新
法

一
日
で
あ
る
場
合
に
は
、
七
号
施
行
日
の
属
す
る
年
度
）
以
後
の
年
度
分
の
軽
自
動
車
税
の
種
別
割
に
つ
い
て
適
用
第
五
百
三
十
六
条
第
五
項
第
二
号
に
規
定
す
る
特
定
不
申
告
加
算
金
等
と
み
な
す
。

す

る

。

（

特

別

土

地

保

有

税

に

関

す

る

経

過

措

置

）

3

新
法
第
四
百
四
十
六
条
、
第
四
百
五
十
一
条
及
び
附
則
第
二
十
九
条
の
九
の
規
定
は
、
一
号
施
行
日
以
後
に
取
得
第
二
十
一
条
新
法
第
六
百
九
条
第
一
＿
項
か
ら
第
八
項
ま
で
及
び
第
六
百
十
条
第
一
二
項
の
規
定
は
、
一
号
施
行
日
以
後

さ
れ
た
三
輪
以
上
の
軽
自
動
車
に
対
し
て
課
す
べ
き
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
適
用
し
、
一
号
施
行
日
に
地
方
税
法
第
六
百
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
申
告
書
の
提
出
期
限
が
到
来
す
る
特
別
土
地
保
有
税
に
つ
い
て
適
用

前
に
取
得
さ
れ
た
三
輪
以
上
の
軽
自
動
車
に
対
し
て
課
す
る
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
し
、
一
号
施
行
日
前
に
当
該
提
出
期
限
が
到
来
し
た
特
別
土
地
保
有
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
こ

の

例

に

よ

る

。

の

場

合

に

お

い

て

、

一

号

施

行

日

前

に

当

該

提

出

期

限

が

到

来

し

た

特

別

土

地

保

有

税

に

係

る

旧

法

第

六

百

九

条

の

4

施
行
日
以
後
最
初
に
行
う
地
方
税
法
第
四
百
四
十
六
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
見
直
し
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
不
申
告
加
算
金
（
同
条
第
五
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
も
の
を
除
く
。
）
又
は
旧
法
第
六
百
十
条
の
重
加
算
金
（
同
条

わ
ら
ず
、
令
和
八
年
四
月
一
日
以
後
に
新
法
第
四
百
四
十
六
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
第
一
＿
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
は
、
新
法
第
六
百
九
条
第
五
項
第
二
号
に
規
定
す
る
特
定
不
申
告
加

三

輪

以

上

の

軽

自

動

車

の

範

囲

に

つ

い

て

行

う

も

の

と

す

る

。

算

金

等

と

み

な

す

。

5

施
行
日
以
後
最
初
に
行
う
地
方
税
法
第
四
百
五
十
一
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
る
見
直
し
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
（
市
町
村
法
定
外
普
通
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

わ
ら
ず
、
令
和
八
年
四
月
一
日
以
後
に
新
法
第
四
百
五
十
一
条
第
一
項
か
ら
第
五
項
ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
第
二
十
二
条
新
法
第
六
百
八
十
八
条
第
二
項
か
ら
第
八
項
ま
で
及
び
第
六
百
八
十
九
条
第
三
項
の
規
定
は
、
一
号
施

三

輪

以

上

の

軽

自

動

車

の

範

囲

に

つ

い

て

行

う

も

の

と

す

る

。

行

日

以

後

に

地

方

税

法

第

六

百

八

十

六

条

第

一

項

に

規

定

す

る

納

入

申

告

書

の

提

出

期

限

が

到

来

す

る

市

町

村

法

定

6

新
法
第
四
百
六
十
―
―
一
条
の
三
第
二
項
か
ら
第
八
項
ま
で
及
び
第
四
百
六
十
―
―
一
条
の
四
第
三
項
の
規
定
は
、
一
号
施
外
普
通
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
一
号
施
行
日
前
に
当
該
提
出
期
限
が
到
来
し
た
市
町
村
法
定
外
普
通
税
に
つ
い
て
は
、

行
日
以
後
に
地
方
税
法
第
四
百
五
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
申
告
書
の
提
出
期
限
が
到
来
す
る
軽
自
動
車
税
の
環
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
一
号
施
行
日
前
に
当
該
提
出
期
限
が
到
来
し
た
市
町
村
法
定
外
普

境
性
能
割
に
つ
い
て
適
用
し
、
一
号
施
行
日
前
に
当
該
提
出
期
限
が
到
来
し
た
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
通
税
に
係
る
旧
法
第
六
百
八
十
八
条
の
不
申
告
加
算
金
（
同
条
第
五
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
も
の
を
除
く
。
）
又
は

て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
一
号
施
行
日
前
に
当
該
提
出
期
限
が
到
来
し
た
軽
自
動
車
旧
法
第
六
百
八
十
九
条
の
重
加
算
金
（
同
条
第
一
＿
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
は
、
新
法
第
六
百
八
十

税
の
環
境
性
能
割
に
係
る
旧
法
第
四
百
六
十
一
ー
一
条
の
一
―
一
の
不
申
告
加
算
金
（
同
条
第
五
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
も
八
条
第
五
項
第
二
号
に
規
定
す
る
特
定
不
申
告
加
算
金
等
と
み
な
す
。

の
を
除
く
。
）
又
は
旧
法
第
四
百
六
十
三
条
の
四
の
重
加
算
金
（
同
条
第
二
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
（
入
湯
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

は
、
新
法
第
四
百
六
十
三
条
の
三
第
五
項
第
二
号
に
規
定
す
る
特
定
不
申
告
加
算
金
等
と
み
な
す
。
第
二
十
三
条
新
法
第
七
百
一
条
の
十
二
第
二
項
か
ら
第
八
項
ま
で
及
び
第
七
百
一
条
の
十
三
第
三
項
の
規
定
は
、
一

7

新
法
附
則
第
三
十
条
の
規
定
は
、
令
和
五
年
度
以
後
の
年
度
分
の
軽
自
動
車
税
の
種
別
割
に
つ
い
て
適
用
し
、
令
一
号
施
行
日
以
後
に
納
入
申
告
書
の
提
出
期
限
が
到
来
す
る
入
湯
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
一
号
施
行
日
前
に
当
該
提
出

和
四
年
度
分
ま
で
の
軽
自
動
車
税
の
種
別
割
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
期
限
が
到
来
し
た
入
湯
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
一
号
施
行
日
前
に
当
該

8

附
則
第
一
条
第
一
号
に
掲
i
る
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
地
方
税
法
附
則
第
三
十
条
の
一
一
の
規
定
は
、
令
和
六
年
度
提
出
期
限
が
到
来
し
た
入
湯
税
に
係
る
旧
法
第
七
百
一
条
の
十
―
一
の
不
申
告
加
算
金
（
同
条
第
五
項
の
規
定
の
適
用

以
後
の
年
度
分
の
軽
自
動
車
税
の
種
別
割
に
つ
い
て
適
用
し
、
令
和
五
年
度
分
ま
で
の
軽
自
動
車
税
の
種
別
割
に
つ
が
あ
る
も
の
を
除
く
。
）
又
は
旧
法
第
七
百
一
条
の
十
三
の
重
加
算
金
（
同
条
第
二
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
も
の
に

い

て

は

、

な

お

従

前

の

例

に

よ

る

。

限

る

。

）

は

、

新

法

第

七

百

一

条

の

十

二

第

五

項

第

二

号

に

規

定

す

る

特

定

不

申

告

加

算

金

等

と

み

な

す

。
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3

新
法
第
百
四
十
九
条
、
第
百
五
十
七
条
及
び
附
則
第
十
二
条
の
二
の
十
一
の
規
定
は
、
一
号
施
行
日
以
後
に
取
得

さ
れ
た
自
動
車
に
対
し
て
課
す
べ
き
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
適
用
し
、
一
号
施
行
日
前
に
取
得
さ
れ
た

自
動
車
に
対
し
て
課
す
る
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

4

施
行
日
以
後
最
初
に
行
う
地
方
税
法
第
百
四
十
九
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
見
直
し
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ

ら
ず
、
令
和
八
年
四
月
一
日
以
後
に
新
法
第
百
四
十
九
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
自
動

車
の
範
囲
に
つ
い
て
行
う
も
の
と
す
る
。

5

施
行
日
以
後
最
初
に
行
う
地
方
税
法
第
百
五
十
七
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
る
見
直
し
は
、
同
項
の
規
定
に
か
か
わ

ら
ず
、
令
和
八
年
四
月
一
日
以
後
に
新
法
第
百
五
十
七
条
第
一
項
か
ら
第
五
項
ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
自
動

車
の
範
囲
に
つ
い
て
行
う
も
の
と
す
る
。

6

新
法
第
百
七
十
一
条
第
一
＿
項
か
ら
第
八
項
ま
で
及
び
第
百
七
十
二
条
第
三
項
の
規
定
は
、
一
号
施
行
日
以
後
に
地

方
税
法
第
百
六
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
申
告
書
の
提
出
期
限
が
到
来
す
る
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て

適
用
し
、
一
号
施
行
日
前
に
当
該
提
出
期
限
が
到
来
し
た
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例

に
よ
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
一
号
施
行
日
前
に
当
該
提
出
期
限
が
到
来
し
た
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
係
る

旧
法
第
百
七
十
一
条
の
不
申
告
加
算
金
（
同
条
第
五
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
も
の
を
除
く
。
）
又
は
旧
法
第
百
七
十

二
条
の
重
加
算
金
（
同
条
第
一
＿
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
は
、
新
法
第
百
七
十
一
条
第
五
項
第
二
号

に
規
定
す
る
特
定
不
申
告
加
算
金
等
と
み
な
す
。

7

新
法
附
則
第
十
二
条
の
一
―
一
の
規
定
は
、
令
和
五
年
度
以
後
の
年
度
分
の
自
動
車
税
の
種
別
割
に
つ
い
て
適
用
し
、

令
和
四
年
度
分
ま
で
の
自
動
車
税
の
種
別
割
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

8

附
則
第
一
条
第
一
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
地
方
税
法
附
則
第
十
二
条
の
五
の
規
定
は
、
令
和
五
年
度

分
の
一
号
施
行
日
以
後
に
納
税
義
務
が
発
生
し
た
者
に
課
す
る
自
動
車
税
の
種
別
割
及
び
令
和
六
年
度
以
後
の
年
度

分
の
自
動
車
税
の
種
別
割
に
つ
い
て
適
用
し
、
令
和
五
年
度
分
ま
で
の
一
号
施
行
日
前
に
納
税
義
務
が
発
生
し
た
者

に
課
す
る
自
動
車
税
の
種
別
割
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

第
十
二
条
附
則
第
一
条
第
四
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
地
方
税
法
（
附
則
第
十
八
条
第
一
項
に
お
い
て
「
七

年
新
法
」
と
い
う
。
）
の
規
定
中
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
関
す
る
部
分
は
、
同
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
（
以

下
こ
の
条
及
び
附
則
第
十
八
条
に
お
い
て
「
四
号
施
行
日
」
と
い
う
。
）
以
後
に
取
得
さ
れ
た
自
動
車
に
対
し
て
課
す

べ
き
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
適
用
し
、
四
号
施
行
日
前
に
取
得
さ
れ
た
自
動
車
に
対
し
て
課
す
る
自
動

車
税
の
環
境
性
能
割
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

2

四
号
施
行
日
以
後
に
お
け
る
前
条
第
四
項
及
び
第
五
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
四
項
中
「
地
方
税

法
第
百
四
十
九
条
第
四
項
」
と
あ
る
の
は
「
附
則
第
一
条
第
四
号
に
掲
げ
る
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
地
方
税
法
（
次

項
に
お
い
て
「
七
年
新
法
」
と
い
う
。
）
第
百
四
十
九
条
第
五
項
」
と
、
「
新
法
第
百
四
十
九
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま

で
」
と
あ
る
の
は
「
同
条
第
一
項
か
ら
第
四
項
ま
で
」
と
、
同
条
第
五
項
中
「
地
方
税
法
第
百
五
十
七
条
第
六
項
」

と
あ
る
の
は
「
七
年
新
法
第
百
五
十
七
条
第
七
項
」
と
、
「
新
法
第
百
五
十
七
条
第
一
項
か
ら
第
五
項
ま
で
」
と
あ
る

の
は
「
同
条
第
一
項
か
ら
第
六
項
ま
で
」
と
す
る
。

（
道
府
県
法
定
外
普
通
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
十
三
条
新
法
第
二
百
七
十
八
条
第
二
項
か
ら
第
八
項
ま
で
及
び
第
二
百
七
十
九
条
第
一
二
項
の
規
定
は
、
一
号
施
行

日
以
後
に
地
方
税
法
第
二
百
七
十
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
納
入
申
告
書
の
提
出
期
限
が
到
来
す
る
道
府
県
法
定
外

普
通
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
一
号
施
行
日
前
に
当
該
提
出
期
限
が
到
来
し
た
道
府
県
法
定
外
普
通
税
に
つ
い
て
は
、

な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
一
号
施
行
日
前
に
当
該
提
出
期
限
が
到
来
し
た
道
府
県
法
定
外
普

通
税
に
係
る
旧
法
第
二
百
七
十
八
条
の
不
申
告
加
算
金
（
同
条
第
五
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
も
の
を
除
く
。
）
又
は

旧
法
第
二
百
七
十
九
条
の
重
加
算
金
（
同
条
第
二
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
は
、
新
法
第
二
百
七
十

八
条
第
五
項
第
二
号
に
規
定
す
る
特
定
不
申
告
加
算
金
等
と
み
な
す
。

（
市
町
村
民
税
に
関
す
る
経
過
措
殴
）

第
十
四
条
新
法
第
三
百
十
四
条
の
規
定
は
、
施
行
日
以
後
に
発
生
す
る
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
非
常
災
害
に

つ
い
て
適
用
す
る
。

2

施
行
日
か
ら
令
和
六
年
＝
一
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
効
力
を
生
ず
る
新
法
第
三
百
十
四
条
の
七
第
二
項
の
規
定
に

よ
る
指
定
に
係
る
同
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
第
四
号
中
「
こ
の
項
の
規
定
に
よ
り
受
け
よ
う
と
す
る

指
定
の
効
力
を
生
ず
る
日
前
一
年
以
内
j

と
あ
る
の
は
、
「
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
こ
の
項
の
規
定
に
よ
り
受
け
よ

う
と
す
る
指
定
の
効
力
を
生
ず
る

H
の
前
日
ま
で
の
間
」
と
す
る
。

7 6 5 4 3 2 1 第！第 7 6 5 4 3 
家の 第 第 に 適 出旧らにの十へl令の十町第限 る税に割 新除町て人号 前適 け提第
屋施地十平八平規平用新の法の新よ年六固和二五村十る新特義規の新法く村はの施新の用新る出三新
又行域五成項成定成し法要第規法1る度条定七に条民＝゜法定務定納法第こ民‘市行法例し法べす百法
はの公項二に二す二‘第求三定第゜分 資年係 税項以第株者す税附三又税な町日第に‘第きる十第
償日共に十規十る十令三に百に三 i の別産度る附にへ下二式がる義則百はにお村以三よ施三給同七三
却か交規七定一家一和百つ五よ百＇ 固段税分部則つ同こ百に施特務第二旧係従民後百る行百与法条百
資ら通定年す年屋年六九い十る五1 定のにま分第い号の九つ行定者三十法る前税に＝゜日十に第の十
産令のす四る四に四年十て三質十 資定関でに一ての項十い日株が十八第旧のに地十 前七つ＝一七
に和活る月設月対月度三は条問三 産めすの限条適規に二て前式施五条三法例つ方八 に条い百扇条
対五性家一備ーし一分条‘第‘条 税がる個る第用定お条はにに行条の百第にい税条 提のて十一の
し年化屋日に日て日ま第な一検第 にあ経人こ五すにい第‘同つ日の十二三よて法の 出六提七項三
て三及及か対か課かで二お項査一 つる過のの号る係てーな条い以三一十百る適第十 す第出条たの
課月びびらしらすらの項従及又項 いも措市規に゜る同項お第て後第第八二゜用三ー ベ七しのだニ
す三再償令て令る令固及前びは及 ての置町定掲 部じ第従一適に十五条十こし百第 き項た三し第
る十生却和課和固和定びの第提び 適を-村はげ 分こ四前項用同一項の八の‘二＝ 旧の同の書＝
固ーに資五す五定五資第例ニホ第 用除 民‘る に並号の rし条項第十条場一十項 法規項二に項
定日関産年る年資年産三に百若三 しき 税令規 限び＾例扇、第かー一の合号八か 第定の第規の
資ますに三固三産三税項よ九し百 ‘‘ に和定 るに新に定旧ーら五る＋に施条ら 三は規一定規
産でる対月定月税月にのる十く九 令新 つ八に こ附租よす法項第に重ーお行の第 百‘定項す定
税の法し三資三に三つ規゜六は十 和法 い年よ の則税るる附に二規加のい日九八 十鹿にのるは
に間律て十産十つ十い定 条提六 四の て度る 規第特゜払則規十定算不て前第項 七灯よ規給‘
つにの課一税ーい一ては 第出条 年規 は以改 定八別 込第定項す金申‘に一ま 条日る定与令
い取ーす日に Hて日は 一の第 度定 ‘後正 は条措
て得部るまつまはま‘令 項要一 分中ばなの後

み三すまる祠告ー当項で の以申に＾和
‘第置 に十るで特 加号該に及 六後告よ以七

はさを固でいで‘でな和 の求項 ま固 条

‘れ改定のてのなのお七 規にの で定 lお年の 鹿十法 よ五払の定 算施提規び 第に書る下年従度地 第
打ー第 り条込規不 金行出定第 七提に申こ一

なた正資間は間お間従年 定つ叫の資 前分方 日項四 同のみ定申二 日期す三 項出つ告の月
お 1日す産に‘に従に前度 にい定 固産 のの税 以＾十 項三には告項祠前限る百 にすい書項ー
従法る税新な新前取の以 よては！定税 例個法 後同＝ に第よ‘加の
前附法にたおたの得例後 る適 ‘I資に に人第 に号条 条にが納二 規べてにに日

規
規十り同算 第当到入十 定きはつお以

の則律つに従に例さにの 質用＝ 産関 よの三 終のの 定定ー同条金 五該来申八 す同‘いい後
例第傘い取前取にれよ年 問し号 税す る市百 了規十 す項項第等の項提し告条 る項なててに
に十成て得の得よたる度 ‘‘施 にる ゜町十 す定二 るのに十と適の出た書の 報にお適一支
よ五二はさ例さる旧゜分検二行Iつ部 村四るにの 用
る条＋な‘れにれ゜法の査号日い分 か

取市規ーみ、規期個の十 告規従用給払
第゚ i 民条 事係七 得町定項なぁ定限人提二 書定前し与を
年おたよた 附 固 又施以 ては 税の 業るの を村すのす のがの出第 にすの‘←受

〗法従 9日る旧 則 定 は行後1 しま ‘lに二 年部規 し民る市゜急適到市期三 つる例同とけ
法゜法第資提日に ‘令 つ第度分定 た税取町 用来町限項 い報に日いる律前 の

門第の附 附 十産 示前行 な和！い一分にに 同の得村 がし村がの て告よ前うべ
則則五税若にわK お五

塁門戸第第条にし行れ！従年 適
て項 の限係 項所を民 贔あた民到規 は書るにこき
ヘ 法るる に得す税 る個税来定 ‘に゜支に地

九ょ＋十第つ くわるl前度 用第人こ部規割るのる〗琶召畠畠冒誓 闘尺；I,［翌星巫,91 し喜靡喜含皐畠旦屑互亨崖［；口[: t : t 



-22-

--0123456789

令和5年 3月31日 金曜日 官 報 （号外特第25号） 62 

三
前
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
場
合
に
お
い
て
、
国
税
徴
収
法
第
百
四
十
一
条
の
規
定
の
例
に
よ
り
行
う
道

府
県
の
徴
税
吏
員
の
物
件
の
提
示
又
は
提
出
の
要
求
に
対
し
、
正
当
な
理
由
が
な
く
こ
れ
に
応
じ
ず
、
又
は

偽
り
の
記
載
若
し
く
は
記
録
を
し
た
帳
簿
書
類
そ
の
他
の
物
件
（
そ
の
写
し
を
含
む
。
）
を
提
示
し
、
若
し
く

は
提
出
し
た
と
き
。

5

前
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
場
合
に
お
い
て
、
国
税
徴
収
法
第
九
十
九
条
の
二
（
同
法
第
百
九
条
第
四
項
に

お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
の
例
に
よ
り
道
府
県
知
事
に
対
し
て
陳
述
す
べ
き
事
項
に
つ
い
て
虚

偽
の
陳
述
を
し
た
者
は
、
六
月
以
下
の
懲
役
又
は
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。

6

法
人
（
法
人
で
な
い
社
団
又
は
財
団
で
代
表
者
又
は
管
理
人
の
定
め
の
あ
る
も
の
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に

お
い
て
同
じ
。
）
の
代
表
者
（
当
該
社
団
又
は
財
団
の
代
表
者
又
は
管
理
人
を
含
む
。
）
又
は
法
人
若
し
く
は
人
の

代
理
人
、
使
用
人
そ
の
他
の
従
業
者
が
そ
の
法
人
又
は
人
の
業
務
又
は
財
産
に
関
し
て
第
一
項
か
ら
第
四
項
ま

で
の
違
反
行
為
を
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
行
為
者
を
罰
す
る
ほ
か
、
そ
の
法
人
又
は
人
に
対
し
、
当
該
各
項
の

罰
金
刑
を
科
す
る
。

7

法
人
で
な
い
社
団
又
は
財
団
で
代
表
者
又
は
管
理
人
の
定
め
の
あ
る
も
の
に
つ
い
て
前
項
の
規
定
の
適
用
が

あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
代
表
者
又
は
管
理
人
が
そ
の
訴
訟
行
為
に
つ
き
当
該
法
人
で
な
い
社
団
又
は
財
団
で
代

表
者
又
は
管
理
人
の
定
め
の
あ
る
も
の
を
代
表
す
る
ほ
か
、
法
人
を
被
告
人
又
は
被
疑
者
と
す
る
場
合
の
刑
事

訴
訟
に
関
す
る
法
律
の
規
定
を
準
用
す
る
。

（
特
別
法
人
事
業
税
及
び
特
別
法
人
事
業
譲
与
税
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

第
七
条
特
別
法
人
事
業
税
及
び
特
別
法
人
事
業
譲
与
税
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
十
一
年
法
律
第
四
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
十
二
条
第
一
項
中
「
者
は
」
を
「
場
合
に
は
、
そ
の
違
反
行
為
を
し
た
者
は
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
中
「
忌

避
し
た
者
」
を
「
忌
避
し
た
と
き
。
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
中
「
提
出
し
た
者
」
を
「
提
出
し
た
と
き
。
」
に
改
め
、

同
項
第
三
号
中
「
者
又
は
」
を
「
と
き
、
又
は
」
に
、
「
し
た
者
」
を
「
し
た
と
き
。
」
に
改
め
る
。

第
二
十
三
条
第
一
項
及
び
第
二
十
五
条
第
三
項
中
「
若
し
く
は
第
三
項
」
を
「
、
第
三
項
若
し
く
は
第
五
項
」
に

改
め
る
。

第
二
十
六
条
第
一
項
中
「
損
壊
し
、
」
の
下
に
「
若
し
く
は
」
を
加
え
、
「
又
は
そ
の
」
を
「
そ
の
」
に
、
「
を
し
た
」

を
「
を
し
、
又
は
そ
の
現
状
を
改
変
し
て
、
そ
の
財
産
の
価
額
を
減
損
し
、
若
し
く
は
そ
の
滞
納
処
分
に
係
る
滞
納

処
分
費
を
増
大
さ
せ
る
行
為
を
し
た
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
者
は
」
を
「
と
き
は
、
そ
の
相
手
方
と
し
て
そ

の
違
反
行
為
を
し
た
者
は
」
に
改
め
る
。

第
二
十
七
条
第
一
項
中
「
者
は
」
を
「
場
合
に
は
、
そ
の
違
反
行
為
を
し
た
者
は
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
中
「
し

た
者
」
を
「
し
た
と
き
。
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
中
「
同
条
」
を
「
帳
簿
書
類
（
同
条
」
に
、
「
の
検
査
」
を
「
を
い

う
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
そ
の
他
の
物
件
の
検
査
」
に
、
「
若
し
く
は
忌
避
し
、
又
は
そ
の
帳
簿
書
類
で
偽
り
の
記

載
若
し
く
は
記
録
を
し
た
も
の
を
提
示
し
た
者
」
を
「
又
は
忌
避
し
た
と
き
。
」
に
改
め
、
同
項
に
次
の
一
号
を
加
え

る。
三
第
八
条
の
規
定
に
よ
り
そ
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
地
方
税
法
第
七
十
二
条
の
六
十
八
第
六
項
の
場
合
に

お
い
て
、
国
税
徴
収
法
第
百
四
十
一
条
の
規
定
の
例
に
よ
り
行
う
都
道
府
県
の
徴
税
吏
員
の
物
件
の
提
示
又
は

提
出
の
要
求
に
対
し
、
正
当
な
理
由
が
な
く
こ
れ
に
応
じ
ず
、
又
は
偽
り
の
記
載
若
し
く
は
記
録
を
し
た
帳
簿

書
類
そ
の
他
の
物
件
（
そ
の
写
し
を
含
む
。
）
を
提
示
し
、
若
し
く
は
提
出
し
た
と
き
。

（
総
務
省
設
置
法
の
一
部
改
正
）

第
八
条
総
務
省
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
九
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
二
条
第
一
項
中
第
四
号
を
削
り
、
第
五
号
を
第
四
号
と
し
、
第
六
号
を
第
五
号
と
し
、
第
七
号
を
第
六
号

と
す
る
。

附
則
第
四
条
第
一
項
中
「
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
百
五
号
）
、
」
を
「
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
百
五
号
）
及
び
」
に

改
め
、
「
及
び
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
一
年
法
律
第
九
号
）
附
則
第
十
四
条
第
二
項
の
規

定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
た
同
法
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
地
方
道
路
譲
与
税
法

（
昭
和
三
十
年
法
律
第
百
十
三
号
）
」
を
削
る
。

ふ
[
[
8日
ピ
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
ー
各
号
・1
-

一
第
一
条
中
地
方
税
法
第
十
五
条
の
二
、
第
十
五
条
の
六
の
二
第
三
項
、
第
十
七
条
の
五
第
六
項
、
第
二
十
二
条

の
二
第
一
項
、
第
二
十
二
条
の
四
第
一
項
、
第
二
十
七
条
第
一
項
、
第
三
十
条
、
第
六
十
九
条
、
第
七
十
条
、
第

七
十
一
条
の
十
四
、
第
七
十
一
条
の
十
五
第
三
項
及
び
第
四
項
、
第
七
十
一
条
の
十
六
第
一
項
、
第
七
十
一
条
の

二
十
第
一
項
及
び
第
三
項
、
第
七
十
一
条
の
二
十
一
第
一
項
、
第
七
十
一
条
の
三
十
五
、
第
七
十
一
条
の
三
十
六

第
三
項
及
び
第
四
項
、
第
七
十
一
条
の
三
十
七
第
一
項
、
第
七
十
一
条
の
四
十
一
第
一
項
及
び
第
三
項
、
第
七
十

一
条
の
四
十
二
第
一
項
、
第
七
十
一
条
の
五
十
五
、
第
七
十
一
条
の
五
十
六
第
三
項
及
び
第
四
項
、
第
七
十
一
条

の
五
十
七
第
一
項
、
第
七
十
一
条
の
六
十
一
第
一
項
及
び
第
三
項
、
第
七
十
一
条
の
六
十
二
第
一
項
、
第
七
十
二

条
の
八
、
第
七
十
二
条
の
十
、
第
七
十
二
条
の
四
十
六
、
第
七
十
二
条
の
四
十
七
第
三
項
及
び
第
四
項
、
第
七
十

二
条
の
四
十
九
第
一
項
及
び
第
三
項
、
第
七
十
二
条
の
四
十
九
の
十
、
第
七
十
二
条
の
五
十
六
、
第
七
十
二
条
の

六
十
、
第
七
十
二
条
の
六
十
四
、
第
七
十
二
条
の
六
十
九
、
第
七
十
二
条
の
七
十
、
第
七
十
二
条
の
八
十
五
、
第

七
十
二
条
の
九
十
一
、
第
七
十
二
条
の
九
十
二
、
第
七
十
二
条
の
九
十
五
、
第
七
十
二
条
の
百
二
、
第
七
十
二
条

の
百
九
第
一
項
、
第
七
十
二
条
の
百
十
、
第
七
十
三
条
の
九
、
第
七
十
三
条
の
十
一
、
第
七
十
三
条
の
十
九
、
第

七
十
三
条
の
三
十
、
第
七
十
三
条
の
三
十
七
、
第
七
十
―
―
一
条
の
三
十
八
、
第
七
十
四
条
の
八
第
一
項
、
第
七
十
四

条
の
十
五
、
第
七
十
四
条
の
十
八
第
一
項
、
第
七
十
四
条
の
二
十
三
、
第
七
十
四
条
の
二
十
四
第
三
項
及
び
第
四

項
、
第
七
十
四
条
の
二
十
八
第
一
項
及
び
第
三
項
、
第
七
十
四
条
の
二
十
九
第
一
項
、
第
七
十
八
条
、
第
八
十
条
、

第
八
十
五
条
、
第
八
十
六
条
、
第
九
十
条
、
第
九
十
一
条
第
三
項
及
び
第
四
項
、
第
九
十
五
条
、
第
九
十
六
条
、

第
百
四
十
四
条
の
十
二
、
第
百
四
十
四
条
の
十
七
、
第
百
四
十
四
条
の
十
九
、
第
百
四
十
四
条
の
二
十
二
、
第
百

四
十
四
条
の
二
十
五
、
第
百
四
十
四
条
の
二
十
六
、
第
百
四
十
四
条
の
二
十
八
、
第
百
四
十
四
条
の
三
十
三
、
第

百
四
十
四
条
の
三
十
七
、
第
百
四
十
四
条
の
三
十
九
、
第
百
四
十
四
条
の
四
十
一
、
第
百
四
十
四
条
の
四
十
七
、

第
百
四
十
四
条
の
四
十
八
第
三
項
及
び
第
四
項
、
第
百
四
十
四
条
の
五
十
二
、
第
百
四
十
四
条
の
五
十
三
、
第
百

四
十
九
条
、
第
百
五
十
二
条
第
一
項
、
第
百
五
十
四
条
第
一
項
、
第
百
五
十
七
条
、
第
百
六
十
六
条
第
一
項
及
び

第
三
項
、
第
百
七
十
一
条
、
第
百
七
十
二
条
第
三
項
及
び
第
四
項
、
第
百
七
十
六
条
第
一
項
及
び
第
三
項
、
第
百

七
十
七
条
第
一
項
、
第
百
七
十
七
条
の
十
四
第
一
項
、
第
百
七
十
七
条
の
十
六
第
一
項
及
び
第
三
項
、
第
百
七
十

七
条
の
二
十
二
第
一
項
及
び
第
三
項
、
第
百
七
十
七
条
の
二
十
三
第
一
項
、
第
百
八
十
六
条
、
第
百
八
十
九
条
、

第
百
九
十
一
条
、
第
百
九
十
二
条
、
第
二
百
一
条
、
第
二
百
二
条
、
第
二
百
六
十
五
条
、
第
二
百
六
十
七
条
、
第

二
百
七
十
二
条
、
第
二
百
七
十
八
条
、
第
二
百
七
十
九
条
第
三
項
及
び
第
四
項
、
第
二
百
八
十
一
条
、
第
二
百
八

十
六
条
、
第
二
百
八
十
七
条
、
第
二
百
九
十
九
条
第
一
項
、
第
三
百
一
条
、
第
三
百
十
七
条
の
四
第
一
項
、
第
三

百
十
七
条
の
七
、
第
三
百
二
十
四
条
、
第
三
百
二
十
八
条
の
十
一
、
第
三
百
二
十
八
条
の
十
二
第
三
項
及
び
第
四

項
、
第
三
百
二
十
八
条
の
十
六
第
一
項
及
び
第
二
項
、
第
三
百
三
十
二
条
、
第
三
百
三
十
三
条
、
第
三
百
五
十
四

条
、
第
三
百
五
十
六
条
、
第
三
百
五
十
八
条
、
第
三
百
七
十
四
条
、
第
三
百
七
十
五
条
、
第
三
百
八
十
五
条
第
一

項
、
第
三
百
九
十
五
条
、
第
三
百
九
十
七
条
、
第
四
百
四
十
六
条
、
第
四
百
四
十
九
条
第
一
項
、
第
四
百
五
十
一

条
、
第
四
百
六
十
条
第
一
項
及
び
第
三
項
、
第
四
百
六
十
三
条
の
三
、
第
四
百
六
十
三
条
の
四
第
三
項
及
び
第
四

項
、
第
四
百
六
十
三
条
の
八
第
一
項
及
び
第
三
項
、
第
四
百
六
十
三
条
の
九
第
一
項
、
第
四
百
六
十
三
条
の
二
十

第
一
項
、
第
四
百
六
十
三
条
の
二
十
二
、
第
四
百
六
十
三
条
の
二
十
八
第
一
項
及
び
第
三
項
、
第
四
百
六
十
三
条

の
二
十
九
、
第
四
百
七
十
一
条
第
一
項
、
第
四
百
七
十
八
条
、
第
四
百
八
十
三
条
、
第
四
百
八
十
四
条
第
三
項
及

び
第
四
項
、
第
四
百
八
十
五
条
の
四
第
一
項
及
び
第
三
項
、
第
四
百
八
十
五
条
の
五
第
一
項
、
第
五
百
二
十
六
条
、

第
五
百
二
十
八
条
、
第
五
百
三
十
条
、
第
五
百
三
十
六
条
、
第
五
百
三
十
七
条
第
三
項
及
び
第
四
項
、
第
五
百
四

十
二
条
、
第
五
百
四
十
三
条
、
第
五
百
八
十
九
条
第
一
項
、
第
五
百
九
十
一
条
、
第
六
百
四
条
第
一
項
及
び
第
三

項
、
第
六
百
九
条
、
第
六
百
十
条
第
三
項
及
び
第
四
項
、
第
六
百
十
四
条
第
一
項
及
び
第
三
項
、
第
六
百
十
五
条

第
一
項
、
第
六
百
七
十
五
条
、
第
六
百
七
十
七
条
、
第
六
百
八
十
二
条
、
第
六
百
八
十
八
条
、
第
六
百
八
十
九
条

第
三
項
及
び
第
四
項
、
第
六
百
九
十
一
条
、
第
六
百
九
十
六
条
、
第
六
百
九
十
七
条
、
第
七
百
条
の
五
十
七
、
第

七
百
条
の
六
十
、
第
七
百
条
の
六
十
一
、
第
七
百
条
の
六
十
七
、
第
七
百
条
の
六
十
八
、
第
七
百
一
条
の
六
、
第
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附
則
第
十
八
条
の
三
第
二
項
第
三
号
口
及
び
第
四
項
第
三
号
口
中
「
同
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
」
の
下

に
「
令
和
五
年
改
正
前
の
地
方
税
法
」
を
加
え
る
。

附
則
第
二
十
一
条
の
二
第
一
項
第
二
号
イ
中
「
に
つ
い
て
」
の
下
に
「
令
和
五
年
改
正
前
の
地
方
税
法
」
を
加
え
、

同
号
口
中
「
令
和
四
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
」
の
下
に
「
令
和
五
年
改
正
前
の
地
方
税
法
」
を
加
え
、
同

項
第
三
号
口
及
び
同
条
第
二
項
の
表
附
則
第
十
八
条
第
六
項
第
四
号
の
項
中
「
同
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
」

の
下
に
「
令
和
五
年
改
正
前
の
地
方
税
法
」
を
加
え
る
。

附
則
第
二
十
五
条
の
三
第
二
項
第
三
号
口
及
び
第
四
項
第
三
号
口
中
「
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
」
の
下
に
「
令
和

五
年
改
正
前
の
地
方
税
法
」
を
加
え
る
。

附
則
第
二
十
七
条
の
四
の
二
第
一
項
第
二
号
イ
中
「
に
つ
い
て
」
の
下
に
「
令
和
五
年
改
正
前
の
地
方
税
法
」
を

加
え
、
同
号
口
中
「
令
和
四
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
」
の
下
に
「
令
和
五
年
改
正
前
の
地
方
税
法
」
を
加

え
、
同
項
第
三
号
口
及
び
同
条
第
二
項
の
表
附
則
第
十
八
条
第
六
項
第
四
号
の
項
中
「
同
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に

つ
い
て
」
の
下
に
「
令
和
五
年
改
正
前
の
地
方
税
法
」
を
加
え
る
。

附
則
第
二
十
九
条
の
八
の
二
を
削
る
。

附
則
第
二
十
九
条
の
九
第
三
項
中
「
次
項
」
の
下
に
「
及
び
第
七
項
」
を
加
え
、
同
条
第
五
項
中
「
百
分
の
十
」

を
「
百
分
の
三
十
五
」
に
改
め
、
同
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

7

第
四
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
た
国
土
交
通
大
臣
の
認
定
等
の
申
請
を
し
た
者
又
は
そ
の
一
般
承
継
人
に
対
す

る
法
人
税
法
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
法
第
五
十
五
条
第
四
項
中
「
次
に
掲
げ
る
も
の
」
と
あ
る
の
は
、
「
次

に
掲
げ
る
も
の
及
び
地
方
税
法
附
則
第
二
十
九
条
の
九
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
」
と

す
る
。

肖

則
附
則
第
三
十
条
第
一
項
中
「
第
八
項
」
を
「
第
四
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
令

和
三
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
」
を
「
令
和
四
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
」
に
、
「
令
和
三
年
戸

分
」
を
「
、
当
該
初
回
車
両
番
号
指
定
を
受
け
た
日
の
属
す
る
年
度
の
翌
年
度
分
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
か
ら

六
項
ま
で
を
削
り
、
同
条
第
七
項
中
「
三
輪
以
上
の
ガ
ソ
リ
ン
軽
自
動
車
」
を
「
三
輪
以
上
の
第
四
百
四
十
六
条
第

一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
ガ
ソ
リ
ン
軽
自
動
車
（
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
「
ガ
ソ
リ
ン
軽
自
動
車
」
と
い

う
。
）
」
に
、
「
平
成
三
十
年
ガ
ソ
リ
ン
軽
中
量
車
基
準
」
を
「
同
号
イ
①
①
に
規
定
す
る
平
成
三
十
年
ガ
ソ
リ
ン
軽

量
車
基
準
（
次
項
に
お
い
て
「
平
成
三
十
年
ガ
ソ
リ
ン
軽
中
量
車
基
準
」
と
い
う
。
）
」
に
、
「
平
成
十
七
年
ガ
ソ
リ
ン

軽
中
量
車
基
準
」
を
「
同
号
イ
①
皿
に
規
定
す
る
平
成
十
七
年
ガ
ソ
リ
ン
軽
中
量
車
基
準
（
次
項
に
お
い
て
「
平
成

十
七
年
ガ
ソ
リ
ン
軽
中
量
車
基
準
」
と
い
う
。
）
」
に
、
「
第
四
百
四
十
六
条
第
一
項
第
三
号
イ
③
」
を
「
同
号
イ
②
」

に
、
「
令
和
二
年
度
基
準
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
効
率
」
を
「
同
号
イ
③
に
規
定
す
る
令
和
二
年
度
基
準
エ
ネ
ル
ギ
ー
消

効
率
（
次
項
に
お
い
て
「
令
和
二
年
度
基
準
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
効
率
」
と
い
う
。
）
」
に
改
め
、
「
、
当
該
ガ
ソ
リ
ン

自
動
車
が
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
四
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
初
回
車
両
番
号
指
定
を
受
け
た
場
合
に

は
令
和
四
年
度
分
の
軽
自
動
車
税
の
種
別
割
に
限
り
」
を
削
り
、
「
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
八
年
三
月

三
十
一
日
」
に
、
「
令
和
五
年
度
分
」
を
「
、
当
該
初
回
車
両
番
号
指
定
を
受
け
た
日
の
属
す
る
年
度
の
翌
年
度
分
」

に
、
「
第
三
項
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
同
条
第
一
項
の
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下

欄
に
掲
げ
る
字
句
」
を
「
同
項
第
二
号
口
中
「
三
千
九
百
円
」
と
あ
る
の
は
「
二
千
円
」
と
、
同
号
ハ
山
田
中
「
六

千
九
百
円
」
と
あ
る
の
は
「
三
千
五
百
円
」
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
三
項
と
し
、
同
条
第
八
項
中
「
、
当
該
ガ
ソ

リ
ン
軽
自
動
車
が
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
四
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
初
回
車
両
番
号
指
定
を
受
け
た

場
合
に
は
令
和
四
年
度
分
の
軽
自
動
車
税
の
種
別
割
に
限
り
」
を
削
り
、
「
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
七

年
三
月
三
十
一
日
」
に
、
「
令
和
五
年
度
分
」
を
「
、
当
該
初
回
車
両
番
号
指
定
を
受
け
た
日
の
属
す
る
年
度
の
翌

度
分
」
に
、
「
第
四
項
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
同
条
第
一
項
の
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同

表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字
句
」
を
「
同
項
第
二
号
口
中
「
三
千
九
百
円
」
と
あ
る
の
は
「
三
千
円
」
と
、
同
号
ハ

m
m

中
「
六
千
九
百
円
」
と
あ
る
の
は
「
五
千
二
百
円
」
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
四
項
と
す
る
。

附
則
第
三
十
条
の
二
第
一
項
中
「
、
第
七
項
及
び
第
八
項
」
を
削
り
、
「
第
八
項
ま
で
」
を
「
第
四
項
ま
で
」
に
改

め
、
「
次
項
」
の
下
に
「
及
び
第
五
項
」
を
加
え
、
同
条
第
三
項
中
「
百
分
の
十
」
を
「
百
分
の
三
十
五
」
に
改
め
、

同
条
第
五
項
を
同
条
第
六
項
と
し
、
同
条
第
四
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

5

第
二
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
た
国
土
交
通
大
臣
の
認
定
等
の
申
請
を
じ
た
者
又
は
そ
の
一
般
承
継
人
に
対
す

る
法
人
税
法
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
法
第
五
十
五
条
第
四
項
中
「
次
に
掲
げ
る
も
の
」
と
あ
る
の
は
、
「
次

に
掲
げ
る
も
の
及
び
地
方
税
法
附
則
第
三
十
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
軽
自
動
車
税
の
種
別
割
」
と
す
る
。

附
則
第
三
十
二
条
の
三
の
見
出
し
を
削
り
、
同
条
の
前
に
見
出
し
と
し
て
「
（
事
業
所
税
の
非
課
税
）
」
を
付
し
、
同

条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

第
三
十
二
条
の
四
指
定
都
市
等
は
、
国
際
博
覧
会
に
関
す
る
条
約
の
適
用
を
受
け
て
令
和
七
年
に
開
催
さ
れ
る
国

際
博
覧
会
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
博
覧
会
」
と
い
う
。
）
の
会
場
内
に
お
い
て
設
置
さ
れ
る
公
益
社
団
法
人
二

千
二
十
五
年
日
本
国
際
博
覧
会
協
会
と
の
間
に
博
覧
会
へ
の
出
展
参
加
契
約
を
締
結
し
た
者
（
博
覧
会
に
参
加
す

る
外
国
政
府
、
外
国
の
地
方
公
共
団
体
及
び
国
際
機
関
を
除
く
。
）
が
博
覧
会
に
関
し
て
行
う
事
業
で
政
令
で
定
め

る
も
の
の
用
に
供
す
る
施
設
に
係
る
事
業
所
等
（
第
七
百
一
条
の
三
十
一
第
一
項
第
五
号
に
規
定
す
る
事
業
所
等

を
い
う
。
）
に
お
い
て
行
う
事
業
に
対
し
て
は
、
令
和
九
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
終
了
す
る
事
業
年
度
分
に
限
り
、

第
七
百
一
条
の
三
十
二
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
事
業
所
税
を
課
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
は
、
第
七
百
一
条
の
三
十
四
第
六
項
の
規
定
を
準
用
す
る
。

2

前
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
第
七
百
一
条
の
四
十
三
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ

い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
中
「
第
七
百
一
条
の
三
十
四
」
と
あ
り
、
及
び
「
同
条
」
と
あ
る
の
は
、
「
第
七
百
一
条

の
三
十
四
又
は
附
則
第
三
十
二
条
の
四
第
一
項
」
と
す
る
。

3

前
二
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
第
一
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
事
業
所
税
に
関
す
る
規
定
の

適
用
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

附
則
第
三
十
三
条
第
五
項
中
「
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
六
年
六
月
三
十
日
」
に
、
「
令
和
四
年
分
」

を
「
令
和
五
年
分
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
中
「
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
」
に

改
め
る
。

附
則
第
三
十
三
条
の
三
第
四
項
及
び
第
八
項
中
「
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」

に
改
め
る
。

附
則
第
三
十
四
条
の
二
第
一
項
、
第
二
項
、
第
四
項
及
び
第
五
項
中
「
令
和
五
年
度
」
を
「
令
和
八
年
度
」
に
改

め
る
。附
則
第
三
十
五
条
の
三
第
一
項
中
「
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
の
十
三
第
一
項
」
を
「
道
府
県
民
税
の
所
得

割
の
納
税
義
務
者
（
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
の
十
三
第
一
項
」
に
、
「
道
府
県
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
」

を
「
も
の
」
に
、
「
第
三
項
」
を

D

又
は
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
の
十
三
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
株
式
会

社
の
同
項
に
規
定
す
る
設
立
特
定
株
式
を
払
込
み
に
よ
り
取
得
を
し
た
も
の
（
当
該
株
式
会
社
の
発
起
人
で
あ
る
こ

と
そ
の
他
の
政
令
で
定
め
る
要
件
を
満
た
す
も
の
に
限
る
。
）
に
限
る
。
第
三
項
」
に
、
「
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
七

条
の
十
三
の
二
第
一
項
」
を
「
同
法
第
三
十
七
条
の
十
三
の
三
第
一
項
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
中
「
第
三
十
七
条

の
十
三
の
二
第
八
項
」
を
「
第
三
十
七
条
の
十
三
の
三
第
八
項
」
に
改
め
、
同
条
第
八
項
中
「
に
よ
っ
て
」
を
「
に

よ
り
」
に
改
め
、
同
条
第
九
項
中
「
第
三
十
七
条
の
十
三
の
二
第
十
項
」
を
「
第
三
十
七
条
の
十
三
の
三
第
十
項
」

に
改
め
、
同
条
第
十
一
項
中
「
特
定
中
小
会
社
の
」
を
「
市
町
村
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
（
特
定
中
小
会
社

の
」
に
、
「
市
町
村
民
税
の
所
得
割
の
納
税
義
務
者
」
を
「
も
の
」
に
、
「
第
十
三
項
」
を

D

又
は
租
税
特
別
措
置
法

第
三
十
七
条
の
十
三
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
株
式
会
社
の
同
項
に
規
定
す
る
設
立
特
定
株
式
を
払
込
み
に
よ
り
取

得
を
し
た
も
の
（
当
該
株
式
会
社
の
発
起
人
で
あ
る
こ
と
そ
の
他
の
政
令
で
定
め
る
要
件
を
満
た
す
も
の
に
限
る
。
）

に
限
る
。
第
十
三
項
」
に
、
「
租
税
特
別
措
置
法
第
三
十
七
条
の
十
三
の
二
第
一
項
各
号
」
を
「
同
法
第
三
十
七
条
の

十
三
の
三
第
一
項
各
号
」
に
改
め
、
同
条
第
十
六
項
中
「
第
三
十
七
条
の
十
三
の
二
第
八
項
」
を
「
第
三
十
七
条
の

十
三
の
三
第
八
項
」
に
改
め
、
同
条
第
十
八
項
中
「
に
よ
っ
て
」
を
「
に
よ
り
」
に
改
め
、
同
条
第
十
九
項
中
「
第

三
十
七
条
の
十
三
の
二
第
十
項
」
を
「
第
三
十
七
条
の
十
三
の
三
第
十
項
」
に
改
め
る
。

附
則
第
四
十
一
条
第
三
項
中
「
附
則
第
十
五
条
第
十
七
項
」
を
「
附
則
第
十
五
条
第
十
六
項
」
に
改
め
る
。

附
則
第
五
十
条
第
五
項
中
「
又
は
第
十
項
」
を
「
又
は
第
十
四
項
」
に
、
「
第
七
十
二
条
の
四
十
九
の
十
二
第
十
項
」

を
「
第
七
十
二
条
の
四
十
九
の
十
二
第
十
四
項
」
に
改
め
る
。

附
則
第
五
十
一
条
の
二
を
削
る
。

附
則
第
五
十
六
条
第
十
二
項
及
び
第
十
五
項
中
「
第
二
十
二
項
」
を
「
第
二
十
一
項
」
に
改
め
る
。

附
則
第
六
十
三
条
第
一
項
中
「
及
び
次
条
」
及
び
「
次
条
に
お
い
て
同
じ
。
」
を
削
り
、
同
条
第
四
項
中
「
者
は
」

を
「
と
き
は
、
そ
の
違
反
行
為
を
し
た
者
は
」
に
改
め
る
。
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一

の
適
用
を
受
け
た
こ
と
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
当
該
工
事
が
完
了
し
た
日
の
属
す
る
年
の
翌
年
の
一
月
一
日
（
当
一

工
事
が
完
了
し
た
日
が
一
月
一
日
で
あ
る
場
合
に
は
、
同
日
）
を
賦
課
期
日
と
す
る
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
一

り
、
当
該
特
定
マ
ン
シ
ョ
ン
に
係
る
区
分
所
有
に
係
る
家
屋
に
係
る
固
定
資
産
税
額
（
こ
の
項
の
規
定
の
適
用

受
け
る
部
分
に
係
る
税
額
と
し
て
各
区
分
所
有
者
ご
と
に
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
額
の
合
算

と
す
る
。
）
の
三
分
の
一
を
参
酌
し
て
六
分
の
一
以
上
二
分
の
一
以
下
の
範
囲
内
に
お
い
て
市
町
村
の
条
例
で
定

る
割
合
に
相
当
す
る
額
を
当
該
特
定
マ
ン
シ
ョ
ン
に
係
る
区
分
所
有
に
係
る
家
屋
に
係
る
固
定
資
産
税
額
か
ら

額
す
る
も
の
と
す
る
。

引
前
項
の
規
定
は
、
特
定
マ
ン
シ
ョ
ン
に
係
る
区
分
所
有
に
係
る
家
屋
に
係
る
固
定
資
産
税
の
納
税
義
務
者
か
ら
、

該
特
定
マ
ン
シ
ョ
ン
に
係
る
同
項
に
規
定
す
る
工
事
が
完
了
し
た
日
か
ら
一
＿
一
月
以
内
に
、
総
務
省
令
で
定
め
る

類
を
添
付
し
て
、
当
該
特
定
マ
ン
シ
ョ
ン
に
係
る
区
分
所
有
に
係
る
家
屋
に
つ
き
同
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る

5
 

き
旨
の
申
告
書
の
提
出
が
さ
れ
た
場
合
に
限
り
、
適
用
す
る
も
の
と
す
る
。

2
 

市
町
村
長
は
、
前
項
に
規
定
す
る
期
間
の
経
過
後
に
同
項
の
申
告
書
の
提
出
が
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該

第

期
間
内
に
当
該
申
告
書
の
提
出
が
さ
れ
な
か
っ
た
こ
と
に
つ
い
て
や
む
を
得
な
い
理
由
が
あ
る
と
認
め
る
と
き

特

は
、
当
該
申
告
書
に
係
る
特
定
マ
ン
シ
ョ
ン
に
係
る
区
分
所
有
に
係
る
家
屋
に
つ
き
第
一
項
の
規
定
を
適
用
す
る

外号

::~;: 

一

こ

と

が

で

き

る

。
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附
則
第
十
五
条
の
十
第
一
項
中
「
令
和
五
年
三
月
＝
―
十
一
日
」
を
「
令
和
八
年
一
―
―
月
＝
一
十
一
日
」
に
改
め
る
。

附
則
第
十
六
条
の
二
第
一
項
中
「
令
和
三
年
度
又
は
令
和
四
年
度
」
を
「
令
和
五
年
度
又
は
令
和
六
年
度
」
に
、
「
令

和
―
―
一
年
度
分
又
は
令
和
四
年
度
分
」
を
「
令
和
五
年
度
分
又
は
令
和
六
年
度
分
」
に
、
「
住
宅
用
地
（
以
下
こ
の
条
」

を
「
住
宅
用
地
（
以
下
こ
の
項
及
び
第
三
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
令
和
一
＿
一
年
度
又
は
令
和
四
年
度
」
を
「
令

和
五
年
度
又
は
令
和
六
年
度
」
に
、
「
令
和
三
年
度
分
又
は
令
和
四
年
度
分
」
を
「
令
和
五
年
度
分
又
は
令
和
六
年
度

分
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
、
第
四
項
及
び
第
六
項
か
ら
第
九
項
ま
で
の
規
定
中
「
令
和
―
―
一
年
度
分
又
は
令
和
四
年

度
分
」
を
「
令
和
五
年
度
分
又
は
令
和
六
年
度
分
」
に
改
め
、
同
条
第
十
項
中
「
令
和
五
年
三
月
＝
―
十
一
日
」
を
「
令

和
七
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、
同
条
中
第
十
一
項
及
び
第
十
二
項
を
削
り
、
第
十
三
項
を
第
十
一
項
と
す
る
。

附
則
第
十
六
条
の
三
第
一
項
中
「
令
和
―
―
一
年
度
又
は
令
和
四
年
度
l

を
「
令
和
五
年
度
又
は
令
和
六
年
度
」
に
、
「
令

和
三
年
度
分
又
は
令
和
四
年
度
分
」
を
「
令
和
五
年
度
分
又
は
令
和
六
年
度
分
」
に
、
「
住
宅
用
地
（
以
下
こ
の
条
j

を
「
住
宅
用
地
（
以
下
こ
の
項
及
び
第
三
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
令
和
三
年
度
又
は
令
和
四
年
度
」
を
「
令

和
五
年
度
又
は
令
和
六
年
度
]
に
‘
「
令
和
―
―
一
年
度
分
又
は
令
和
四
年
度
分
」
を
「
令
和
五
年
度
分
又
は
令
和
六
年
度

分
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
、
第
四
項
及
び
第
六
項
か
ら
第
九
項
ま
で
の
規
定
中
「
令
和
一
―
一
年
度
分
又
は
令
和
四
年

度
分
」
を
「
令
和
五
年
度
分
又
は
令
和
六
年
度
分
]
に
改
め
、
同
条
第
十
項
を
同
条
第
十
三
項
と
し
、
同
条
第
九
項

の
次
に
次
の
三
項
を
加
え
る
。

10

市
町
村
は
、
平
成
―
―
―
十
年
七
月
豪
雨
に
よ
り
滅
失
し
、
又
は
損
壊
し
た
家
屋
の
所
有
者
（
当
該
家
屋
が
共
有
物

で
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
持
分
を
有
す
る
者
を
含
む
。
）
そ
の
他
の
政
令
で
定
め
る
者
が
、
政
令
で
定
め
る
区
域
内

に
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
―
―
―
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
、
当
該
滅
失
し
、
若
し
く
は
損
壊
し
た
家
屋

に
代
わ
る
も
の
と
市
町
村
長
が
認
め
る
家
屋
を
取
得
し
、
又
は
当
該
損
壊
し
た
家
屋
を
最
初
に
改
築
し
た
場
合
に

お
け
る
当
該
取
得
さ
れ
、
又
は
改
築
さ
れ
た
家
屋
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
又
は
都
市
計
画
税
に
つ
い
て
は
、

当
該
家
屋
が
取
得
さ
れ
、
又
は
改
築
さ
れ
た
日
（
当
該
家
屋
が
令
和
五
年
四
月
一
日
以
後
に
お
い
て
二
回
以
上
改

築
さ
れ
た
場
合
に
は
、
そ
の
最
初
に
改
築
さ
れ
た
日
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
属
す
る
年
の
翌
年
の
一

月
一
日
（
当
該
家
屋
が
取
得
さ
れ
、
又
は
改
築
さ
れ
た
日
が
一
月
一
日
で
あ
る
場
合
に
は
、
同
日
）
を
賦
課
期
日

と
す
る
年
度
か
ら
四
年
度
分
の
固
定
資
産
税
又
は
都
市
計
画
税
に
つ
い
て
は
、
当
該
家
屋
に
係
る
固
定
資
産
税
額

（
附
則
第
十
五
条
の
六
か
ら
第
十
五
条
の
十
一
ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
家
屋
に
あ
っ
て
は
、
こ
れ
ら
の
規

定
の
適
用
後
の
額
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
都
市
計
画
税
額
（
同
条
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
家
屋

に
あ
っ
て
は
、
同
条
の
規
定
の
適
用
後
の
額
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
う
ち
、
こ
の
項
の
規
定
の
適
用

を
受
け
る
部
分
に
係
る
税
額
と
し
て
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
額
（
当
該
家
屋
が
区
分
所
有
に
係

る
家
屋
で
あ
る
場
合
又
は
共
有
物
で
あ
る
家
屋
で
あ
る
場
合
に
は
、
こ
の
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
部
分
に
係

る
税
額
と
し
て
各
区
分
所
有
者
又
は
各
共
有
者
ご
と
に
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
額
の
合
算
額
）

の
そ
れ
ぞ
れ
二
分
の
一
に
相
当
す
る
額
を
当
該
家
屋
に
係
る
固
定
資
産
税
額
又
は
都
市
計
画
税
額
か
ら
滅
額
す
る

も
の
と
す
る
。
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且
平
成
三
十
年
七
月
豪
雨
に
よ
り
滅
失
し
、
又
は
損
壊
し
た
償
却
資
産
の
所
有
者
（
当
該
償
却
資
産
が
共
有
物
で

あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
持
分
を
有
す
る
者
を
含
む
。
）
そ
の
他
の
政
令
で
定
め
る
者
が
、
政
令
で
定
め
る
区
域
内
に

令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
一
二
月
一
二
十
一
日
ま
で
の
間
に
、
当
該
滅
失
し
、
若
し
く
は
損
壊
し
た
償
却
資

産
に
代
わ
る
も
の
と
市
町
村
長
（
第
三
百
八
十
九
条
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
償
却
資
産
に
あ
っ
て
は
、
当
該
償

却
資
産
の
価
格
等
を
決
定
す
る
総
務
大
臣
又
は
道
府
県
知
事
）
が
認
め
る
償
却
資
産
の
取
得
（
共
有
持
分
の
取
得

を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
当
該
損
懐
し
た
償
却
資
産
の
改
良
を
行
っ
た
場
合
に
お
け
る
当
該

取
得
又
は
改
良
が
行
わ
れ
た
償
却
資
産
（
改
良
が
行
わ
れ
た
償
却
資
産
に
あ
っ
て
は
、
当
該
償
却
資
産
の
当
該
改

良
が
行
わ
れ
た
部
分
と
し
、
当
該
滅
失
し
、
若
し
く
は
損
壊
し
た
償
却
資
産
又
は
当
該
取
得
若
し
く
は
改
良
が
行

わ
れ
た
償
却
資
産
が
共
有
物
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
償
却
資
産
の
う
ち
滅
失
し
、
又
は
損
壊
し
た
償
却
資
産
に

代
わ
る
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
部
分
と
す
る
。
）
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
は
、
第
三
百
四

十
九
条
の
二
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
償
却
資
産
の
取
得
又
は
改
良
が
行
わ
れ
た
日
後
最
初
に
固
定
資
産
税

を
課
す
る
こ
と
と
な
っ
た
年
度
か
ら
四
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
限
り
、
当
該
償
却
資
産
に
係
る
固
定
資
産
税
の

課
税
標
準
と
な
る
べ
き
価
格
の
二
分
の
一
の
額
（
第
三
百
四
十
九
条
の
三
又
は
附
則
第
十
五
条
か
ら
第
十
五
条
の

三
ま
で
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
償
却
資
産
に
あ
っ
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
り
課
税
標
準
と
さ
れ
る
額
の
二

分
の
一
の
額
）
と
す
る
。

12

前
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
附
則
第
十
五
条
の
五
中
「
附
則
第
十
五
条
か
ら
第
十
五
条
の
三
の
二

ま
で
」
と
あ
る
の
は
、
「
附
則
第
十
五
条
か
ら
第
十
五
条
の
三
の
二
ま
で
又
は
附
則
第
十
六
条
の
三
第
十
一
項
]
と

す
る
。

附
則
第
十
六
条
の
三
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
令
和
二
年
七
月
豪
雨
に
係
る
被
災
住
宅
用
地
等
に
対
す
る
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
の
特
例
）

第
十
六
条
の
四
令
和
二
年
七
月
豪
雨
に
よ
り
滅
失
し
、
又
は
損
壊
し
た
家
屋
の
敷
地
の
用
に
供
さ
れ
て
い
た
上
地

で
令
和
二
年
度
分
の
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
第
三
百
四
十
九
条
の
三
の
二
の
規
定
の
適
用
を
受
け
た
も
の
（
第
三

百
四
十
九
条
の
三
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
被
災
市
街
地
復
興
推
進
地
域
の
区
域
内
に
あ
る
も
の
を
除
く
。
以
下

こ
の
条
に
お
い
て
「
被
災
住
宅
用
地
」
と
い
う
。
）
の
う
ち
、
令
和
五
年
度
又
は
令
和
六
年
度
に
係
る
賦
課
期
日
に

お
い
て
家
屋
又
は
構
築
物
の
敷
地
の
用
に
供
さ
れ
て
い
る
土
地
以
外
の
土
地
の
全
部
又
は
一
部
で
令
和
二
年
度
に

係
る
賦
課
期
日
に
お
け
る
当
該
被
災
住
宅
用
地
の
所
有
者
そ
の
他
の
政
令
で
定
め
る
者
（
第
五
項
及
び
第
六
項
に

お
い
て
「
被
災
住
宅
用
地
の
所
有
者
等
」
と
い
う
。
）
が
所
有
す
る
も
の
に
対
し
て
課
す
る
令
和
五
年
度
分
又
は
令

和
六
年
度
分
の
固
定
資
産
税
又
は
都
市
計
画
税
に
つ
い
て
は
、
当
該
土
地
を
令
和
五
年
度
又
は
令
和
六
年
度
に
係

る
賦
課
期
日
に
お
い
て
第
三
百
四
十
九
条
の
三
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
住
宅
用
地
（
以
下
こ
の
項
及
び
第
三
項

に
お
い
て
「
住
宅
用
地
」
と
い
う
。
）
と
し
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
市
町
村
長
が
認
め
る
場
合
に
限
り
、

当
該
土
地
を
住
宅
用
地
と
み
な
し
て
、
こ
の
法
律
の
規
定
（
第
三
百
四
十
九
条
の
一
―
一
の
二
第
一
＿
項
各
号
及
び
第
三

百
八
十
四
条
の
規
定
を
除
く
。
）
を
適
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
三
百
四
十
九
条
の
三
の
二
第
二
項
中
「
住

宅
用
地
の
う
ち
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
住
宅
用
地
に
該
当
す
る
も
の
」
と
あ

る
の
は
、
「
附
則
第
十
六
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
住
宅
用
地
と
み
な
さ
れ
た
土
地
の
う
ち
政
令
で
定
め
る
も

の
」
と
す
る
。

2

令
和
二
年
度
に
係
る
賦
課
期
日
に
お
い
て
被
災
住
宅
用
地
を
所
有
し
、
又
は
そ
の
共
有
持
分
を
有
し
て
い
た
者

そ
の
他
の
政
令
で
定
め
る
者
（
以
下
こ
の
項
及
び
第
五
項
に
お
い
て
「
被
災
住
宅
用
地
の
共
有
者
等
」
と
い
う
。
）

が
、
令
和
五
年
度
又
は
令
和
六
年
度
に
係
る
賦
課
期
日
に
お
い
て
、
当
該
被
災
住
宅
用
地
の
全
部
若
し
く
は
一
部

を
所
有
し
、
又
は
そ
の
全
部
若
し
く
は
一
部
に
つ
い
て
共
有
持
分
を
有
し
て
い
る
場
合
（
前
項
の
規
定
の
適
用
が

あ
る
場
合
を
除
く
。
）
に
は
、
令
和
五
年
度
又
は
令
和
六
年
度
に
係
る
賦
課
期
日
に
お
い
て
当
該
被
災
住
宅
用
地
の

共
有
者
等
が
所
有
し
、
又
は
共
有
持
分
を
有
し
て
い
る
当
該
被
災
住
宅
用
地
の
全
部
又
は
一
部
の
う
ち
政
令
で
定

め
る
も
の
（
第
七
項
に
お
い
て
「
特
定
被
災
住
宅
用
地
]
と
い
う
。
）
で
家
屋
又
は
構
築
物
の
敷
地
の
用
に
供
さ
れ

て
い
る
土
地
以
外
の
土
地
に
対
し
て
課
す
る
令
和
五
年
度
分
又
は
令
和
六
年
度
分
の
固
定
資
産
税
又
は
都
市
計
画

税
に
つ
い
て
は
、
前
項
の
規
定
を
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
項
中
「
附
則
第
十
六
条
の
四
第
一
項
」

と
あ
る
の
は
、
「
附
則
第
十
六
条
の
四
第
一
＿
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
一
項
l

と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。
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十
七
項
「
口
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
項
と
し
、
同
条
第
十
二
項
中
「
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
七
年
一

三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
一
項
と
し
、
同
条
第
十
三
項
中
「
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令

一
和
七
年
三
月
一
―
-
+
-
H
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
二
項
と
し
、
同
条
第
十
四
項
を
同
条
第
十
三
項
と
し
、
同
条
一

第
十
五
項
中
「
認
定
事
業
に
よ
り
平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
」
を
「
認
定
事
業

（
そ
の
事
業
区
域
の
全
部
又
は
一
部
が
特
別
区
の
区
域
内
に
あ
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
政
令
で
定
め
る
要
件
を
満
た
＿

一
す
も
の
に
限
る
。
）
に
よ
り
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
八
年
三
月
一
―
-
+
―
日
ま
で
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十

i

四
項
と
し
、
同
条
第
十
六
項
中
「
令
和
五
年
―
―
一
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、
同
項
を

同
条
第
十
五
項
と
し
、
同
条
第
十
七
項
を
同
条
第
十
六
項
と
し
、
同
条
第
十
八
項
中
「
第
二
十
四
条
第
七
項
」
を
「
第

号-n

二
十
四
条
第
八
項
（
同
法
第
二
十
九
条
の
九
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
」
に
、
「
地
域
公
共
交
通
の
活
性
化
i

2

及
び
再
生
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
年
法
律
第
四
十
九
号
）
の
施
行
の
日
か
ら
令
和
六
一

年
＝
一
月
三
十
一
日
ま
で
」
を
「
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
」
に
、
「
政
府
」
を
「
政
府

又
は
地
方
公
共
団
体
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
七
項
と
し
、
同
条
第
十
九
項
を
同
条
第
十
八
項
と
し
、
同
条
第

第特外
二
十
項
中
「
令
和
四
年
度
」
を
「
令
和
六
年
度
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
九
項
と
し
、
同
条
第
二
十
一
項
中
「
令
一

号
和
五
年
三
月
一
―
-
+
―
日
」
を
「
令
和
七
年
一
二
月
―
―
―
十
一
日
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
二
十
項
と
し
、
同
条
第
二
十
―

二
項
中
「
第
三
十
項
」
を
「
第
―
―
十
九
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
二
十
一
項
と
し
、
同
条
中
第
二
十
三
項
を
第

二
十
二
項
と
し
、
第
二
十
四
項
を
第
二
十
三
項
と
し
、
同
条
第
二
十
五
項
中
「
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令

和
七
年
三
月
―
―
-
+
―
日
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
二
十
四
項
と
し
、
同
条
第
二
十
六
項
を
同
条
第
二
十
五
項
と
し
、
一

同
条
第
二
十
七
項
中
「
平
成
―
―
十
五
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
五
年
―
―
―
月
一
二
十
一
日
ま
で
」
を
「
、
政
府
の
補
助
で
総

務
省
令
で
定
め
る
も
の
を
受
け
て
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
一
二
月
＝
平
'
-
日
ま
で
」
に
改
め
、
同
項
を
同

条
第
二
十
六
項
と
し
、
同
条
第
一
―
十
八
項
中
「
令
和
五
年
一
二
月
一
二
十
一
日
」
を
「
令
和
七
年
三
月
―
―
―
十
一
日
」
に
改

め
、
同
項
を
同
条
第
二
十
七
項
と
し
、
同
条
第
二
十
九
項
中
「
令
和
五
年
三
月
一
二
十
一
日
」
を
「
令
和
八
年
―
―
―
月
三
一

十
一
日
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
二
十
八
項
と
し
、
同
条
第
三
十
項
中
「
令
和
五
年
三
月
三
十
一
H
」
を
「
令
和

報

八
年
三
月
一
―
-
+
―
日
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
二
十
九
項
と
し
、
同
条
中
第
一
二
十
一
項
を
第
三
十
項
と
し
、
第
三

十
二
項
を
第
三
十
一
項
と
し
、
同
条
第
三
十
一
二
項
中
「
令
和
五
年
一
二
月
一
二
十
一
日
」
を
「
令
和
六
年
＝
一
月
一
―
-
+
-
H
」
-

に
、
「
そ
の
者
」
を
「
そ
の
者
（
当
該
特
定
事
業
所
内
保
育
施
設
に
つ
い
て
最
初
に
当
該
政
府
の
補
助
を
受
け
た
者
に

限
る
。
）
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
三
十
二
項
と
し
、
同
条
第
三
十
四
項
中
「
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令

和
七
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
三
十
三
項
と
し
、
同
条
第
三
十
五
項
を
同
条
第
三
十
四
項
と
し
、
一

同
条
第
三
十
六
項
中
「
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
三
一

十
五
項
と
し
、
同
条
第
一
＿
一
十
七
項
中
「
令
和
五
年
＝
一
月
―
―
-
+
―
日
」
を
「
令
和
七
年
＝
一
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、
同
―

項
を
同
条
第
三
十
六
項
と
し
、
同
条
第
三
十
八
項
を
同
条
第
一
二
十
七
項
と
し
、
同
条
第
三
十
九
項
中
「
令
和
五
年
三
―

月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
一
二
十
八
項
と
し
、
同
条
中
第
四
十
項
を
一

第
三
十
九
項
と
し
、
第
四
十
一
項
を
第
四
十
項
と
し
、
同
条
第
四
十
二
項
中
「
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令

和
七
年
三
月
一
―
-
+
―
日
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
四
十
一
項
と
し
、
同
条
中
第
四
十
一
二
項
を
第
四
十
二
項
と
し
、
i

第
四
十
四
項
を
第
四
十
―
―
一
項
と
し
、
同
条
第
四
十
五
項
中
「
令
和
五
年
三
月
＝
―
十
一
日
」
を
「
令
和
七
年
三
月
―
―
-
+
-

一

日

」

に

改

め

、

同

項

を

同

条

第

四

十

四

項

と

し

、

同

条

に

次

の

二

項

を

加

え

る

。

一
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租
税
特
別
措
懺
法
第
十
条
第
八
項
第
六
号
に
規
定
す
る
中
小
事
業
者
又
は
同
法
第
四
十
二
条
の
四
第
十
九
項
第

七
号
に
規
定
す
る
中
小
企
業
者
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
中
小
事
業
者
等
」
と
い
う
。
）
が
令
和
五
年
四
月
一
日

か
ら
令
和
七
年
三
月
三
十
一
H
ま
で
の
期
間
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
適
用
期
間
」
と
い
う
。
）
内
に
中
小
企
業

等
経
営
強
化
法
第
五
十
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る
認
定
先
端
設
備
等
導
入
計
画
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
認
定

先
端
設
備
等
導
入
計
画
」
と
い
う
。
）
に
従
っ
て
取
得
（
事
業
の
用
に
供
さ
れ
た
こ
と
の
な
い
も
の
の
取
得
に
限
る
。

以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
し
た
同
法
第
二
条
第
十
四
項
に
規
定
す
る
先
端
設
備
等
（
以
下
こ
の
項
に
お
い

て
「
先
端
設
備
等
」
と
い
う
。
）
に
該
当
す
る
機
械
及
び
装
置
、
エ
具
、
器
具
及
び
備
品
並
び
に
建
物
附
属
設
備
（
家

屋
と
一
体
と
な
っ
て
効
用
を
果
た
す
も
の
（
第
三
百
四
十
三
条
第
十
項
の
規
定
に
よ
り
家
屋
以
外
の
資
産
と
み
な

さ
れ
た
も
の
を
除
く
。
）
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
機
械
装
置
等
」
と
い
う
。
）
（
中
小
事
業
者
等
が
認
定

先
端
設
備
等
導
入
計
画
に
従
っ
て
、
法
人
税
法
第
六
十
四
条
の
二
第
三
項
に
規
定
す
る
リ
ー
ス
取
引
（
以
下
こ
の

項
に
お
い
て
「
リ
ー
ス
取
引
」
と
い
う
。
）
に
係
る
契
約
に
よ
り
機
械
装
置
等
を
引
き
渡
し
て
使
用
さ
せ
る
事
業
を
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行
う
者
が
適
用
期
間
内
に
取
得
を
し
た
先
端
設
備
等
に
該
当
す
る
機
械
装
置
等
を
、
適
用
期
間
内
に
リ
ー
ス
取
引

に
よ
り
引
渡
し
を
受
け
た
場
合
に
お
け
る
当
該
機
械
装
置
等
を
含
む
。
）
で
政
令
で
定
め
る
も
の
に
対
し
て
課
す
る

固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
は
、
第
三
百
四
十
九
条
の
―
一
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

当
該
機
械
装
置
等
に
対
し
て
新
た
に
固
定
資
産
税
が
課
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
年
度
か
ら
三
年
度
分
の
固
定
資
産

税
に
限
り
、
当
該
機
械
装
圏
等
に
係
る
固
定
資
産
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
価
格
の
二
分
の
一
の
額
と
す
る
。

た
だ
し
、
当
該
機
械
装
置
等
の
う
ち
租
税
特
別
措
憶
法
第
十
条
の
五
の
四
第
三
項
第
八
号
又
は
第
四
十
二
条
の
十

二
の
五
第
三
項
第
九
号
に
規
定
す
る
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
の
増
加
に
係
る
事
項
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も
の
が

記
載
さ
れ
た
認
定
先
端
設
備
等
導
入
計
画
に
従
っ
て
取
得
を
し
た
も
の
に
あ
っ
て
は
、
当
該
機
械
装
置
等
に
対
し

て
新
た
に
固
定
資
産
税
が
課
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
年
度
か
ら
五
年
度
分
（
令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
七
年

＝
一
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
取
得
を
し
た
も
の
に
あ
っ
て
は
、
当
該
機
械
装
置
等
に
対
し
て
新
た
に
固
定
資
産
税

が
課
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
年
度
か
ら
四
年
度
分
）
の
固
定
資
産
税
に
限
り
、
当
該
機
械
装
置
等
に
係
る
固
定
資

産
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
価
格
の
三
分
の
一
の
額
と
す
る
。
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道
路
運
送
法
第
三
条
第
一
号
イ
に
規
定
す
る
一
般
乗
合
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
を
経
営
す
る
者
（
同
法
第
五
条

第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
路
線
定
期
運
行
を
行
う
者
に
限
る
。
）
が
地
域
公
共
交
通
の
活
性
化
及
び
再
生
に
関
す

る
法
律
第
十
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
認
定
を
受
け
た
同
法
第
十
一
＿
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
道
路
運
送
高
度
化

実
施
計
画
に
基
づ
き
実
施
す
る
同
法
第
一
一
条
第
七
号
に
規
定
す
る
道
路
運
送
高
度
化
事
業
（
同
号
ハ
に
掲
げ
る
も

の
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特
定
道
路
運
送
高
度
化
事
業
」
と
い
う
。
）
の
用
に
供
す
る
電
気
自
動
車
（
電

気
を
動
力
源
と
す
る
自
動
車
で
内
燃
機
関
を
有
し
な
い
も
の
を
い
う
。
）
で
総
務
省
令
で
定
め
る
も
の
の
充
電
の
用

に
供
す
る
上
地
及
び
償
却
資
産
で
政
令
で
定
め
る
も
の
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
又
は
都
市
計
画
税
の
課
税

標
準
は
、
第
三
百
四
十
九
条
、
第
三
百
四
十
九
条
の
二
又
は
第
七
百
一
一
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該

土
地
及
び
償
却
資
産
が
地
域
公
共
交
通
の
活
性
化
及
び
再
生
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和

五
年
法
律
第
号
）
附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
か
ら
令
和
十
年
三
月
一
―
-
+
―
日
ま
で

の
期
間
内
に
最
初
に
特
定
道
路
運
送
高
度
化
事
業
の
用
に
供
さ
れ
た
日
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
供
用
開
始
日
」

と
い
う
。
）
の
属
す
る
年
の
翌
年
の
一
月
一
日
（
供
用
開
始
日
が
一
月
一
日
で
あ
る
場
合
に
は
、
同
日
）
を
賦
課
期

日
と
す
る
年
度
か
ら
五
年
度
分
の
固
定
資
産
税
又
は
都
市
計
画
税
に
限
り
、
当
該
土
地
及
び
償
却
資
産
に
係
る
固

定
資
産
税
又
は
都
市
計
画
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
価
格
の
三
分
の
一
の
額
と
す
る
。

附
則
第
十
五
条
の
二
第
一
項
中
「
前
条
第
十
三
項
」
を
「
前
条
第
十
―
一
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
前
条
第

十
三
項
若
し
く
は
第
二
十
七
項
」
を
「
前
条
第
十
二
項
若
し
く
は
第
二
十
六
項
」
に
改
め
る
。

附
則
第
十
五
条
の
六
第
一
項
中
「
附
則
第
十
五
条
の
九
の
一
＿
」
を
「
附
則
第
十
五
条
の
九
の
三
」
に
改
め
る
。

附
則
第
十
五
条
の
八
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
中
「
令
和
五
年
一
＿
一
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
七
年
三
月
三

十
一
日
」
に
改
め
る
。

附
則
第
十
五
条
の
九
第
五
項
及
び
第
十
項
中
「
又
は
次
条
第
一
項
若
し
く
は
第
五
項
」
を
「
、
次
条
第
一
項
若
し

く
は
第
五
項
若
し
く
は
附
則
第
十
五
条
の
九
の
三
第
一
項
」
に
改
め
る
。

附
則
第
十
五
条
の
九
の
二
第
五
項
中
「
対
し
て
第
一
項
」
の
下
に
「
若
し
く
は
次
条
第
一
項
」
を
加
え
、
同
条
の

ン
”
~
~
J

次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

規
模
の
修
繕
等
が
行
わ
れ
た
マ
ン
シ
ョ
ン
に
対
す
る
固
定
資
産
税
の
減
額
）

i

条
の
九
の
三
市
町
村
は
、
新
築
さ
れ
た
日
か
ら
二
十
年
以
上
を
経
過
し
た
マ
ン
シ
ョ
ン
（
マ
ン
シ
ョ
ン
の

の
適
正
化
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
二
年
法
律
第
百
四
十
九
号
）
第
二
条
第
一
号
に
規
定
す
る
マ
ン

ン
で
あ
っ
て
、
人
の
居
住
の
用
に
供
す
る
専
有
部
分
の
う
ち
政
令
で
定
め
る
専
有
部
分
を
有
す
る
も
の
を
い

以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
う
ち
、
同
法
第
五
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
助
言
若
し
く
は
指
導
を

た
同
項
に
規
定
す
る
管
理
組
合
の
管
理
者
等
に
係
る
マ
ン
シ
ョ
ン
又
は
同
法
第
五
条
の
八
に
規
定
す
る
管
理

認
定
マ
ン
シ
ョ
ン
で
政
令
で
定
め
る
も
の
で
あ
っ
て
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日

の
間
に
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
物
の
外
壁
に
つ
い
て
行
う
修
繕
又
は
模
様
替
を
含
む
大
規
模
な
工
事
で
総
務
省
令

め
る
も
の
が
行
わ
れ
た
も
の
（
当
該
工
事
が
行
わ
れ
た
棟
に
限
る
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
特
定
マ
ン
シ
ョ

と
い
う
。
）
に
係
る
区
分
所
有
に
係
る
家
屋
に
対
し
て
課
す
る
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
附
則
第
十
五
条
の

一
項
若
し
く
は
前
条
腐
↑
暉
伍
に
限
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
又
は
当
マ
ン
シ
ョ
ン
が
児
ご
こ
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附則第十二条の三第六項を同条第三項とする。

附則第十二条の五第一項中「、第一二項、第五項又は第六項」及び「から第六項まで」を「又は第

三項」に改め、「次項」の下に「及び第五項」を加え、同条第三項中「百分の十」を「百分の三十五」

に改め、同条第五項を同条第六項とし、同条第四項の次に次の一項を加える。

5第二項の規定の適用を受けた国上交通大臣の認定等の申請をした者又はその一般承継人に対す
る法人税法の規定の適用については、同法第万十五条第四項中「次に掲げるもの」とあるのは、「次

に掲げるもの及び地方税法附則第十二条の五第二項の規定による自動車税の種別割lとする。

附則第十四条第一項中「第九号」を「第十号」に改め、同条第二項中「令和五年三月三十一日」

を「令和七年三月一二十一日」に改める。

附則第十四条の二中「公益社団法人二千二十五年日本国際博覧会協会]の下に「（次項及び第三項

において「博覧会協会」という。）lを加え、同条に次の二項を加える。

2市町村は、令和六年度から令和八年度までの各年度分の固定資産税又は都市計画税に限り、博

覧会協会との間に博覧会への出展参加契約を締結した者（博覧会に参加する外国政府、外国の地

方公共団体及び国際機関を除く。）が博覧会の会場内において博覧会の用に供する家屋及び償却資

産で政令で定めるものに対しては、第三百四十二条又は第七百―一条第一項の規定にかかわらず、

固定資産税又は都市計画税を課することができない。

3市町村は、令和六年度から令和八年度までの各年度分の固定資産税又は都市計画税に限り、博

覧会協会との間に固定資産を博覧会協会に無償で貸し付けることを内容とする契約を締結した者

が、当該契約に基づき博覧会協会に無償で貸し付ける固定資産（博覧会の用に供されるものであ

つて、博覧会協会に無償で貸し付けていることにつき総務省令で定めるところにより証明がされ

たものに限る。）に対しては、第三百四十二条又は第七百―一条第一項の規定にかかわらず、固定資

産税又は都市計画税を課することができない。

一附則第十五条中第四項を削り、第五項を第四項とし、同条第六項中「令和

「令和八年――一月三十一日」に改め、同項を同条第五項とし、同条第七項
附則第十二条の三第五項を同条第一＿項とし、同条第六項中「第百七十七条の七第一項」を「第百一項」に改め、同項を同条第六項とし、同条第八項中「平成三十一年四月

七十七条の七第一項第一号イ及び第四号イ」に改め、「、当該営業用の乗用車が令和――一年四月一日か一日まで」を「令和五年四月一日から令和七年三月一―-+―日まで」に、「

ら令和四年三月三十一日までの間に初回新規登録を受けた場合には令和四年度分の自動車税の種別該設備のうち大規模なものとして政令で定めるものにあっては、当該設

割に限り」を削り、「令和五年三月三十一日」を「令和七年三月――-+―日」に、「令和五年度分」を標準となるべき価格の二分の一）」に改め、同項を同条第七項とし、同条

「、当該初回新規登録を受けた日のE同条第十項中「令和五年三月一日」令和十三年三月三十一日」

項」に改め、同項に次の表を加える。と几~条第十一項中「令和二月一日一茫」令和七年三月――-+

第 第 第 第 第

鷹 閏 闊 悶 塁
四

芍ロ 方仁 可ロ 芍F 可口

口 ィ
(2) 

八 /＇ ‘ 五 /-1‘ -＊ 四 -/-I ‘ 四 八 七 ー/‘ 五 四 四 /一‘ 五 五 四
千 千 千 千 千 千 千 千 万 万 万 万 万 万 万 万 万 万 万 万 万 万 尻 万円 七 七 円 五 四 五 七 九 千 四 七 五 四 八 /＇ ‘ 五
百 百 百 百 百 百 千 千 千 千 千 円 千 千 千 百 千 千 千 千 千 千
円 円 円 円 円 円 円 円 五 円 円 円 円 円 円 円 円 円 五 円 五

百 百 百
円 円 円
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評
二五
号条
の

胃
含 又 同 次

竺 は 項 項

闊 の の
旦 塁 塁の
に 塁 に に
お よ よ
し＼ に る る
て よ 嬰
門 る

ノ己 員又 悶
履っ収む のは

旦
の

塁の

99 塁
の
例

の に
例 よ
に り
よ 行 条
り う の

嬰； ， 塁の員 例
の に

御

名

御

璽

地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

令
和
五
年
―
―
一
月
三
十
一
日

内
閣
総
理
大
臣

法
律
第
一
号
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

（
地
方
税
法
の
一
部
改
正
）

第
一
条
地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
五
条
の
一
＿
第
七
項
中
「
に
お
い
て
は
」
を
「
に
は
」
に
改
め
、
同
条
第
九
項
第
二
号
中
「
又
は
」
を
「
若
し

く
は
偽
り
の
答
弁
を
し
、
」
に
、
「
忌
避
し
た
」
を
「
忌
避
し
、
又
は
同
項
の
規
定
に
よ
る
物
件
の
提
示
若
し
く
は
提
出

の
要
求
に
対
し
、
正
当
な
理
由
が
な
く
こ
れ
に
応
じ
ず
、
若
し
く
は
偽
り
の
記
載
若
し
く
は
記
録
を
し
た
帳
簿
書
類

（
そ
の
作
成
又
は
保
存
に
代
え
て
電
磁
的
記
録
（
電
子
的
方
式
、
磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
っ
て
は
認
識

す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
っ
て
、
電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の

を
い
う
。
以
下
こ
の
章
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
作
成
又
は
保
存
が
さ
れ
て
い
る
場
合
に
お
け
る
当
該
電
磁
的
記
録
を
含

む
。
同
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
そ
の
他
の
物
件
（
そ
の
写
し
を
含
む
。
）
を
提
示
し
、
若
し
く
は
提
出
し
た
」
に
改
め
、

同
条
第
十
項
中
「
又
は
」
を
削
り
、
「
検
査
さ
せ
る
」
を
「
検
査
さ
せ
、
当
該
物
件
（
そ
の
写
し
を
含
む
。
）
の
提
示
若

し
く
は
提
出
を
求
め
さ
せ
、
又
は
当
該
調
査
に
お
い
て
提
出
さ
れ
た
物
件
を
留
め
置
か
せ
る
」
に
改
め
、
同
条
第
十

一
項
中
「
又
は
検
査
」
を
「
、
検
査
又
は
提
示
若
し
く
は
提
出
の
要
求
」
に
改
め
る
。

第
十
五
条
の
六
の
二
第
三
項
の
表
第
十
五
条
の
二
第
九
項
第
二
号
の
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
十
七
条
の
五
第
六
項
中
「
第
七
十
一
条
の
十
四
第
五
項
、
第
七
十
一
条
の
三
十
五
第
六
項
、
第
七
十
一
条
の
五

十
五
第
六
項
、
第
七
十
二
条
の
四
十
六
第
五
項
（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
、
第
七
十
四
条
の
一
＿
十
三
第
五
項
、

第
九
十
条
第
五
項
、
第
百
四
十
四
条
の
四
十
七
第
五
項
、
第
百
七
十
一
条
第
五
項
、
第
二
百
七
十
八
条
第
五
項
、
第

―
―
一
百
二
十
八
条
の
十
一
第
五
項
、
第
四
百
六
十
三
条
の
三
第
五
項
、
第
四
百
八
十
三
条
第
五
項
、
第
五
百
三
十
六
条

第
五
項
、
第
六
百
九
条
第
五
項
、
第
六
百
八
十
八
条
第
五
項
、
第
七
百
一
条
の
十
二
第
五
項
、
第
七
百
一
条
の
六
十

一
第
五
項
、
第
七
百
二
十
一
条
第
五
項
又
は
第
七
百
三
十
三
条
の
十
八
第
六
項
」
を
「
第
七
十
一
条
の
十
四
第
六
項
、

第
七
十
一
条
の
三
十
五
第
七
項
、
第
七
十
一
条
の
五
十
五
第
七
項
、
第
七
十
二
条
の
四
十
六
第
六
項
（
第
一
号
に
係

る
部
分
に
限
る
。
）
、
第
七
十
四
条
の
二
十
三
第
六
項
、
第
九
十
条
第
六
項
、
第
百
四
十
四
条
の
四
十
七
第
六
項
、
第

百
七
十
一
条
第
六
項
、
第
二
百
七
十
八
条
第
六
項
、
第
三
百
二
十
八
条
の
十
一
第
六
項
、
第
四
百
六
十
三
条
の
三
第

六
項
、
第
四
百
八
十
三
条
第
六
項
、
第
五
百
三
十
六
条
第
六
項
、
第
六
百
九
条
第
六
項
、
第
六
百
八
十
八
条
第
六
項
、

第
七
百
一
条
の
十
二
第
六
項
、
第
七
百
一
条
の
六
十
一
第
六
項
、
第
七
百
二
十
一
条
第
六
項
又
は
第
七
百
三
十
一
云
一
条

の
十
八
第
七
項
」
に
改
め
る
。

岸

田

文

雄

第
二
十
二
条
の
二
第
一
項
中
「
者
は
」
を
「
と
き
は
、
そ
の
違
反
行
為
を
し
た
者
は
」
に
改
め
る
。

第
二
十
二
条
の
四
第
一
項
中
「
（
電
子
的
方
式
、
磁
気
的
方
式
そ
の
他
の
人
の
知
覚
に
よ
っ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が

で
き
な
い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
っ
て
、
電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
以

下
こ
の
款
に
お
い
て
同
じ
。
）
」
を
削
る
。

第
二
十
三
条
第
一
項
第
四
号
イ
中
「
法
人
税
額
」
の
下
に
「
（
各
対
象
会
計
年
度
（
法
人
税
法
第
十
五
条
の
―
一
に
規

定
す
る
対
象
会
計
年
度
を
い
う
。
）
の
国
際
最
低
課
税
額
（
同
法
第
八
十
二
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
国
際
最
低
課

税
額
を
い
う
。
）
に
対
す
る
法
人
税
の
額
を
除
く
。
）
」
を
加
え
、
「
第
七
項
、
第
八
項
及
び
第
十
一
項
」
を
「
第
七
項
か

ら
第
九
項
ま
で
及
び
第
十
二
項
」
に
改
め
、
同
号
口
中
「
第
七
項
、
第
八
項
及
び
第
十
一
項
」
を
「
第
七
項
か
ら
第

九
項
ま
で
及
び
第
十
二
項
」
に
改
め
る
。

第
二
十
七
条
第
一
項
中
「
者
は
」
を
「
場
合
に
は
、
そ
の
違
反
行
為
を
し
た
者
は
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
中
「
忌

避
し
た
者
」
を
「
忌
避
し
た
と
き
。
」
に
改
め
、
同
項
第
一
＿
号
中
「
提
出
し
た
者
」
を
「
提
出
し
た
と
き
。
」
に
改
め
、

同
項
第
三
号
中
「
者
又
は
」
を
「
と
き
、
又
は
」
に
、
「
し
た
者
」
を
「
し
た
と
き
O

J

に
改
め
る
。

第
三
十
条
第
一
項
中
「
に
よ
っ
て
」
を
「
に
よ
り
」
に
、
「
者
は
」
を
「
と
き
は
、
そ
の
違
反
行
為
を
し
た
者
は
l

に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
に
お
い
て
は
」
を
「
に
は
」
に
、
「
罰
金
刑
」
を
「
刑
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
に

お
い
て
は
」
を
「
に
は
」
に
改
め
る
。

第
三
十
二
条
の
見
出
し
を
削
り
、
同
条
の
前
に
見
出
し
と
し
て
「
（
所
得
割
の
課
税
標
準
）
」
を
付
し
、
同
条
第
二
項

中
「
に
よ
っ
て
」
を
「
に
よ
り
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
第
八
項
」
の
下
に
「
及
び
次
条
第
一
項
」
を
加
え
、
「
に

よ
っ
て
j

を
「
に
よ
り
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
た
だ
し
書
中
「
に
よ
っ
て
」
を
「
に
よ
り
」
に
改
め
、
同
条
第
七

項
中
「
に
お
い
て
は
」
を
「
に
は
」
に
改
め
、
同
条
第
八
項
中
「
に
よ
っ
て
」
を
「
に
よ
り
」
に
改
め
、
同
条
第
十

項
中
「
う
め
ら
れ
た
」
を
「
埋
め
ら
れ
た
」
に
改
め
る
。

第
三
十
三
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
三
十
三
条
所
得
割
の
納
税
義
務
者
の
う
ち
次
に
掲
げ
る
要
件
の
い
ず
れ
か
を
満
た
す
者
（
特
定
非
常
災
害
の
被

害
者
の
権
利
利
益
の
保
全
等
を
図
る
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
（
平
成
八
年
法
律
第
八
十
五
号
）
第
一
一
条

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
非
常
災
害
と
し
て
指
定
さ
れ
た
非
常
災
害
（
第
五
項
に
お
い
て
「
特
定
非
常
災
害
」

と
い
う
。
）
に
係
る
同
条
第
一
項
の
特
定
非
常
災
害
発
生
日
の
属
す
る
年
（
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
「
特

定
非
常
災
害
発
生
年
」
と
い
う
。
）
の
年
分
の
所
得
税
に
つ
き
青
色
申
告
書
を
提
出
し
て
い
る
者
に
限
る
。
）
が
特
定

非
常
災
害
発
生
年
純
損
失
金
額
（
そ
の
者
の
当
該
特
定
非
常
災
害
発
生
年
に
お
い
て
生
じ
た
前
条
第
八
項
の
純
損

失
の
金
額
を
い
う
。
）
又
は
被
災
純
損
失
金
額
（
所
得
税
法
第
七
十
条
の
二
第
四
項
第
一
号
に
規
定
す
る
被
災
純
損

失
金
額
を
い
い
、
当
該
特
定
非
常
災
害
発
生
年
に
お
い
て
生
じ
た
も
の
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）

を
有
す
る
場
合
に
は
、
当
該
特
定
非
常
災
害
発
生
年
純
損
失
金
額
又
は
当
該
被
災
純
損
失
金
額
の
生
じ
た
年
の
末

日
の
属
す
る
年
度
の
翌
々
年
度
以
後
五
年
度
内
の
各
年
度
分
の
個
人
の
道
府
県
民
税
に
係
る
前
条
の
規
定
の
適
用

に
つ
い
て
は
、
同
条
第
八
項
中
「
純
損
失
の
金
額
（
」
と
あ
る
の
は
「
純
損
失
の
金
額
で
特
定
非
常
災
害
発
生
年

純
損
失
金
額
（
次
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
非
常
災
害
発
生
年
純
損
失
金
額
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て

同
じ
。
）
及
び
被
災
純
損
失
金
額
（
次
条
第
一
項
に
規
定
す
る
被
災
純
損
失
金
額
を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）

以
外
の
も
の
（
」
と
、
「
を
除
く
。
）
」
と
あ
る
の
は
「
を
除
く
。
）
並
び
に
当
該
納
税
義
務
者
の
前
年
前
五
年
間
に
お

い
て
生
じ
た
特
定
非
常
災
害
発
生
年
純
損
失
金
額
（
こ
の
項
の
規
定
に
よ
り
前
年
前
に
お
い
て
控
除
さ
れ
た
も
の

を
除
く
。
）
」
と
、
同
条
第
九
項
中
「
純
損
失
の
金
額
]
と
あ
る
の
は
「
純
損
失
の
金
額
で
被
災
純
損
失
金
額
以
外

の
も
の
」
と
、
「
で
政
令
で
定
め
る
も
の
」
と
あ
る
の
は
「
で
政
令
で
定
め
る
も
の
及
び
当
該
納
税
義
務
者
の
前
年

前
五
年
内
に
お
い
て
生
じ
た
被
災
純
損
失
金
額
（
こ
の
項
の
規
定
に
よ
り
前
年
前
に
お
い
て
控
除
さ
れ
た
も
の
を

除
く
o

)

J

と
す
る
。

一
事
業
資
産
特
定
災
害
損
失
額
（
所
得
税
法
第
七
十
条
の
二
第
四
項
第
一
＿
号
に
規
定
す
る
事
業
資
産
特
定
災
害

損
失
額
を
い
う
。
）
の
当
該
納
税
義
務
者
の
有
す
る
事
業
用
固
定
資
産
（
同
項
第
三
号
に
規
定
す
る
事
業
用
固
定

資
産
を
い
う
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
そ
の
者
の
営
む
事
業
所
得
を
生
ず
べ
き
事
業
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の

の
価
額
と
し
て
政
令
で
定
め
る
金
額
に
相
当
す
る
金
額
の
合
計
額
の
う
ち
に
占
め
る
割
合
が
十
分
の
一
以
上
で

あ
る
こ
と
。
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口議案第34号

茅ヶ崎市立小学校及び中学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災

害補償に関する条例の一部を改正する条例について

1 提案の理由

公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を定める政令の

改正に伴い、学校医等の公務災害に対する介護補償の額及び休業補償等の額の算定の基

礎となる補償基礎額を改めるため提案する。

2 根拠法規

公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する法律（昭和 3

2年法律第 14 3号）第4条第 1項

3 条例の概要

(1) 介護補償の額を引き上げることとした。（第 12条関係）

(2)休業補償等の額の算定の基礎となる補償基礎額を引き上げることとした。（別表関

係）

(3) この条例は、令和 5年 4月 1日から施行することとし、所要の経過措置を設けるこ

ととした。
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茅ヶ崎市立小学校及び中学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表

改 正 後 改 正
ヽ少

月IJ

（補償基礎額） I （補償基礎額）
第 3条 補償は、療養補償及び介護補償を除き、補償基礎額を基礎として行 第 3条 補償は、療養補償及び介護補償を除き、補償基礎額を基礎として行

うものとする。

2 前項の補償基礎額は、死亡若しくは負傷の原因である事故が発生した日

又は診断によって死亡の原因である疾病の発生が確定した日若しくは診断

によって疾病の発生が確定した日（附則第 12項及び第 13項において単

に「事故発生日」という。）における当該学校医等のそれぞれ医師、歯科

医師又は薬剤師としての経験年数（第 18条第 2項第2号において単に「

経験年数」という。）に応じて、別表に定める額とする。

3 略

4 略

（介護補償）

第 12条略

2 介護補償は、月を単位として行うものとし、その額は、 1月につき、次

の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。

(1) 介護補償に係る障害（障害の程度に変更があった場合は、その月にお

ける最初の変更の前の障害。第 3号において同じ。）が常時介護を要す

る程度の障害として教育委員会規則で定めるものに該当する場合（次号

において「常時介護を要する場合」という。）において、その月に介護

に要する費用を支出して介護を受けた日があるとき（同号に掲げるとき

を除く。） その月における介護に要する費用として支出された額（そ

の額が 172, 550円を超えるときは、 17 2, 5 5 0円）

(2) 常時介護を要する場合において、その月（新たに介護補償を行うべき

事由が生じた月を除く。以下この号及び第4号において同じ。）に親族

又はこれに準ずる者による介護を受けた日があるとき（その月に介護に

要する費用を支出して介護を受けた日があるときにあっては、当該介護

に要する費用として支出された額が 77, 890円以下であるときに限

る。） 77, 890円

(3)介護補償に係る障害が随時介護を要する程度の障害として教育委員会

うものとする。

2 前項の補償基礎額は、死亡若しくは負傷の原因である事故が発生した日

又は診断によって死亡の原因である疾病の発生が確定した日若しくは診断

によって疾病の発生が確定した日（附則第 12項及び第 13項において単

に「事故発生日」という。）における当該学校医等のそれぞれ医師、歯科

医師又は薬剤師としての経験年数（第 18条第 2項第 2号において単に「

経験年数」という。）に応じて、別表に定める額とする。

3 略

4 略

（介護補償）

第 12条略

2 介護補償は、月を単位として行うものとし、その額は、 1月につき、次

の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。

(1)介護補償に係る障害（障害の程度に変更があった場合は、その月にお

ける最初の変更の前の障害。第 3号において同じ。）が常時介護を要す

る程度の障害として教育委員会規則で定めるものに該当する場合（次号

において「常時介護を要する場合」という。）において、その月に介護

に要する費用を支出して介護を受けた日があるとき（同号に掲げるとき

を除く。） その月における介護に要する費用として支出された額（そ

の額が 171, 650円を超えるときは、 1 7 1, 6 5 0円）

(2) 常時介護を要する場合において、その月（新たに介護補償を行うべき

事由が生じた月を除く。以下この号及び第4号において同じ。）に親族

又はこれに準ずる者による介護を受けた日があるとき（その月に介護に

要する費用を支出して介護を受けた日があるときにあっては、当該介護

に要する費用として支出された額が 75, 290円以下であるときに限

る。） 75, 290円

(3)介護補償に係る障害が随時介護を要する程度の障害として教育委員会
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規則で定めるものに該当する場合（次号において「随時介護を要する場

合」という。）において、その月に介護に要する費用を支出して介護を

受けた日があるとき（同号に掲げるときを除く。） その月における介

護に要する費用として支出された額（その額が86, 280円を超える

ときは、 86, 280円）

(4) 随時介護を要する場合において、その月に親族又はこれに準ずる者に

よる介護を受けた日があるとき（その月に介護に要する費用を支出して

介護を受けた日があるときにあっては、当該介護に要する費用として支

出された額が 38, 9 0 0円以下であるときに限る。） 3 8, 9 0 0 

旦
別表（第 3条関係）

補償基礎額表

医師、歯科医師又は|5年未満

薬剤師としての経験

年数

5年以上 10 | 1 0年以上 1I略
年未満 5年未満

学校医及び学校歯科 円 円 円 I略
医の補償基礎額 1 6, 3 4。| 8, 0 8 5 1,, 6 4 0 
学校薬剤師の補償基 |5, 3 4 0 | 6, 3 1 0 | 6, 9 2 5 I略
礎額

備考略

規則で定めるものに該当する場合（次号において「随時介護を要する場

合」という。）において、その月に介護に要する費用を支出して介護を

受けた日があるとき（同号に掲げるときを除く。） その月における介

護に要する費用として支出された額（その額が 85, 7 8 0円を超える

ときは、 85, 780円）

(4)随時介護を要する場合において、その月に親族又はこれに準ずる者に

よる介護を受けた日があるとき（その月に介護に要する費用を支出して

介護を受けた日があるときにあっては、当該介護に要する費用として支

出された額が 37, 6 0 0円以下であるときに限る。） 3 7, 6 0 0 

旦
別表（第3条関係）

補償基礎額表

医師、歯科医師又は I5年未満
薬剤師としての経験

5年以上 10 | 1 0年以上 I略
年未満 1 5年未満

年数

学校医及び学校歯科 円 円

6, 2 4 5 | 8, 0 0 3 1,，6 0 8 円I略医の補償基礎額

学校薬剤師の補償基|5, 2 6 3 | 6, 2 4 0 | 6, 9 0 O I略
礎額

備考略
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茅ヶ崎市立小学校及び中学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関

する条例の一部を改正する条例参照条文

0公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する法律
（補償の範囲、金額、支給方法等）

第四条 前条各号の補償の範囲、金額及び支給方法その他補償に関し必要な＿事項は、政令で定める基

準に従い、地方公共団体の条例で定める。

旦 前項の規定により政令で基準を定める場合には、政府は、国家公務員災害補償法（昭和二十六年

法律第百九十一号）の規定を参しやくするとともに、前条各号の補償が、同一の学歴及び医師、歯

科医師又は薬剤師としての経験年数を有する常勤の国家公務員で職務上医師、歯科医師又は薬剤師

としての業務に従事する者の公務上の災害に対し同法により行われる同種の補償と、おおむね同程

度のものとなるようにこれを定めなければならない，

0公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を定める政令（
公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を定める政令の

一部を改正する政令（令和 5年政令第 15 4号）の規定による改正前のもの）

（介護補償）

第六条の二 介護補償は、傷病補償又は障害補償を受ける権利を有する学校医等が、当該傷病補償又

は障害補償の補償の事由となった障害であって文部科学省令で定める障害に該当するものにより、

常時又は随時介護を要する状態にあり、かつ、常時又は随時介護を受けている場合に、当該学校医

等に対して、当該介護を受けている期間、次項に定める金額を支給して行うものとする。ただし、

次に掲げる場合には、その入院し、又は入所している期間については、介護補償は、行わない。

ー 病院又は診療所に入院している場合

二 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第百二十三号

）第五条第十一項に規定する障害者支援施設（次号において「障害者支援施設」という。）に入

所している場合（同条第七項に規定する生活介護（同号において「生活介襲」という。）を受け

ている場合に限る。）

三 障害者支援施設（生活介護を行うものに限る。）に準ずる施設として文部科学大臣が定めるも

のに入所している場合

旦介護補償は、月を単位として行うものとし、その額は、一月につき、次の各号に掲げる区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める額とする。

ニ 介護補償に係る障害（障害の程度に変更があった場合は、その月における最初の変更の前の障
害。第三号において同じ。）が常時介護を要する程度の障害として文部科学省令で定めるものに

該当する場合（次号において「常時介護を要する場合」という。）において、その月に介護に要

する費用を支出して介護を受けた日があるとき（同号に掲げるときを除く。） その月における

介護に要する費用として支出された額（その額が十七万千六百五十円を超えるときは、十七万千

六百五十円）

三 常時介護を要する場合において、その月（新たに介護補償を行うべき事由が生じた月を除く。
以下この号及び第四号において同じ。）に親族又はこれに準ずる者による介護を受けた日がある

とき（その月に介護に要する費用を支出して介護を受けた日がある場合にあっては、当該介護に

要する費用として支出された額が七万五千二百九十円以下である場合に限る。） 七万五千二百

九十円

二 介護補償に係る障害が随時介護を要する程度の障害として文部科学省令で定めるものに該当す
る場合（次号において「随時介護を要する場合」という。）において、その月に介護に要する費

用を支出して介護を受けた日があるとき（同号に掲げるときを除く。） その月における介護に

要する費用として支出された額（その額が八万五千七百八十円を超えるときは、八万五千七百八

十円）

阻 随時介護を要する場合において、その月に親族又はこれに準ずる者による介護を受けた日があ
るとき（その月に介護に要する費用を支出して介護を受けた日がある場合にあっては、当該介護

に要する費用として支出された額が三万七千六百円以下であるときに限る。） 三万七千六百円
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文
部
科
学
大
臣
永
岡
桂
子

内
閣
総
理
大
臣
岸
田
文
雄

第
六
条
の
二
第
二
項
第
一
号
中
「
十
七
万
千
六
百
五
十
円
」
を
「
十
七
万
二
千
五
百
五
十
円
」
に
改
め
、
同
項
第
二

号
中
「
七
万
五
千
二
百
九
十
円
」
を
「
七
万
七
千
八
百
九
十
円
」
に
改
め
、
同
項
第
三
号
中
「
八
万
五
千
七
百
八
十
円
」

を
「
八
万
六
千
二
百
八
十
円
]
に
改
め
、
同
項
第
四
号
中
「
三
万
七
千
六
百
円
]
を
「
三
万
八
千
九
百
円
」
に
改
め
る
。

別
表
学
校
医
及
び
学
校
歯
科
医
の
補
償
基
礎
額
の
項
中
「
六
、
二
四
五
円
」
を
「
六
、
三
四

0
円
」
に
、
「
八
、

0
0

三
円
」
を
「
八
、

0
八
五
円
」
に
、
「
九
、
六

0
八
円
」
を
「
九
、
六
四

0
円
」
に
改
め
、
同
表
学
校
薬
剤
師
の
補
償
基

礎
額
の
項
中
「
五
、
二
六
一
示
一
円
」
を
「
五
、
三
四

0
円
」
に
、
「
六
、
二
四

0
円
」
を
「
六
、
三
一

0
円
」
に
、
「
六
、
九

0
0
円
」
を
「
六
、
九
―
一
五
円
」
に
改
め
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

1

こ
の
政
令
は
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
別
表
の
改
正
規
定
及
び
附
則
第
三
項
の
規
定
は
、

公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

2

改
正
後
の
第
六
条
の
二
第
二
項
の
規
定
は
、
こ
の
政
令
の
施
行
の
日
以
後
に
支
給
す
べ
き
事
由
が
生
じ
た
介
護
補

償
に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前
に
支
給
す
べ
き
事
由
が
生
じ
た
介
護
補
償
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

3

改
正
後
の
別
表
の
規
定
は
、
令
和
四
年
四
月
一
日
以
後
に
支
給
す
べ
き
事
由
が
生
じ
た
公
務
災
害
補
儘
並
び
に
同

日
前
に
支
給
す
べ
き
事
由
が
生
じ
た
傷
病
補
償
年
金
、
障
害
補
償
年
金
及
び
遺
族
補
償
年
金
で
同
日
以
後
の
期
間
に

つ
い
て
支
給
す
べ
き
も
の
の
補
償
基
礎
額
に
つ
い
て
適
用
し
、
そ
の
他
の
公
務
災
害
補
償
の
補
償
基
礎
額
に
つ
い
て

は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
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公
立
学
校
の
学
校
医
、
学
校
歯
科
医
及
び
学
校
薬
剤
師
の
公
務
災
害
補
償
の
基
準
を
定
め
る
政
令
の
一
部
を
改
正
す

る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

令
和
五
年
三
月
―
―
-
+
―
日

内
閣
総
理
大
臣

政
令
第
百
五
十
四
号

公
立
学
校
の
学
校
医
、
学
校
歯
科
医
及
び
学
校
薬
剤
師
の
公
務
災
害
補
償
の
基
準
を
定
め
る
政
令
の
一
部
を
改

正
す
る
政
令

内
閣
は
、
公
立
学
校
の
学
校
医
、
学
校
歯
科
医
及
び
学
校
薬
剤
師
の
公
務
災
害
補
償
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
二

年
法
律
第
百
四
十
三
号
）
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
＾
）

公
立
学
校
の
学
校
医
、
学
校
歯
科
医
及
び
学
校
薬
剤
師
の
公
務
災
害
補
償
の
基
準
を
定
め
る
政
令
（
昭
和
三
十
二
年

政
令
第
―
一
百
八
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

御

名

御

璽

岸

田

文

雄
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議案第35号 l 
令和5年第 1回臨時会補正予算（専決処分）の主な事業の概要

一般会計（令和5年度補正第1号）
（歳出）

項
（款項目）

...............................寧＂．．．．．．．．．棄”,．．．．．．．否＂．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
補正額 説 明

番
（主管課）

（款）民生費（項）児童福祉費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 | その他 I 一般財源

．．．． （目）児童福祉総務費-------------------------- 2,4001 I I I 

職員給与費
2,400 
エネルギー・食料品価格等の物価高騰への生活者支援として、国による子

1 
（職員課） 育て世帯生活支援特別給付金の給付事務に従事する職員に係る時間外勤務

手当を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和5年4月14日）

（款）民生費（項）児童福祉費 国庫支出金 1 県支出金 | 地方債 I その他 I 一般財源
．．．． （目）----児童保育費 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 295,oool I I I 

子育て世帯生活支援特別給付金
295,000 

エネルギー・食料品価格等の物価高騰への生活者支援として、国による子
2 
（こども政策課） 育て世帯生活支援特別給付金を支給することに伴い、負担金補助及び交付

金を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和5年4月14日）

（款）民生費（項）児童福祉費 国庫支出金 1 県支出金 1 地方債 I その他 I 一般財源

• • •• (• 目）....児童保育費-・・・・・・・・・・・・・・・・...、 31,2481 | I I 

子育て世帯生活支援特別給付金給付事
31,248 
エネルギー・食料品価格等の物価高騰への生活者支援として、国による子

3務費
育て世帯生活支援特別給付金を支給することに伴い、報酬、会計年度任用

（こども政策課） 職員期末手当、共済費、費用弁償、消耗品費、通信運搬費、広告料、手数
料、委託料を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和5年4月14日）

（単位：千円）
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口→←
令和5年第 1回臨時会補正予算の主な事業の概要

一般会計（令和5年度補正第2号）
（歳出）

（単位：千円）

項
（款項目）

．．．．．．．．．．．．．＂．．．．．．．．．．．．．．．．．雨""．．．．．棄＂．．．．．素"................．．．．．．．．．．．．．

補正額 説 明
番
（主管課）

（款）総務費（項）総務管理費 国庫支出金 1 県支出金 1 地方債 I その他 I 一般財源
（目）企画費 15, 0151 I I I ............................................................................................... 

情報化推進経費
15,015 
国がマイナンバーカードの普及促進のために実施するマイナポイント事業

1 
（デジタル推進課） の期間が延長されることに伴い、マイナポイント設定支援を延長するた

め、委託料を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和5年4月17日）

（款）民生費（項）社会福祉費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 | その他 I 一般財源
（目）社会福祉総務費 4, 1261 I | I ..................................... ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・......... ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

職員給与費
4,126 
エネルギー・食料品価格等の物価高騰への生活者支援として、住民税非課

2 
（職員課） 税世帯に対する電カ・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金の給付事務

に従事する職員に係る時間外勤務手当を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和5年4月17日）

（款）民生費（項）社会福祉費 国庫支出金 l 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）社会福祉総務費 29, 9401 | I I ................ ・・・・・・・...... ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.......................................... 

新型コロナウイルス感染症対策事業費
29,940 
エネルギー・食料品価格等の物価高騰への事業者支援として、物価高騰の

3 
（介護保険課） 影響を受ける介護サービス事業所等の負担を軽減し、事業運営を支援する

ことに伴い、負担金補助及び交付金を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和5年4月17日）
-¥ 

（款）民生費（項）社会福祉費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）社会福祉総務費 765, 0001 I I I ......................................................．囀．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

電カ・ガス・食料品等価格高騰重点支
765,000 

エネルギー・食料品価格等の物価高騰への生活者支援として、住民税非課
4援給付金

税世帯に対する電カ・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金を支給する

（生活支援課） ことに伴い、負担金補助及び交付金を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和5年4月17日）

（款）民生費（項）社会福祉費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）社会福祉総務費 49, 8531 I I | ........................................................................................................ 

電カ・ガス・食料品等価格高騰重点支
49,853 

5援給付金給付事務費
エネルギー・食料品価格等の物価高騰への生活者支援として、住民税非課
税世帯に対する電カ・ガス・禽料品等価格高騰重点支援給付金を支給する

（生活支援課） ことに伴い、報酬、会計年度任用職員期末手当、共済費、費用弁償、消耗
品費、通信運搬費、手数料、委託料、使用料及び賃借料を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和5年4月17日）

（款）民生費（項）社会福祉費 国庫支出金 l 県支出金 1 地方偵 I その他 I 一般財源
（目）障がい者福祉費 11, 7301 | I I ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．....................................................．．．．．．．．．．．．．．量．．．．．．．

新型コロナウイルス感染症対策事業費
11,730 
エネルギー・食料品価格等の物価高騰への事業者支援として、物価高騰の

6 
（障がい福祉課） 影響を受ける障害福祉サービス事業所等の負担を軽減し、事業運営を支援

することに伴い、負担金補助及び交付金を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和5年4月17日）

（款）民生費（項）児童福祉費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）児童福祉総務費 50, 1841 I I | 
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

新型コロナウイルス感染症対策事業費
50,184 
エネルギー・食料品価格等の物価高騰への事業者支援として、物価高騰の

7 
（保育課） 影響を受ける認可保育所等の負担を軽減し、事業運営を支援することに伴

い、負担金補助及び交付金を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和5年4月17日）
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令和5年第 1回臨時会補正予算の主な事業の概要

一般会計（令和5年度補正第2号）
（歳出）

（単位：千円）

項
（款項目）

...........................．．．．事".......＂棄"”"．．忍”..................．．．．．．．．

補正額 説 明
番
（主管課）

（款）衛生費（項）保健衛生費 国庫支出金 1 県支出金 1 地方債 I その他 I 一般財源
（目）保健衛生総務費 26, 7171 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． I I I 

新型コロナウイルス感染症対策事業費
26,717 
エネルギー・食料品価格等の物価高騰への事業者支援として、物価高騰の

8 
（地域保健課） 影響を受ける医療機関や薬局等の負担を軽減し、事業運営を支援すること

に伴い、報酬、費用弁償、印刷製本費、通信運搬費、負担金補助及び交付
金を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和5年4月17日）

（款）農林水産業費（項）農業費 国庫支出金 l 県支出金 l 地方債 | その他 I 一般財源
（目）農業振興費 7, 3501 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． I I I 

新型コロナウイルス感染症対策事業費
7,350 
エネルギー・食料品価格等の物価高騰への事業者支援として、物価高騰の， 

（農業水産課） 影響を受ける農業者に対する農業水産事業者支援事業給付金を支給するこ
とに伴い、負担金補助及び交付金を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和5年4月17日）

（款）農林水産業費（項）水産業費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）水産業振興費 1,2981 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． I I I 

新型コロナウイルス感染症対策事業費
1,298 
エネルギー・食料品価格等の物価高騰への事業者支援として、物価高騰の

10 
（農業水産課） 影響を受ける漁業者に対する農業水産事業者支援事業給付金を支給するこ

とに伴い、負担金補助及び交付金を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和5年4月17日）

（款）商工費（項）商工費 国庫支出金 1 県支出金 1 地方債 I その他 I 一般財源
（目）商工振興費....................................................................................................... 3so,0001 | I I 
新型コロナウイルス感染症対策事業費

380,000 
エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受ける生活者及ぴ事業者を

11 
（産業概光課） 支援するとともに、地域経済の活性化や市内消費を喚起するため、市内店

舗でのキャッシュレス決済に対するポイント還元事業を実施することに伴
い、消耗品費、広告料、委託料、使用料及び賃借料を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和5年4月17日）

（款）土木費（項）道路橋りょう費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他 I 一般財源
（目）橋りょう新設改良費 I I 3001 8991 132 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．暑．．．．．．．......................................................................

浜園橋橋りょう整備事業費
1,331 
浜園橋橋りょう整備工事における取付道路工及び護岸工に係る設計積算業

12 （道路建設課） 務委託について、労務単価の上昇や積算基準の改定に伴い、委託料を増額
するもの。

＊決定過程理事者調整（令和5年4月17日）

（款）土木費（項）都市計画費 国庫支出金 1 県支出金 1 地方債 I その他 I 一般財源
（目）都市計画総務費....................... ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...................................................... 8,4821 I I I 

新型コロナウイルス感染症対策事業費
8,482 
エネルギー・食料品価格等の物価高騰への事業者支援として、物価高騰の

13 （都市政策課） 影響を受けるバス事業者やタクシー事業者に対し、燃料費高騰による影響
を軽減するため、負担金補助及び交付金を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和5年4月17日）

（款）教育費（項）学校給食費 国庫支出金 1 県支出金 l 地方債 I その他 I 一般財源
（目）学校給食管理費 I I I I 2,978 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

中学校給食施設整備事業費
2,978 
中学校給食の実施に向けた配膳室整備設計業務委託について、労務単価の

14 （学務課） 上昇に伴い、委託料を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和5年4月17日）
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項
番

令和 5年第 1回臨時会補正予算の主な事業の概要

一般会計（令和5年度補正第2号）
（歳出）

（款項目）........．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．事＂．．．．．．．棄"...．．．．．．否"...........．．．．．．．．．．．．．．．
補正額 説 明

（主管課）

（款）教育費（項）社会教育費 国庫支出金 1 県支出金 I 地方債 I その他

.... （目）....青少年対策費·•·••••••••••••••··•••••••••••·•••••••••••••• 3681 I | 

新型コロナウイルス感染症対策事業費
368 

（単位：千円）

I 一般財源
I 

エネルギー・食料品価格等の物価高騰への事業者支援として、物価高騰の
15 （青少年課） 影響を受ける児童クラブの負担を軽減し、事業運営を支援することに伴

い、負担金補助及び交付金を増額するもの。

＊決定過程理事者調整（令和5年4月17日）
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醗案第37号

茅ヶ崎市附属機関設置条例の一部を改正する条例について

1 提案の理由

ちがさき男女共同参画推進プランの名称の変更に伴い、ちがさき男女共同参画推進プ

ラン協議会の名称を改めるため提案する。

2 根拠法規

地方自治法（昭和 22年法律第67号）第 13 8条の4第3項及び第20 3条の 2第

5項

3 条例の概要

(1) ちがさき男女共同参画推進プラン協議会の名称を茅ヶ崎市ジェンダー平等推進計画

協議会に改めることとした。（別表関係）

(2)所要の規定を整備することとした。（附則第 2項関係）

(3) この条例は、公布の日から施行することとした。



-
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茅ヶ崎市附属機関設置条例の一部を改正する条例新旧対照表

改 正 後 改 正 月‘I’J 

別表（第 2条関係） 別表（第2条関係）

附属機関 附属機関

の属する 附属機関 設置目的 委員の数 の属する 附属機関 設置目的 委員の数

執行機関 執行機関

略 略 略 略 略 略

市 市

茅ヶ崎市ジェン 茅ヶ崎市ジェンダー平等推進 略 ちがさき男女共 ちがさき男女共同参画推進プ 略

ダー平等推進計 計画につき市長の諮問に応じ 同参画推進プラ ランにつき市長の諮問に応じ

画協議会 て調査審議し、その結果を答 ン協議会 て調査審議し、その結果を答

申し、又は建議すること。 申し、又は建議すること。

長 長

略 略 略 略 略 略

略 略 略 略 略 略 略 略
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茅ヶ崎市附属機関設置条例の一部を改正する条例附則において改正する条例新旧対照表

改 正 後 改 正 前

（茅ヶ崎市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）

別表第1 （第 1条関係） I別表第 1 （第 1条関係）

区分 I単位 報酬額 区分 単位 報酬額

略 略 略 略 略 略

ジェンダー平等推進 略 略 ちがさき男女共同参 略 I略
計画協議会委員 疇進プラン協議会

歪

I略 I略 I略 I略 略略

備考略 備考略
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茅ヶ崎市附属機関設置条例の一部を改正する条例参照条文

0地方自治法

第百三十八条の四 普通地方公共団体にその執行機関として普通地方公共団体の長の外、法律の定め

るところにより、委員会又は委員を置く。

② 普通地方公共団体の委員会は、法律の定めるところにより、法令又は普通地方公共団体の条例若

しくは規則に違反しない限りにおいて、その権限に属する事務に関し、規則その他の規程を定める

ことができる。

堡普通地方公共団体は、法律又は条例の定めるところにより、執行機関の附属機関として自治紛争

処理委員、審査会、審議会、調査会その他の調停、審査、諮問又は調査のための機関を置くことが

できる。ただし、政令で定める執行機関については、この限りでない。

第二百三条の二 普通地方公共団体は、その委員会の非常勤の委員、非常勤の監査委員、自治紛争処

理委員、審査会、審議会及び調査会等の委員その他の構成員、専門委員、監査専門委員、投票管理

者、開票管理者、選挙長、投票立会人、開票立会人及び選挙立会人その他普通地方公共団体の非常

勤の職員（短時間勤務職員及び地方公務員法第二十二条の二第一項第二号に掲げる職員を除く。）

に対し、報酬を支給しなければならない。

② 前項の者に対する報酬は、その勤務日数に応じてこれを支給する。ただし、条例で特別の定めを

した場合は、この限りでない。

③ 第一項の者は、職務を行うため要する費用の弁償を受けることができる。

④ 普通地方公共団体は、条例で、第一項の者のうち地方公務員法第二十二条の二第一項第一号に掲

げる職員に対し、期末手当を支給することができる。

虚報酬、 用弁償及び期末手当の額並びにその支給方法は、条例でこれを定めなければならない。
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報告第8号

「報告第 8号専決処分の報告について」の経過報告

事故発生日時

事故発生場所

事故当事者

令和 5年 2月 20日 午前 9時 25分頃

円蔵二丁目 14番 12号

相手方 市内所在の法人

当方茅ヶ崎市

経過

令和 5年 2月 20日 事故発生

令和 5年 2月 20日 安全対策課より資産経営課へ事故発生の連絡を受け

る。

令和 5年 2月 20日 事故発生を公益社団法人全国市有物件災害共済会

の基幹システムにて事故登録し、電話で連絡する。

令和 5年 4月 18日 専決処分をする。

損害賠償の額の内訳

区 分 茅ヶ崎市 相手方

損害額 13,200円

（算出内訳）
（修理費）

13,200円

過失割合 100% 0%  

賠償額

（算出内訳）

13,200円

（相手方の損害額）

13,200円 X 1 0 0 % 

=13, 200円
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